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令和3年度～令和5年度 総合研究報告 

 

放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究 

 

研究代表者 喜多村 紘子 産業医科大学産業医実務研修センター 准教授 

研究要旨 

本研究は、眼の水晶体への被ばく線量が比較的高い医療の現場において、電離放射線障害

防止規則（以下「電離則」という。）における線量限度の遵守、個人線量計の装着等の基本

的な法定措置の確実な実施はもとより、国際的な動向も踏まえて規制を最適化すると共に、

放射線業務に従事する労働者の被ばくを可能な限り低減する管理体制を構築し、ひいては

労働安全衛生全体の水準を向上させるために、放射線防護マネジメントシステムの導入、運

用、評価およびその改良を目的とし、目的達成のため次の点に取り組んだ。 

・厚生労働省委託事業である「放射線被ばく管理に関するマネジメントシステム導入支援事

業（放射線 MS導入支援事業）」へ教育・研修資料を提供し、全国の医療機関における放射

線防護マネジメントシステムの導入・普及に貢献する。 

・医療機関が放射線防護マネジメントシステムを導入するにあたっての課題を明らかにし、

マネジメントシステムを普及・定着させるために必要な知見を提供する。 

・そもそもの最低限度の法令遵守である線量測定が、医療機関の放射線業務従事者において

徹底される仕組みを検討する。 

・様々な臨床場面における眼の水晶体の被ばく低減対策に繋がる知見を提供する。 

・体幹部の測定で得られた線量から妥当な眼の水晶体等価線量を推定する手法を提言する。 

・医療機関において放射線防護マネジメントシステムの導入を図り、その結果として放射線

業務従事者の被ばく線量を低減させる。 

【本研究の成果】 

本研究班は、研究期間を通して放射線 MS導入支援事業へ教育・研修資料を提供した。こ

れまでに 400 機関以上が支援事業へ参加し、放射線 MS導入に積極的もしくは必要性を感じ

ている医療機関への支援ができた。労災疾病臨床研究（2018〜2020 年度、研究代表者：欅

田尚樹）で開発された放射線 MS（大規模医療機関を主な対象とする完全版放射線 MS）を、

人的資本が少ない小規模医療機関でも導入しやすいよう主目的を法令遵守に絞った簡易版

放射線 MSを開発、提供した。令和 3年度の医療機関における放射線管理自主点検に回答し

た 5,841機関の放射線業務従事者数による内訳は、1～5名 44.6%、6～10名 15.3%で、放射

線業務従事者数 10名以下の機関が約 6割を占めた。放射線業務従事者には主に医師・歯科

医師、看護師、診療放射線技師が含まれ、診療放射線技師の割合は約 18%であったことを考

慮すると、放射線 MS 導入の実務を担うことの多い診療放射線技師数は数人～1 人程度の機

関が多いと推測され、簡易版放射線 MSの開発はニーズを満たすものであったと考える。 

我々は、体幹部の測定で得られた線量から妥当な眼の水晶体等価線量の推定する手法と
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して、放射線防護上の安全係数を考慮し、保守的な眼の水晶体線量は体幹部線量を約 1.6倍

して推定することを提案する。 

放射線 MS導入前の医療機関における放射線被ばく管理の課題として、病院管理者による

労働者の放射線被ばく管理方針の明示、放射線業務従事者の選定基準、労働者の放射線被ば

く管理組織の設置等、9 の課題を明らかにした。また、そのほとんどは放射線 MS の導入お

よび継続的な運営が解決策の一つとなり得るものであることも示した。 

放射線 MS 導入が進んでいる医療機関を対象にインタビュー調査を行い、放射線 MS 導入

の促進要因として、トップのリーダーシップ、放射線管理者への責任と権限の委譲、文書作

成・文書管理に係る経験とそれを受け入れやすい風土・分化等が明らかになった。 

学校教育に関しては、2012 年 8 月、中央教育審議会答申において「従来のような知識の

伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢

磨し、相互に刺激を与えながら知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を

見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換が必要である。」と示され

てから久しいが、放射線被ばくに関する教育でも学習効果を上げるには座学のみでなくア

クティブ・ラーニング、特に体験型実習が有用であることが示された。 

【残存する課題と解決策の提案】 

放射線 MS 導入支援事業参加医療機関数は 2020～2023 年度で約 430 機関で、医療機関に

おける放射線管理自主点検対象機関数 8,383（2021 年度）の約 5%に留まり、その普及は未

だ十分とは言い難い状況である。法令遵守および放射線被ばく管理はトップの役割である

こと、放射線被ばく管理の問題点の多くは放射線防護マネジメントシステムの導入で解決

可能であること等を更に周知する必要があると考える。 

放射線 MSに関する「医療機関での教育」に関しては、現時点では各医療機関へ委ねてい

るが、医療機関以外の産業保健活動で労働安全衛生マネジメントの普及に携わってきた経

験から、管理者に対する、法令遵守の仕組み作りや被ばく低減対策を放射線業務従事者に実

施させる環境整備等は管理者の役割であることの教育、放射線業務従事者に対する、個人線

量計の装着と被ばく低減対策の実施は自らの役割であることの教育、の二本立てで進める

ことが必要と考える。必要な教育・研修資料および各機関で教育する者への研修・教育を適

切に提供できる、様々な専門分野を持つ研究者によって構成される研究班が組織されるこ

とが望まれる。 

医師に関しては、限定された施設の少人数におけるデータではあるが、放射線被ばくに関

する啓発や研修等の介入により個人線量計の装着率が向上したとしても、知識や意識が必

ずしも向上したとは言えないことが示された。放射線業務従事者となり得る医師自身の放

射線被ばく、放射線防護について、放射線や使用する放射線発生装置のハザードの理解も含

め、医学部教育の中でしっかり教育する必要があると考える。 

放射線 MS導入前の医療機関における放射線被ばく管理の課題として抽出された項目のう

ち、「各放射線業務従事者の被ばく線量の一元管理」については、放射線 MS の導入で解決

できる課題ではないと考える。実現するには、本邦全体の医療機関における放射線業務従事
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者の被ばく線量管理体制を再構築する必要がある。同時期に複数機関で診療行為があった

り、全国の医療機関への異動・転職があったりする医療従事者の被ばく線量を漏れなく適切

に測定し一元管理しておくことは、将来的に被ばく線量を確認する必要が出てきた際を考

えると、関係者間で実現に向けて協議を進めるべき事項と考える。 

Webアンケートの回答で 2020年度に放射線 MS導入支援事業に初参加し、2019年度～2022

年度の放射線業務従事者の実効線量分布が 3 年分以上確認できた 4 機関について、実効線

量分布の推移を確認したが、被ばく線量が低減されたことの確認には至らなかった。放射線

防護 MSの導入・運営状況を含めた丁寧なインタビューおよび現地調査を組み合わせた、更

に長期間のフォローアップが必要と考える。 
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Ａ．研究目的 

2011年、国際放射線防護委員会

（ICRP: International Commission on 

Radiological Protection）は、組織反応

に関する ICRP声明で職業被ばくにおける

水晶体の等価線量限度を、「定められた 5

年間の平均で 20 mSv/年、かついずれの 1

年においても 50 mSv を超えない」と勧告

した。さらに、翌年の 2012年 8月には、

ICRP Publication 118「組織反応に関す

る ICRP声明・正常な組織・臓器における

放射線の早期影響と晩発影響-放射線防護

の視点から見た組織反応のしきい線量-」

を刊行した。これらの勧告は、国際原子

力機関（IAEA: International Atomic 

Energy Agency）の GSR Part3にも取り入

れられた。 

これに対応して、日本国内でも放射線

審議会が、新たな水晶体の等価線量限度

を取り入れるための検討を行うことと

し、「眼の水晶体の放射線防護検討部会」

を設置し議論を進め、2018年 2月には、

「眼の水晶体に係る放射線防護の在り方

について」報告書をまとめた。放射線審

議会はこれを受けて、同年 3月に各行政

機関に意見具申を行い、その結果を受け

て、厚生労働省はリスク管理機関として

2018年 12月に眼の水晶体の被ばく限度

の見直し等に関する検討会を立ち上げ、

検討を進めた。厚生労働省は、「眼の水晶

体の被ばく限度の見直し等に関する検討

会報告書（2019 年 9 月）」を取りまと

め、電離則は 2021年 4月 1日から改正施

行された。この報告書では、「国は、水晶

体への被ばく線量が高い業務を行う事業

者が、労働安全衛生マネジメントシステ

ム等の取組を着実に進め、安全衛生管理

体制を確立するための支援を行うことが

望ましい」とされた。 

労災疾病臨床研究（2018～2020年度、

不均等被ばくを伴う放射線 業務における

被ばく線量の実態調査と線量 低減に向け

た課題評価に関する研究、研究代表者：

欅田尚樹）において、欅田らは放射線業

務従事者、その中でも医療分野での放射

線管理、被ばくの実態を評価し、被ばく

線量低減方法および放射線防護マネジメ

ントシステム（Radiation Protection 

Management System: RPMS）を提唱し、具

体的な対応策を提示した。 

厚生労働省は、前述の報告書の内容に

基づき、2020年度より放射線被ばくに関

する労働安全衛生マネジメントシステム

（「放射線 MS」という）の導入のための

支援事業を開始し、我々は研究班とし

て、この支援事業で用いる全ての研修・

教育資料を提供するとともに、支援事業

を実施する者のための研修も提供するこ

ととなった。 

本研究では、放射線業務に従事する労

働者の被ばくを可能な限り低減する管理

体制を構築し、ひいては労働安全衛生全

体の水準を向上させるために、次の点の

達成を目指した。 

１）医療現場における線量計の装着の実

態について改正法令公布・施行の前後で

調査を行うとともに、線量計の装着率を

向上させるツールを作成する。 

２）医療領域での様々な放射線場におけ

る放射線防護に有用な基礎データ（エネ

ルギー及び空間分布）をモンテカルロ計

算と測定により揃えることを通じ、体幹

部での測定で得られた線量から妥当な眼

の水晶体等価線量を推定する手法、及び
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眼の水晶体被ばく線量低減の方法の提言

につなげる。 

３）2020年度までの研究班で開発し、厚

労省事業として提供してきた “放射線防

護マネジメントシステム”の導入を推進

する。 

これらの達成のため、次の項目に取り組

んだ。 

◼ 放射線 MS導入支援事業へ研修・教

育資料を提供し、全国の医療機関に

おける放射線防護マネジメントシス

テムの導入・普及に貢献する。 

◼ 医療機関が放射線防護マネジメント

システムを導入するにあたっての課

題を明らかにし、マネジメントシス

テムを普及・定着させるために必要

な知見を提供する。 

◼ そもそもの最低限度の法令遵守であ

る線量測定が、医療機関の放射線業

務従事者において徹底される仕組み

を検討する。 

◼ 様々な臨床場面における眼の水晶体

被ばく低減対策に繋がる知見を提供

する。 

◼ 体幹部での測定で得られた線量から

妥当な眼の水晶体等価線量を推定す

る手法を低減する。 

◼ 医療機関において放射線防護マネジ

メントシステムの導入を図り、その

結果として放射線業務従事者の被ば

く線量が低減されることを確認す

る。 

 

 

Ｂ．研究方法 

研究全体像を図 1に示す。 

図 1 研究の全体像 
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1. 放射線 MS 導入支援事業への支援（研

究代表者：喜多村） 

 放射線 MS 導入支援事業に参加し、ある

程度放射線 MS導入が進んだと自覚してい

る 6医療機関を対象に、インタビュー調査

を実施した。各機関が、放射線 MS 導入前、

放射線 MS 導入後の放射線 MS 要求事項の

状況を、自己評価ツールを用いて評価した

後、放射線防護に造詣の深いインタビュア

ー2 名が、自己評価結果を参考にしながら

オンラインでインタビューし、放射線 MS

の状況を準備・導入・運用の 3段階で評価

した。 

 

2. 医療機関における放射線防護マネジメ

ントシステムの導入支援ツールの開発と

取組状況を踏まえての今後の課題（研究分

担者：森） 

 労災疾病臨床研究（2018〜2020 年度、

研究代表者：欅田尚樹）で開発された放射

線 MS（完全版放射線 MS）とそのモデル文

書は、人的資本に比較的余裕がある医療機

関向けのマネジメントシステムとして開

発されたものであったため、放射線 MSの

導入が簡便に行え、人的資本が少ない医療

機関でも放射線 MSが導入できるように簡

易版放射線 MSを開発し、その普及を図っ

た。また、医療機関において放射線 MSの

導入および成熟状況を評価するためのツ

ールを開発した。 

 

3. 産業保健上の課題の整理（研究代表者：

喜多村） 

2020年度、2022年度、2023年度に放射

線 MS 導入支援事業に参加した医療機関に、

Web アンケートの URL を送付し、各機関で

選任された放射線 MS 導入支援事業の主担

当者に回答を依頼した。アンケート項目に

は、放射線被ばく管理体制、放射線防護具

の管理状況、放射線測定器の配布状況（不

均等被ばく者への配布個数含む）、新規放

射線業務従事者の把握方法、放射線業務従

事者の兼業における被ばく線量の把握方

法等が含めた。 

 

4. 体幹部の測定で得られた線量から眼の

水晶体等価線量を推定する手法の検討（研

究分担者：古渡） 

査読付き論文のうち、医療従事者の個人

モニタリングに係る研究について収集し、

内容の確認を行った。本分担研究では医療

従事者の手技ごとの体幹部線量に対する

眼の水晶体被ばく線量及び手指等末端部

線量の比について、論文中で評価された値

に基づき比較を行った。 

 

5. Augmented Reality（AR）を利用した体

験型放射線防護教育の提案（新たな放射線

防護教育の在り方）（研究分担者：盛武） 

外部放射線防護の 3原則の距離、遮蔽に

関する事項の学習に限定し、血管造影検査

室での放射線診療を想定した実寸サイズ

の散乱線をカラーマップで表現した。その

他にも、医療現場で使用される装置や寝台、

患者、防護カーテンなども併せて AR 画像

とし、実際の医療現場に没入できるような

アプリケーションを開発した。作成した

AR アプリケーションを使用して、幅広い

年齢層を対象とした放射線防護教育を実

践した。 

 

6. 血管撮影室における線量管理の実際と

これから（RADIREC. Web サービス体制の

紹介）（研究分担者：盛武） 
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 血管撮影を受ける患者の医療被ばく（最

大入射皮膚線量）を血管撮影装置に実装が

義務化された医療画像通信規格 DICOM の

線量レポートより推定する方法を検討し

た。 

 

7. 臨床現場における医療従事者の眼の水

晶体及び手指被ばくに関する実態調査（研

究分担者：小野） 

 臨床現場における医療従事者の眼の水

晶体及び手指被ばくに関する実態調査と

して、X線検査時における撮影の介助に従

事する医療従事者の眼の水晶体の線量評

価及び防護方法の検討に関する研究、循環

器科 IVR に従事する看護師の水晶体被ば

く線量評価及び放射線防護の知識向上に

関する研究、臨床現場における医療従事者

の眼の水晶体及び手指被ばくの実態調査

を実施した。 

 

8. 医療従事者の IVR 作業中の動線と滞留

時間を評価するための赤外線人感センサ

の性能検証（研究分担者：小野） 

 赤外線人感センサを活用し、IVR室内の

医療従事者の場所ごとの滞在時間を測定

し、被ばく線量の推計を可能とするシステ

ムの開発を目的とし、赤外線人感センサの

検出範囲の検証、赤外線人感センサの測定

精度の検証、赤外線人感センサを活用した

被ばく線量の推計を行った。 

 

9. 医療機関の放射線業務従事者の職業被

ばくに関連した実態調査（研究分担者：栗

山） 

 医療分野における主に看護師の放射線

被ばくの実態調査として、電離放射線健康

診断における白内障調査、電離放射線健康

診断を受ける医療従事者の職業防護に対

する意識調査、IVRに従事する看護師の水

晶体被ばくの背景因子分析、看護師の被ば

くに影響しうる血管造影室内の作業環境

調査を実施した。 

 

10. 防護具の評価、放射線被ばく防護に関

するアンケート調査（研究分担者：掛田） 

 各診療科に実際の様々な防護具を体験

してもらい、アンケートに基づき希望のあ

った防護具を購入し、様々な管電圧に対す

る防護能についてファントム実験を行っ

た。また、透視室を利用する内科・外科・

放射線科の全医師合計 45名について、無

記名で放射線被ばく防護に関するアンケ

ート調査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 放射線 MS 導入支援事業への支援（研

究代表者：喜多村） 

 ある程度放射線 MS 導入が進んだと自覚

している 6医療機関のうち、インタビュア

ーによる放射線 MSの状況の評価が「準備」

であったのは 0 機関、「導入」であったの

は 1 機関、「運用」であったのは 5 機関で

あった。 

 

2. 医療機関における放射線防護マネジメ

ントシステムの導入支援ツールの開発と

取組状況を踏まえての今後の課題（研究分

担者：森） 

開発したツールは、放射線 MS 導入支援

事業に提供した。そして、各種ツールを利

用した支援事業に参画し、各種ツールの有

効性を確認するために、追加で必要な情報

の提供を行った。 
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3. 産業保健上の課題の整理（研究代表者：

喜多村） 

 2021 年度は 204 機関、2022年度は最大

141 機関（2022年度は 3回に分けて Webア

ンケート実施し、1 回目 141 機関、2回目

123 機関、3 回目 95 機関の回答を集計し

た）、2023 年度は 33 機関の回答を集計し

た。 

 

4. 体幹部の測定で得られた線量から眼の

水晶体等価線量を推定する手法の検討（研

究分担者：古渡） 

体幹部線量に対する眼の水晶体線量の

比の平均及び標準偏差は、それぞれ 0.79

及び 0.39と評価された。放射線防護上の

安全係数を取る等の検討を行うとすると、

体幹部線量に対し約 1.6 倍することで眼

の水晶体線量の保守的な推定が可能であ

ることを明らかとした。 

5. Augmented Reality（AR）を利用した体

験型放射線防護教育の提案（新たな放射線

防護教育の在り方）（研究分担者：盛武） 

 AR を利用した新しい放射線防護教育は、

あらゆる世代で理解が促進されると評価

された。特に、ARによる体験型教育が、外

部放射線防護の 3原則の距離、遮蔽の理解

に役立ったという感想が多く得られた。 

 

6. 血管撮影室における線量管理の実際と

これから（RADIREC. Web サービス体制の

紹介）（研究分担者：盛武） 

患者の最大入射皮膚線量の実測値と

Ka,rの関係は強い正の相関関係を示し、Ka,r

を 0.58 倍することで最大入射皮膚線量が

推定できること分かった。NCRP は、最大

入射皮膚線量: 3 Gy、Ka,r : 5 Gyを放射

線皮膚障害の線量指標として推奨してい

るが、我々の実験結果は NCRP の推奨値と

一致した。 

 

7. 臨床現場における医療従事者の眼の水

晶体及び手指被ばくに関する実態調査（研

究分担者：小野） 

 X 線検査時における撮影の介助に従事

する医療従事者の眼の水晶体の線量評価

及び防護方法の検討に関する研究では、X

線 CT 検査時における撮影の介助に従事す

る場合、眼の水晶体の被ばく線量は最大で

46.8mSvに達する可能性が示唆された。循

環器科 IVR に従事する看護師の水晶体被

ばく線量評価及び放射線防護の知識向上

に関する研究では、心臓カテーテルセンタ

ーに従事する看護師の眼の水晶体被ばく

線量は、防護メガネの着用により極めて低

い線量になることが明らかとなった。臨床

現場における医療従事者の眼の水晶体及

び手指被ばくの実態調査では、眼の水晶体

被ばく線量については、線量計の測定配置

位置の違いによって DOSIRIS とビジョン

バッジで測定線量に差が生じることが示

され、眼の水晶体被ばく線量の評価に最も

適切な測定配置について検討する必要が

あることが分かった。 

 

8. 医療従事者の IVR作業中の動線と滞留

時間を評価するための赤外線人感センサ

の性能検証（研究分担者：小野） 

高さ 2.8mの天井に設置した赤外線人感

センサの検出範囲は、熱源が高い位置にあ

るほど小さなること、熱源-赤外線人感セ

ンサ間の距離が 1.5m の場合にメーカーが

記載する検出範囲である 2m となることが

示された。熱源の移動速度が大きくなると

赤外線人感センサが取得する計測カウン
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トは、熱源が実際に滞在していた時間より

も小さくなる傾向が示された。移動熱源の

自動運転機能を利用した放射線透視下で

の線量推計では、相対誤差は 0.14 ± 

0.11で、高い精度が得られた。 

 

9. 医療機関の放射線業務従事者の職業被

ばくに関連した実態調査（研究分担者：栗

山） 

 電離放射線健康診断における白内障調

査では、有所見者に線量限度を超える者は

おらず、また、有所見者以外の線量との有

意差も認めなかった。電離放射線健康診断

を受ける医療従事者の職業防護に対する

意識調査では、「他職種との連携・協力」

が所属機関の職業被ばく防護対策に対す

る放射線業務従事者の満足度を最も高め

たことが分かった。IVRに従事する看護師

の水晶体被ばくの背景因子分析では、時間、

距離、遮蔽の 3 つの観点から検証した結

果、施設間の看護師の水晶体被ばく線量の

違いは、時間や遮蔽ではなく、X線照射野

から看護師が滞在する位置までの距離に

よって説明できることが示された。看護師

の被ばくに影響しうる血管造影室内の作

業環境調査では、看護師の照射野からの滞

在位置の中央値は 400 床未満の病院（中小

規模病院）では 250cm、400 床以上の病院

（大規模病院）では 300cmで、大規模病院

の方が有意に遠かった。 

 

10. 防護具の評価、放射線被ばく防護に関

するアンケート調査（研究分担者：掛田） 

 各防護具において、管電圧が高くなるに

従い防護能は低下していった。厚地の防護

具では操作性にやや難があるとの意見が

あった。アンケート調査の主な結果は次の

通りである。対象 45 名中、放射線被ばく

低減に関して興味あり 38名、放射線使用

時に線量計を装着する義務があることを

知っている 41名、放射線使用時に線量計

を装着している 30名、放射線使用時に放

射線手袋を使用している 6名、放射線使用

時に放射線防護眼鏡を使用している 7名、

Over tubeと Under tubeの違いを知って

いる 5名。 

 

Ｄ．考察 

1. 放射線 MS 導入支援事業への支援（研

究代表者：喜多村） 

放射線 MS導入の促進要因、阻害要因に

関しては、自己評価ツールおよびインタビ

ューの結果から、放射線 MS 導入の促進要

因としては、病院組織のトップのコミット

メント、放射線管理者への責任と権限の委

譲、病院組織全体を巻き込み特定の職員に

のみ負荷のかからない業務分担、文書作

成・文書管理に係る経験とそれを受け入れ

やすい風土・分化、が考えられた。一方、

阻害要因としては、病院組織のトップのか

かわりが少ないこと、特定の部署や特定の

業種（多くの場合は放射線科の診療放射線

技師）のみで導入を進める（進めさせられ

る）こと、特定の職員のみの負荷が増加す

る業務分担、診療放射線技師以外の職種の

関与・協力が少ないこと、が考えられた。 

 

2. 医療機関における放射線防護マネジメ

ントシステムの導入支援ツールの開発と

取組状況を踏まえての今後の課題（研究分

担者：森） 

MS 導入における初期のハードルを低く

するため、研究班で開発したモデル文書を

含むツールと導入支援を目的とした研修
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を実施したことによって、積極的にプログ

ラムに参加した医療機関においては、適切

な放射線被ばく管理が実施され、さらに継

続的に改善が図られていることを確認し

た。しかし、規則の改正前とほとんど変わ 

らない機関も少なくない現状を考えると、

支援を前提とした取り組みに加えて、労働

基準監督署の査察や医療監査などの行政

の監督を強化することが必要と考えられ

た。 

 

3. 産業保健上の課題の整理（研究代表者：

喜多村） 

Web アンケートの集計結果から、1．病

院管理者による労働者の被ばく管理方針

の明示、2．放射線業務従事者の選定基準、

3．労働者の放射線被ばく管理組織の設置、

4．全ての放射線業務従事者の放射線測定

器の装着状況の確認、5．不均等被ばくと

なる放射線業務従事者への必要数の放射

線測定器の配布、6．労働者の放射線被ば

く管理担当者の権限とその行使、7．放射

線業務従事者の被ばく状況の把握、8．必

要な保護具の準備と使用、9．各放射線業

務従事者の被ばく線量の一元管理、が労働

衛生管理および産業保健上の課題として

抽出された。前述 9 点の課題のうち、1～

8 に関しては、放射線 MS の速やかな導入

および継続的な運営が解決策の一つと考

えられた。 

 

4. 体幹部の測定で得られた線量から眼の

水晶体等価線量を推定する手法の検討（研

究分担者：古渡） 

体幹部線量から眼の水晶体線量を評価

する場合、その比を 1.57（=0.79+2×0.39）

として推定する際に、医療従事者が確実に

防護眼鏡を装着している状況であれば、

DRFの導入を考慮して、眼の水晶体線量は

体幹部線量と同じ値と考えることができ

る。ただし、体幹部線量に対する眼の水晶

体線量の比は、 DRF（ dose reduction 

factor）同様に対数正規分布に従うことが

示唆されるものの、データ数が少なく正確

な推定は困難である。また、その他の術式・

業務については利用できるデータが限ら

れているため、当該分野における計測やシ

ミュレーションによる評価が期待される。 

 

5. Augmented Reality（AR）を利用した体

験型放射線防護教育の提案（新たな放射線

防護教育の在り方）（研究分担者：盛武） 

 模擬（AR 化）した放射線診療装置の周

囲を、iPad を持って移動し、自身の立ち

位置や遮蔽効果による線量の多寡を直接

可視化できたという体験型教育の効果が

主要因だと考えられる。教育には実地教育

（On-the-Job Training: OJT）と、座学に

よる教育（Off-the-Job Training: Off-JT）

がある。どちらも重要ではあるが、Off- JT

は通り一遍な教育が多く、習得にも限界が

ある。そこで、学習者の記憶に残りやすい

といわれている体験型教育を取り入れる

ことが有効であると推察される。 

 

6. 血管撮影室における線量管理の実際と

これから（RADIREC. Web サービス体制の

紹介）（研究分担者：盛武） 

患者の医療被ばくの推定では、蛍光ガラ

ス線量計等の放射線測定器を用いた実測

を実施して、初めてその正確性や誤差が評

価できることから、推定値の精度を担保す

るためには実測は欠かせない。この実測を

サポートする体制として、今回、国立研究
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開発法人量子科学技術研究開発機構量子

生命・医学部門放射線医学研究所において、

RADIREC. Web サービスの開設準備が整っ

た。今後の研究での活用が期待される。 

 

7. 臨床現場における医療従事者の眼の水

晶体及び手指被ばくに関する実態調査（研

究分担者：小野） 

 X 線検査時における撮影の介助に従事

する医療従事者の眼の水晶体の線量評価

及び防護方法の検討に関する研究から、CT

介助時の散乱線による水晶体被ばくを更

に低減させるためには、放射線防護眼鏡の

着用に加え放射線防護シートを活用し CT

ガントリ付近の空間線量率の低減手法に

ついて検討を行う必要があると考える。循

環器科 IVR に従事する看護師の水晶体被

ばく線量評価及び放射線防護の知識向上

に関する研究により、心臓カテーテルセン

ターに従事する看護師の眼の水晶体被ば

く線量は、防護メガネの着用により極めて

低い線量になり、これは新たな眼の水晶体

の等価線量限度を遵守できる範囲可能で

あった。チーム医療を推進していく中で、

放射線教育については、多職種と連携し、

各職種の専門性・特殊性を考慮した教育体

制の再構築と継続実施が必要であること

が示された。臨床現場における医療従事者

の眼の水晶体及び手指被ばくの実態調査

により、手指の被ばく線量が CT 患者介助

のみで皮膚の等価線量限度のおよそ三分

の一程度被ばくすることがわかり、CT 患

者介助の際において手指についても防護

手段を講じる必要があることが示された。 

 

8. 医療従事者の IVR 作業中の動線と滞留

時間を評価するための赤外線人感センサ

の性能検証（研究分担者：小野） 

赤外線人感センサを活用した医療従事

者の行動調査及び職業被ばく線量の推計

を可能とする推計システムを試作し、当該

システムは高い精度で熱源の滞在時間把

握及び線量推計が可能であることが示さ

れた。また、線量推計の精度向上のために

は、赤外線人感センサの分解能向上が鍵と

なることが示唆された。今後さらに改善し、

臨床現場に導入することで、医療従事者の

職業被ばく線量の低減に向けた業務改善

や医療従事者の放射線防護に関する教育

資料として活用できる可能性がある。 

 

9. 医療機関の放射線業務従事者の職業被

ばくに関連した実態調査（研究分担者：栗

山） 

 看護師の被ばく線量管理に注目すると、

IVR に従事する看護師の水晶体被ばく低

減には、血管造影室内の滞在位置を放射線

源から 2 m 以上離すことが最も効果的で

あることが確認された。更に、中小規模病

院の看護師は大規模病院の看護師よりも

放射線源に近い位置で作業を行っており、

防護板の設置が不十分な施設もあること

がわかり、血管造影室業務に従事する看護

師の被ばく防止対策は、特に中小規模病院

で重要と考える。 

 

10. 防護具の評価、放射線被ばく防護に関

するアンケート調査（研究分担者：掛田） 

 透視下では、その手技に合わせて放射線

防護具を選択することになるが、操作性は

選定における重要なポイントである。50～

60KV の透視下で十分な防護能を有し、安

価、かつ薄地である防護具は、低管電圧下

での作業に適していると考えられた。アン
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ケート結果からは、装着率は高いが、装着

に関しての意識は必ずしも高くなく、持続

的な啓発・研修、意識調査が必要と考えら

れた。「放射線使用時に放射線防護手袋を

使用していますか」、「放射線使用時に放射

線防護メガネを使用していますか」、につ

いては装着していない医師が多数であっ

た。この点については、手技についての詳

細な聴取を行う必要があり、個別に早急な

対応が必要と思われた。Over tube と

Under tube の違いを理解していない医師

が意外に多く、講義内容を含めた再検討が

必要と考えた。 

 

Ｅ．結論 

本研究班は、研究期間を通して放射線

MS 導入支援事業へ教育・研修資料を提供

した。これまでに 400 機関以上が支援事業

へ参加し、放射線 MS 導入に積極的もしく

は必要性を感じている医療機関への支援

ができた。労災疾病臨床研究（2018〜2020 

年度、研究代表者：欅田尚樹）で開発され

た放射線 MS（大規模医療機関を主な対象

とする完全版放射線 MS）を、人的資本が

少ない小規模医療機関でも導入しやすい

よう主目的を法令遵守に絞った簡易版放

射線 MS を開発、提供した。体幹部の測定

で得られた線量から妥当な眼の水晶体等

価線量の推定する手法として、放射線防護

上の安全係数を考慮し、保守的な眼の水晶

体線量は体幹部線量を約 1.6 倍して推定

することを提案する。放射線 MS 導入前の

医療機関における放射線被ばく管理の課

題として、病院管理者による労働者の放射

線被ばく管理方針の明示、放射線業務従事

者の選定基準、労働者の放射線被ばく管理

組織の設置等、9 の課題を明らかにした。

放射線 MS導入が進んでいる医療機関を対

象にインタビュー調査を行い、放射線 MS

導入の促進要因として、トップのリーダー

シップ、放射線管理者への責任と権限の委

譲、文書作成・文書管理に係る経験とそれ

を受け入れやすい風土・分化等が明らかに

なった。放射線被ばくに関する教育でも学

習効果を上げるには座学のみでなくアク

ティブ・ラーニング、特に体験型実習が有

用であることが示した。 

放射線 MSに関する「医療機関での教育」

に関しては、管理者に対する、法令遵守の

仕組み作りや被ばく低減対策を放射線業

務従事者に実施させる環境整備等は管理

者の役割であることの教育、放射線業務従

事者に対する、個人線量計の装着と被ばく

低減対策の実施は自らの役割であること

の教育、の二本立てで進めることが必要と

考える。必要な教育・研修資料および各機

関で教育する者への研修・教育を提供でき

る、様々な専門分野を持つ研究者によって

構成される研究班が組織されることが望

まれる。 

医師に関しては、限定されデータではあ

るが、放射線被ばくに関する啓発や研修等

の介入により個人線量計の装着率が向上

したとしても、知識や意識が必ずしも向上

したとは言えないことが示され、医学部教

育の中で放射線被ばく、放射線防護に関し

てしっかり教育する必要があると考える。 

放射線 MS導入前の医療機関における放

射線被ばく管理の課題として抽出された

項目のうち、「各放射線業務従事者の被ば

く線量の一元管理」については、放射線 MS 

の導入で解決できる課題ではないと考え

る。実現するには、本邦全体の医療機関に

おける放射線業務従事者の被ばく線量管
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理体制を再構築する必要がある。同時期に

複数機関で診療行為があったり、全国の医

療機関への異動・転職があったりする医療

従事者の被ばく線量を漏れなく適切に測

定し一元管理しておくことは、将来的に被

ばく線量を確認する必要が出てきた際を

考えると、関係者間で実現に向けて協議を

進めるべき事項と考える。 

Web アンケートの回答で 2020 年度に放

射線 MS導入支援事業に初参加し、2019年

度～2022 年度の放射線業務従事者の実効

線量分布が 3 年分以上確認できた 4 機関

について、実効線量分布の推移を確認した

が、被ばく線量が低減されたことの確認に

は至らなかった。放射線防護 MS の導入・

運営状況を含めた丁寧なインタビューお

よび現地調査を組み合わせた、更に長期間

のフォローアップが必要と考える。 

医療分野における放射線業務従事者の

適切な放射線被管理の促進が求められ、放

射線防護マネジメントシステムの更なる

普及および継続的・自律的な運用が期待さ

れる。 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」 

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書 

 

放射線 MS導入支援事業への支援 

 

研究代表者 喜多村 紘子 産業医科大学産業医実務研修センター 准教授 

研究協力者 中上晃一 産業医科大学病院 放射線科 

研究協力者 茂呂田孝一 社会医療法人財団池友会 新小文字病院 放射線科 

 

 

研究要旨 

目的：本研究班では、医療従事者の放射線防護の取組の一手段として、労働安全衛生マネジメン

トシステム（OSHMS: Occupational Safety and Health Management System）の導入を前提として

作成された、放射線防護および被ばく管理に特化したマネジメントシステム（放射線防護マネジ

メントシステム、以下「放射線 MS」という）の医療機関への導入支援に関与している。本研究班

では、放射線 MS の導入および成熟状況を確認するための自己評価ツールを開発した。本研究の目

的は、放射線 MS 導入支援事業参加後 3 年程度経過した医療機関において自己評価ツールを用い

て放射線 MS 導入状況を評価した結果から、放射線 MS 導入を促進する要因、阻害する要因を検討

し、今後の放射線 MS 導入支援の一助とすることである。 

方法：対象は、放射線 MS導入支援事業に参加し、ある程度放射線 MS 導入が進んだと自覚してい

る 6医療機関であった。各機関で、放射線 MS 導入前、放射線 MS導入後の状況を、自己評価ツー

ルを用いて評価した。その後、放射線防護に造詣の深いインタビュアー2 名が、自己評価結果を

参考にしながらオンラインでインタビューを実施し、放射線 MSの状況を準備・導入・運用の 3段

階で評価した。 

結果：6医療機関のうち、インタビュアーによる放射線 MSの状況の評価が「準備」であったのは

0機関、「導入」であったのは 1機関、「運用」であったのは 5機関であった。 

考察：自己評価ツールは、0点～9点の評価であるが、5点が「手順（基準）が確実に実行されて

いる」で、今回の場合、放射線 MSが導入され、その要求事項が確実に実行されている状態を示し

ている。全ての機関でいずれかのチェック項目では 5 点を超える点数がつけられており、評価基

準 0点～9点の意味が正確に伝わっていなかった可能性、特に 5点が、放射線 MSが導入され、そ

の要求事項が確実に実行されている状態である状態に与えられる点数であることが理解されてい

なかった可能性が考えられた。放射線 MS導入の促進要因、阻害要因に関しては、自己評価ツール

およびインタビューの結果から、放射線 MS導入の促進要因としては、病院組織のトップのコミッ

トメント、放射線管理者への責任と権限の委譲、病院組織全体を巻き込み特定の職員にのみ負荷

のかからない業務分担、文書作成・文書管理に係る経験とそれを受け入れやすい風土・分化、が

考えられた。一方、阻害要因としては、病院組織のトップのかかわりが少ないこと、特定の部署

や特定の業種（多くの場合は放射線科の診療放射線技師）のみで導入を進める（進めさせられる）

こと、特定の職員のみの負荷が増加する業務分担、診療放射線技師以外の職種の関与・協力が少

ないこと、が考えられた。 

結論：放射線 MS 導入の促進要因、阻害要因を検討した結果、放射線 MS 導入を進めるにあたり準

備可能な促進要因として、病院組織のトップのコミットメント、放射線管理者への責任と権限の

委譲、病院組織全体を巻き込み特定の職員にのみ負荷のかからない業務分担、が考えられた。医

療機関の状況はそれぞれであるため、スムーズな放射線 MS導入には、促進要因がある程度整った

状態で、組織全体として放射線 MSの導入に取り組む必要があると考える。 
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Ａ．研究目的 

 本研究班では、医療従事者の放射線防護

の取組の一手段として、労働安全衛生マネ

ジメントシステム（OSHMS: Occupational 

Safety and Health Management System）の

導入を前提として作成された、放射線防護

および被ばく管理に特化したマネジメント

システム（放射線防護マネジメントシステ

ム、以下「放射線 MS」という）の医療機関

への導入支援に関与している。放射線 MS導

入支援事業は、公益財団法人原子力安全技

術センターが厚生労働省から受託し、2020

年度より事業を実施している。本研究班で

は、放射線 MSの導入および成熟状況を確認

するための自己評価ツールを開発した。本

研究の目的は、放射線 MS導入支援事業参加

後 3 年程度経過した医療機関において自己

評価ツールを用いて放射線 MS 導入状況を

評価した結果から、放射線 MS導入を促進す

る要因、阻害する要因を検討し、今後の放射

線 MS導入支援の一助とすることである。 

 

Ｂ．研究方法 

【対象】 

対象は、放射線 MS導入支援事業に参加し、

ある程度放射線 MS 導入が進んだと自覚し

ている 6医療機関であった。 

【方法】 

各機関で、放射線 MS 導入前、放射線 MS

導入後の状況を、自己評価ツールを用いて

評価した。その後、放射線防護に造詣の深い

インタビュアー2名が、自己評価結果を参考

にしながらオンラインでインタビューを実

施し、放射線 MSの状況を準備・導入・運用

の 3 段階で評価した。自己評価ツールには

9の大項目が含まれ、それぞれ 2～3つの小

項目（チェック項目）が設定されていた。 

9の大項目は次のとおりである。 

① 経営トップの方針のもとに、放射線防

護マネジメントシステムが導入され、

放射線業務従事者に対する放射線防護

の仕組みを継続的に改善している。 

② 院内に必要な能力を備えた放射線管理

者が選任されており、組織上の位置づ

けが明確になり、放射線防護に関する

活動を円滑に遂行する上で必要な職務

権限が与えられている。 

③ 放射線業務従事者に放射線防護マネジ

メントシステムや被ばく低減方法に関

する教育訓練が実施されている。 

④ 関連法令が確実に遵守されている。 

⑤ 適切な個人被ばく線量計の装着ができ

る環境整備が行われ、個人被ばく線量

計による個人被ばく線量の評価が確実

に実施されている。 

⑥ 放射線業務従事者の各個人に存在する

放射線被ばくに対するリスクアセスメ

ントが実施されている。 

⑦ リスク低減対策が、計画的に、適切に

実施されている。（≒リスクを一定レベ

ル以下に低減するとともに、残留リス

クに対しても高い管理状況である。） 

⑧ 放射線業務従事者に対する健康診断

（電離放射線健診）が適切に実施され

ている。 

⑨ 想定事象が発生したのち、早期に的確

な措置が実施されている。（各施設で設

定した想定事象） 

 

チェック項目の評価基準は 0～9 点が与え

られており、その定義は次のとおりである。 

◼ 0点：手順（基準）が存在しない 

◼ 1点：手順（基準）はあるが、導入され

ていない 

◼ 2点：手順（基準）があり、一部導入さ

れている 

◼ 3点：手順（基準）があり、ほぼ導入さ

れているが、大きな課題がある 

◼ 4点：手順（基準）があり、ほぼ導入さ

れているが、小さな課題がある 

◼ 5点：手順（基準）が確実に実行されて

いる 

◼ 6点：手順（基準）による有効性の評価

が継続的に行われている（仕組みがあ

る） 

◼ 7点：手順（基準）が（確実かつ継続的

に実行され）、一定の成果を上げている 

◼ 8点：手順（基準）が（確実かつ継続的

に実行され）、高い成果を上げている 

◼ 9点：手順（基準）が（確実かつ継続的

に実行され）、社内外の模範となるレベ

ルにある 

 

Ｃ．研究結果 

医療機関（１）から（６）について、放射

線 MS 導入前、放射線 MS 導入後の自己評価

の点数およびインタビュアーによる評価を

示す。9つの大項目について点数をつける仕
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様であったが、医療機関によっては小項目

ごとに点数がつけられていた。 

 

医療機関（１） 

インタビュアーによる評価は「運用」 

インタビュアーによる全体所見 

◼ もともと、医療機関独自のルールがし

っかりあったこと、ISO や病院機能評

価審査への対応で整理した文書を放射

線 MSへ移行していたため、無駄なく準

備がすすめられたと推測された 

る。 

◼ 以前より管理されていたことが、放射

線 MS導入により、はっきりと見える化

されたようである。 

 放射線 MS導

入前 

放射線 MS導

入後 

① 4 5 

② 5 5 

③ 4 4 

④ 4 4 

⑤ 4 4 

⑥ 0 6 

⑦ 0 4 

⑧ 5 5 

⑨ 0 0 

 

 

医療機関（２） 

インタビュアーによる評価は「運用」 

インタビュアーによる全体所見 

◼ 放射線管理業務を見える化することが

できている。 

◼ 放射線管理業務に診療放射線技師以外

の職種（医師、看護師、事務職員）や若

手を取り込みやすくなっている。 

◼ （放射線 MS導入を担当する）部署内の

他の管理業務においても PDCA の意識

が芽生えている。 

◼ 放射線管理関連の情報を経営層及び病

院内に周知する機会が多くなっている。 

◼ 防護プロテクタや防護メガネの購入・

更新が要望しやすい環境となっている。 

◼ 個人線量計の正しい位置への装着と装

着率の向上が図られている。 

◼ 放射線業業務従事者の被ばく防護に対

する認識が向上している。 

 放射線 MS導 放射線 MS導

入前 入後 

① 1 8 

② 5 7 

③ 5 6 

④ 0 5 

⑤ 6 6 

⑥ 0 7 

⑦ 0 8 

⑧ 5 5 

⑨ 0 7 

 

 

医療機関（３） 

インタビュアーによる評価は「運用」 

インタビュアーによる全体所見 

◼ 管理体制はおおむね良好で、放射線 MS

をしっかり取り入れている。 

◼ リスクアセスメントを行うことで、医

師の放射線被ばく防護への関心・理解

が深まっている。 

◼ 個人線量計装着率を上げるための啓発

活動が実施されている。 

◼ 病院組織のトップ（病院長）の実質的

な関与が少ない。 

◼ 被ばく管理システムによる線量分析を

行い放射線 MS の効果を判定すること

が望まれる。 

 放射線 MS導

入前 

放射線 MS導

入後 

① 0 4 

② 1 4 

③ 3 4 

④ 0 3 

⑤ 3 7 

⑥ 0 6 

⑦ 0 4 

⑧ 5 5 

⑨ 5 5 

 

 

医療機関（４） 

インタビュアーによる評価は「導入」 

インタビュアーによる全体所見 

◼ 病院組織のトップ（病院長）のトップ

マネジメントは機能していない。 

◼ 放射線管理業務を行うのが実質 2 名で、

業務拡張が難しく、病院全体を巻き込

んでの活動になっていない。 
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◼ 院内での放射線 MS の教育を今後進め

る予定である。 

 放射線 MS導

入前 

放射線 MS導

入後 

① 0 1 

② 5,0,2 5,0,2 

③ 5,4,0 5,4,0 

④ 0 1,0 

⑤ 5,0,1 5,4,4 

⑥ 0 2,1,1 

⑦ 0 1,1,0 

⑧ 5 5 

⑨ 0 1 

 

 

医療機関（５） 

インタビュアーによる評価は「運用」 

インタビュアーによる全体所見 

◼ 放射線 MS導入により、各職員の放射線

防護に対する意識は高まったが、診療

放射線技師の業務負担が増加している。 

◼ リスクアセスメントの結果としてプロ

テクタ着用時の線量測定が追加され、

院内放射線被ばくが低減されている。 

◼ 個人線量計装着率が上がり、職員や患

者の医療被ばく低減のための方針、計

画が立案できている。 

◼ 放射線被ばく低減の取り組みの意識変

化と放射線被ばくの正しい知識を得る

ことで、看護職の放射線に対する不安

が少なくなっている。 

 放射線 MS導入

前 

放射線 MS導

入後 

① 2,2,0 7 

② 3,0,3 7 

③ 3 7 

④ 3 7 

⑤ 5,0,5 7 

⑥ 2 7 

⑦ 2 7 

⑧ 4,4,5 7 

⑨ 2,2,3 5 

 

 

医療機関（６） 

インタビュアーによる評価は「運用」 

インタビュアーによる全体所見 

◼ 自施設に合った管理体制の構築がすす

められている。 

◼ 放射線 MS導入によって、確実な線量管

理が履行されている。 

◼ 放射線管理が組織全体で進められてお

り、関連する業務の分担が良好である。 

 放射線 MS導

入前 

放射線 MS導

入後 

① 0 5 

② 2 5 

③ 2 4 

④ 2 5 

⑤ 3 6 

⑥ 0 7 

⑦ 2 6 

⑧ 4 7 

⑨ 2 5 

 

Ｄ．考察 

自己評価ツールの評価 

 自己評価ツールは、グローバルに事業を

行う企業において各拠点の労働安全衛生マ

ネジメントシステムの導入・成熟評価する

ための指標（グローバル労働安全衛生マネ

ジメント指標 1）を参考にして作成した。グ

ローバル労働安全衛生マネジメント指標自

体は、直接対面してディスカッションしな

がら、被評価者と評価者の認識をすり合わ

せて使用することが想定されているもので

ある。参考文献 1 の共著者である森の経験

では、被評価者は評価基準 0 点～9 点の理

解が乏しい場合、高い点数をつけ易く、ディ

スカッションの中で評価基準の認識が改ま

り、チェック項目の要求事項にどの程度応

えられているかを再確認することで、当初

よりも低い点数に納得することが多いよう

である。 

0点～9点の評価であるが、5点が「手順

（基準）が確実に実行されている」で、今回

の場合、放射線 MSが導入され、その要求事

項が確実に実行されている状態を示してい

る。放射線 MS導入開始から数年の段階では、

5 点まで到達する大項目はあまりないと予

想していた。予想に反し、放射線 MS導入前

から 5 点を超える点数がついている医療機

関もあり、放射線 MS導入後では 5点を超え

る点数が大半であった。評価基準 0点～9点

の意味が正確に伝わっていなかった可能性、

特に 5点が、放射線 MSが導入され、その要
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求事項が確実に実行されている状態である

状態に与えられる点数であることが理解さ

れていなかった可能性が考えられた。 

 

各医療機関による評価 

 今回の 6 医療機関では、全ての機関で放

射線 MS導入前、導入後では、自己評価の点

数が上昇していた。①は、病院組織のトップ

（病院長）によるトップマネジメントが機

能していると自覚している機関では、点数

が上昇していた。②は、放射線管理に係る体

制が確立されたり、放射線管理者が責任と

権限を委譲されていたりする場合には、点

数が上昇していた。③は、放射線 MSに関す

る教育が既に実施できている機関、イント

ラネットの整備等学習環境が整っている機

関で点数が高い傾向にあった。インタビュ

ー記録から、医療法施行規則や RI法に関連

する教育とは重なる部分もあるが対象が完

全には一致しないことが、教育の準備を煩

雑にしていると推測された。④は、各機関、

法令遵守されているものの、遵守している

法令のリスト化や、確実に法令遵守できて

いる事の確認方法、新たに遵守しなければ

ならない法令が発出された際の対応方法ま

でを放射線 MS に落とし込むことができて

おらず、自己評価点が 5 点未満の機関が多

い傾向にあった。⑤は、放射線 MS導入に伴

い、チェックリストを作成したり、線量を放

射線管理に係る委員会を経由して院長へ報

告するルートを確立したりした機関では点

数が上昇していた。⑥は、放射線 MS導入の

はじめの一歩としてリスクアセスメントの

実施が行われており、以前はほぼされてい

ない事であったため、全機関で点数が上昇

した。ただし、その上昇幅は機関により異な

った。評価基準に対する理解および自機関

で実施しているリスクアセスメントの有効

性の実感が影響していると考えられた。⑦

は、リスクアセスメントの結果、リスク低減

対策として何をするとよいか明確になった

と自覚している機関、改善計画を作成して

運用している機関、PDCAサイクルを回せて

いると自覚している機関等では、点数が上

昇していた。一方、一旦、リスクアセスメン

トを行いリスク低減対策の実行を試みたが、

継続できず止まってしまった機関では点数

はあまり変化がなかった。⑧は、電離放射線

健康診断自体は放射線 MS 導入以前から適

切に実施しており、特別変えたことのない

機関では、5点で変化がなかった。点数の上

がった機関では、健診時期の統一や病院組

織全体や産業医を巻き込んでの健診～事後

措置までの流れが定められていた。⑨は、危

機管理に関連して想定事象を明確にするこ

とが必要であったが、「何」に対する危機管

理かの認識が医療機関により異なり、評価

もばらばらとなった。労働者の放射線被ば

くに係る危機（原因はさまざまであれ、結果

として高線量被ばくが起きてしまう事象）

ではなく、RIの盗難や紛失、RIをこぼすと

いった事象や災害が想定された機関があっ

た。チェック項目が抽象的で判断できなか

ったといった意見も聞かれていた。今後も

この自己評価ツールを使用するのであれば、

チェック項目の明確化が必要と考えらえた。 

 

放射線 MS導入の促進要因、阻害要因 

 自己評価ツールおよびインタビューの結

果から、放射線 MS導入の促進要因としては、

病院組織のトップのコミットメント、放射

線管理者への責任と権限の委譲、病院組織

全体を巻き込み特定の職員にのみ負荷のか

からない業務分担、文書作成・文書管理に係

る経験とそれを受け入れやすい風土・分化、

が考えられた。一方、阻害要因としては、病

院組織のトップのかかわりが少ないこと、

特定の部署や特定の業種（多くの場合は放

射線科の診療放射線技師）のみで導入を進

める（進めさせられる）こと、特定の職員の

みの負荷が増加する業務分担、診療放射線

技師以外の職種の関与・協力が少ないこと、

が考えられた。 

 厚生労働省から「労働安全衛生マネジメ

ントシステムに関する指針（OSHMS 指針）」

（1999年労働省告示第 53号、2006年改正）

が示され、一般の労働現場で労働安全衛生

マネジメントシステムの導入がすすめられ

ていた頃、産業医として選任されていた事

業場で「OSHMSの担当者になると、仕事量が

増えてとても大変である。」「たくさん文書

を作ってファイリングしないといけないが、

日中は通常業務があるので時間外労働して

文書を作っている。」「事業場の皆に、細かい

ことを言わないといけないので煙たがられ

て、辛い。」「あんなに苦労して作った大量の

ファイルは、今は飾ってあるようなもの。」

と言った現場担当者の声を聴くことがあっ
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た。事業場全体での OSHMS の必要性の共有

がなく、トップの明確な方針表明がなく、担

当者だけの負担が増えるような導入では、

せっかくそろえた文書が単なる「文字が印

字された紙」になり、マネジメントシステム

ではなくなり、形骸化してしまう。そうなれ

ば、問題点を見つけ出し、改善を実行し、再

度評価して次への計画を立てる、PDCAを回

して組織をスパイラルアップさせることは

無理であろう。放射線 MSの導入においても

同様の事態は起きることは想定される。特

に、今回挙げた阻害要因が重なっている医

療機関では放射線 MS の導入自体がスムー

ズに進まない恐れや、担当者のみが負担を

感じながらも取り組み放射線 MS の導入は

いったん進んだように見えつつ停滞する恐

れがある。促進要因と考えられる、病院組織

のトップのコミットメント、放射線管理者

への責任と権限の委譲、病院組織全体を巻

き込み特定の職員にのみ負荷のかからない

業務分担等がある程度整うまでは待ち、も

しくは整った状態となるように病院組織ト

ップ等に働きかけ、促進要因がある程度整

ってから、組織全体として放射線 MSの導入

に取り組む、という一見時間がかかる決断

が必要な場合もあると考える。 

 

Ｅ．結論 

本研究班で開発した放射線 MS の導入お

よび成熟状況を確認するための自己評価ツ

ールを用いて、放射線 MS導入支援事業参加

後 3 年程度経過した医療機関において放射

線 MS導入状況を評価した結果から、放射線

MS 導入の促進要因、阻害要因を検討した。

病院組織のトップのコミットメント、放射

線管理者への責任と権限の委譲、病院組織

全体を巻き込み特定の職員にのみ負荷のか

からない業務分担、文書作成・文書管理に係

る経験とそれを受け入れやすい風土・分化、

が放射線 MS 導入の促進要因と考えられた。

一方、病院組織のトップのかかわりが少な

いこと、特定の部署や特定の業種のみで導

入を進めること、特定の職員のみの負荷が

増加する業務分担、診療放射線技師以外の

職種の関与・協力が少ないこと、が放射線

MS導入の阻害要因と考えられた。医療機関

の状況はそれぞれであるため、スムーズな

放射線 MS導入には、促進要因がある程度整

った状態で、組織全体として放射線 MSの導

入に取り組む必要があると考える。 
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実装研究のための総合フレームワーク-CFIR-に準拠したインタビューガイド 

 

Ⅰ 介入の特性 

Ⅰ-A 介入の出処 

１：放射線防護 MSを開発したのは誰ですか？ 

２：貴院で放射線防護 MSが実装されているのはなぜですか？ 

➢ 放射線防護 MSの実装を決定したのは誰ですか？ 

➢ 放射線防護 MSの実装の意思決定はどのように行われましたか？ 

 

Ⅰ-B エビデンスの強さと質 

１：貴院で放射線防護 MSの成否をわけるものとして、どのような情報やエビデンスがあると認識しています

か？ 

➢ ご自身の専門領域ではどのようなエビデンスがあることを知っていますか？診療ガイドライン？既刊文

献？同僚の経験談？他の機関での経験？ 

➢ その知識が、放射線防護ＭＳに対するあなたの認識にどのように影響していますか？ 

２：影響力のあるステークホルダーは、放射線防護 MS をどのように考えていますか？ 

➢ 管理職等のリーダーや評判の高い臨床医は、放射線防護 MSをどのように考えていますか？ 

３：スタッフを参画させるためには、放射線防護 MSの有効性の裏付けとなるエビデンスや証拠として、どの

ようなものが必要ですか？ 

➢ 同僚からの話？管理職などのリーダーからの話？ 

 

Ⅰ-C 相対的優位性 

１：放射線防護 MSは、貴院に既に存在する同様のプログラムに比べてどうですか？ 

➢ 既存のプログラムに比べ、放射線防護 MSにはどのようなメリットがありますか？ 

➢ 既存のプログラムに比べ、放射線防護 MSにはどのようなデメリットがありますか？ 

２：過去に検討された他の代替案や、あなたが知っている他の代替案と比べて、放射線防護 MSはどうですか？ 

➢ 他のプログラムに比べ、放射線防護 MSはどのようなメリットがありますか？ 

➢ 他のプログラムに比べ、放射線防護 MSはどのようなデメリットがありますか？ 

３：放射線防護 MSよりも実装しやすい他の代替案はありますか？ 

➢ 他の代替案について説明してください。 

➢ 他の代替案が好まれるのはなぜですか？ 

 

Ⅰ-D 適応性 

１：貴院で、放射線防護 MS を効果的に機能させるためには、放射線防護 MS に対してどのような変更や修正

を行う必要があると思いますか？ 

➢ こうした変更をあなたは実施できると思いますか？それはなぜですか？ 

２：貴院で放射線防護 MS をうまく機能させるために、放射線防護 MS の変更が必要であると決定する人物は

誰ですか？または、決定するプロセスはどのようなものですか？ 

➢ 変更を実施することの適否はどのように判断しますか？ 

３：修正すべきではない放射線防護 MS の構成要素はありますか？ 

➢ 修正すべきではない要素はどれですか？ 

 

－27－



Ⅰ-E 試験可能性 

１：全面的な実装に先立ち、放射線防護 MSを事前テストしますか？ 

➢ はいの場合、放射線防護 MSの事前テストに関するあなたの計画について説明してください 

➢ はいの場合、どのような介入になりますか？ 

２：放射線防護 MSを広く利用可能にする前に、事前テストできると思いますか？ 

➢ それはなぜですか？ 

➢ それは役に立ちますか？ 

 

Ⅰ-F 複雑性 

１：放射線防護 MSはどのくらい複雑ですか？ 

➢ 放射線防護 MSの次の側面について考えてください。期間、範囲、関係するステップの複雑さと数、放射

線防護 MSが過去の実践の方法から明らかに逸脱しているか否か。 

 

Ⅰ-G デザインの質とパッケージング 

１：実装に向けた、放射線防護 MSの支援資材やパッケージング、まとまりの良さについて、あなたの認識は

どのようなものですか？ 

➢ それはなぜですか？ 

２：オンラインの資源やマーケティング資材、ツールキットなど、放射線防護 MSの実装・実施に役立つもの

として、どのようなサポートが利用可能ですか？ 

➢ こうした資材にどのようにアクセスしますか？ 

３：利用可能な資材は、貴院での実装にどのように影響しますか？ 

 

Ⅰ-H 費用 

１：放射線防護 MSの実装には、どのような費用が発生しますか？ 

２：放射線防護 MSの実装を決定する際に、どのような費用を検討しましたか？ 
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Ⅱ 外的セッティング 

Ⅱ-A 患者（組織のサービス対象者）のニーズと資源 

１：サービス対象者のニーズや意向について、スタッフはどの程度認識していますか？ 

➢ スタッフとリーダーは、サービス対象者と、どのように「接触」を図っていますか？ 

２：放射線防護 MSの実装を決定する際に、サービス対象者のニーズや意向がどの程度考慮されましたか？ 

➢ 具体例を挙げて説明してください。 

➢ 彼らのニーズや意向を満たすために放射線防護 MSを修正しますか？ 

３：放射線防護 MSはサービス対象者のニーズをどのくらい満たすと思いますか？ 

➢ 放射線防護 MSではどのような方法でニーズを満たしますか？例えば、サービスへのアクセス改善、待ち

時間の短縮、自己管理の支援、移動時間の短縮と旅費の削減。 

４：サービス対象者は放射線防護 MSに対してどのように反応すると思いますか？ 

５：放射線防護 MSへの参加にあたり、サービス対象者はどのような阻害要因に直面しますか？ 

６：放射線防護 MSの経験に関して、参加者から情報を聞き出したことがありますか？ 

➢ 放射線防護 MSに対する彼らの認識はどのようなものですか？ 

➢ 具体的にどのような情報について聞いたことがあるか説明してください。 

７：放射線防護 MS参加者の経験について話を聞いたことがありますか？ 

➢ 具体的な話を挙げて、説明してください。 

 

Ⅱ-B コスモポリタニズム 

１：あなたは、貴院の外で、同様の職業または役職についている同僚やその他の人々と、どの程度ネットワー

クがありますか？ 

➢ それはどのような場で行いますか？ 

２：放射線防護 MSに関することや、あなたの職業に関するより一般的な内容について、貴院以外の外部の人

とどのような情報交換をしていますか？ 

➢ どのような職業上のネットワークに参加していますか？メーリングリスト？地方や国の会議？研修の

場？ 

３：あなたの組織では、貴院の外部の同僚とネットワークを結ぶことが、どの程度奨励されていますか？ 

➢ 地方または国の会議に出席することができますか？その他の場はどうですか？ 

 

Ⅱ-C 同業者からの圧力 

１：放射線防護 MSまたは同様のプログラムを実装している他の組織について、知っていることを教えてくだ

さい。 

➢ そのことが放射線防護 MS実装の意思決定に、どのように影響を与えていますか？ 

２：他の組織は、放射線防護 MSをどの程度実装する予定ですか？ 

➢ それは貴院における放射線防護 MS実装の支援にどのように影響しますか？ 

３：あなたの組織内の他のユニットは、放射線防護 MS をどの程度実装する予定ですか？ 

➢ それはご自身がいる組織における放射線防護 MS実装の支援にどのように影響していいますか？ 

４：放射線防護 MSの実装は、同分野の他の組織に比べてあなたの組織にどの程度優位性をもたらしますか？ 

➢ 競走上の優位性はありますか？ 

➢ 放射線防護 MSについて、同分野の他の組織ではなく、あなたの組織により多くの人材を呼び込む要素が

ありますか？ 
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Ⅱ-D 外的な施策やインセンティブ 

１：どのようなレベル（市町村、県または国）の成果指標や施策、規制、ガイドラインが、放射線防護 MS 実

装の意思決定に影響を与えましたか？ 

➢ 放射線防護 MSはあなたの組織がこうした指標や施策、規制、ガイドラインを満たす能力にどのように影

響するでしょうか？ 

２：どのような経済的または他のインセンティブが、放射線防護 MS実装の意思決定に影響を与えましたか？ 

➢ 放射線防護 MSは、あなたの組織がこうしたインセンティブを受け取る能力にどのように影響しますか？ 

➢ 放射線防護 MSは、あなたの組織の支払いや収益にどのように影響しますか？ 
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Ⅲ 内的セッティング 

Ⅲ-A 構造特性 

１：放射線防護 MSの実装に、あなたの組織のインフラ（社会構造、年数、成熟度、規模または物理的なレイ

アウト）がどのように影響しますか？ 

➢ インフラによって、放射線防護 MSの実装がどのように促進または妨害されますか？ 

➢ 構造上の課題にどのように取り組みますか？ 

２：放射線防護 MSに対応するため、どのような構造上の変更が必要ですか？ 

➢ 業務の範囲の変更？正式な方針の変更？情報システムまたは電子記録システムの変更？その他？ 

➢ どのような承認が必要ですか？誰を関与させる必要がありますか？ 

➢ こうした変更を行うために必要なプロセスについて説明してください。 

 

Ⅲ-B ネットワークとコミュニケーション 

１：同僚と仕事上の関係について説明してください。 

➢ あなたのユニットの同僚とは？ 

➢ 他のユニットの同僚とは？ 

➢ 問題を解決するため、または過去の代替案や放射線防護 MSを実装するため、他の人との協働に要した時

間について教えてください。 

２：仕事以外で同僚と集まることが、どの程度ありますか？ 

➢ 仕事のことを話すためですか？ 

➢ 単に一緒に楽しむためですか？ 

３：チームの仲間と（公式または非公式に）会うことがありますか？ 

➢ チームのメンバーは？ 

➢ どのくらいの頻度で会いますか？公式に？非公式に？ 

４：リーダーとの仕事上の関係について説明してください。 

➢ あなたの上司とは？他の同僚の上司とは？ 

５：影響力のあるステークホルダーとの仕事上の関係について説明してください。 

６：スタッフミーティングなどのミーティングは定期的に開かれますか？ 

➢ あなたは通常出席しますか？ 

➢ 誰が通常出席しますか？ 

➢ 通常出席するスタッフの割合は？ 

➢ どのくらいの頻度でミーティングは開かれますか？ 

➢ 通常の議題は？こうしたミーティングはどのくらい役に立ちますか？ 

７：組織の新しい取り組みや業績、課題、新規スタッフ、スタッフの離職などの新しい情報について、通常あ

なたはどのように知りますか？ 

８：何かを行ったり問題を解決したりする必要があるときに、あなたが「頼りにする」人は誰ですか？ 

➢ 最近の一例を挙げて、説明してください。 

 

Ⅲ-C 文化 

１：あなたの所属する組織、つまり貴院あるいはあなたのユニットの文化について、どのように説明します

か？ 

➢ ご自身のユニットの文化は、組織全体の文化とは異なると感じますか？どのような点で？ 

２：あなたの組織の文化（人々が抱いている一般的な信念、価値観、前提）が、介入の実装にどのように影響
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すると思いますか？ 

➢ そのことがよくわかる一例を挙げて説明してください。 

３：あなたの組織では、改善を目的にした新しいアイデアがどの程度受け入れられ、採用されますか？ 

➢ 最近の一例を挙げて説明してください。 

４：組織の文化の特徴は、以下の 4つの一般的なタイプに分類されることがあります。あなたの文化には、次

のような特徴がどの程度ありますか？ 

◼ チーム文化（家族文化）（柔軟、内部重視）：リーダーがメンターやファシリテーター、チームビルダーの

ように行動する友好的な職場。長期的な発展と協働に価値が置かれる。 

◼ 階層的文化（官僚文化）（管理、内部重視）：リーダーがコーディネーター、モニター（監視者）、オーガ

ナイザーのように行動する組織化・様式化された職場。漸進的な変化や物事を正しく進めることに価値が

置かれる。 

◼ 起業家的文化（イノベーション文化）（柔軟、外部重視）：介入を促すリーダーがいる活動的な職場。ブレ

イクスルーや先鞭をつけることに価値が置かれる。 

◼ 合理的文化（マーケット文化）（管理、外部重視）：厳しい要求を突きつける hard drivers、生産的であ

る producers、または競争を好む competitors のようなリーダーがいる競争的な職場。短期的な実績や、

スピード感に価値が置かれる。 

 

Ⅲ-D 実装風土 

１：あなたの組織の放射線防護 MS実装に対する受容性のレベルは、全般的にどのくらいですか？ 

➢ それはなぜですか？ 

 

Ⅲ-D-1 変化への切迫感 

１：放射線防護 MSに対する強いニーズがありますか？ 

➢ それはなぜですか？ 

➢ 他の人は放射線防護 MSが必要だと考えていますか？ 

２：サービス対象者のニーズやそれ以外の組織目標・目的を満たすために、放射線防護 MSがどのくらい不可

欠ですか？ 

３：放射線防護 MSの導入にあたり、利用できる現在のプログラム・実践の方法・プロセスについて、人々は

どのように感じていますか？ 

➢ 現在のプログラムは、既存のニーズをどの程度満たしていないですか？放射線防護 MSによって、これら

のニーズは満たせますか？ 

➢ 放射線防護 MSによって、どのように現在のギャップを埋めますか？ 

 

Ⅲ-D-2 適合性 

１：放射線防護 MSは、あなたの価値観や規範、また組織内の価値観や規範にどのくらい合致していますか？ 

➢ サービス対象者とのやり取りについての価値観はどのような物か？協働意思決定 shared-decision 

making か、より指示的なものか？ 

➢ 外部の業者のプログラムに委ねる価値観か、内部スタッフがサービスを提供する価値観か？ 

２：放射線防護 MSは、あなたの組織の既存の業務プロセスや実践の方法にどのくらい合致していますか？ 

➢ 発生する可能性が高い課題や困難は、どのようなものですか？ 

３：放射線防護 MSを現在のプロセスにどのように統合するか説明してください。 

➢ 現在のプログラムやプロセスと、どのような相互作用があるでしょうか？または対立しますか？ 
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４：放射線防護 MSは現在のプログラムやプロセスを置換または補完するものですか？ 

➢ どのような点で？ 

 

Ⅲ-D-3 相対的優先度 

１：貴院では、どのような優先度の高い取り組みや活動がすでに行われていますか？ 

➢ 現在行われている他の取り組みと比較して、放射線防護 MS実装の優先度はどのくらいですか？ 

➢ 実装は他の優先事項と対立しますか？ 

➢ 実装は他の優先事項を達成（あるいは関連するプレッシャーを緩和）するのに役立ちますか？ 

２：あなたにとって（組織にとって）最も優先度の高い（高いと思われる）活動または取り組みについて説明

してください。 

➢ それを達成するために、どのようなプレッシャーを感じていますか？添えはどこから来るものですか？

それはなぜですか？ 

３：現在進行中で優先度の高い他の取り組みより、実装の優先度が下になる可能性はどの程度ですか？ 

➢ 他の優先事項に比べ、放射線防護 MSの実装はどのくらい重要だと思いますか？ 

➢ 他の優先事項に比べ、放射線防護 MSの実装はあなたの同僚やリーダーなど他の人にとってどのくらい重

要ですか？ 

４：ご自身の仕事では、競合する優先事項をどのように調整しますか？こうした優先事項をあなたの同僚は

どのように調整しますか？ 

➢ 他にどんな優先事項がありますか？ 

➢ あなたの組織において、放射線防護 MS実装の優先度は他の優先事項に比べてどうですか？ご自身の仕事

については？ 

Ⅲ-D-4 組織のインセンティブや報奨 

１：放射線防護 MS実装の確実な成功を後押しするインセンティブには、どのようなものがありますか？ 

➢ あなたが実装の確実な成功に貢献したいと思うモチベーションは何ですか？ 

２：あなたの上司は、この実装におけるあなたの役割を（次回の）評価でどの程度考慮すると思いますか？上

司の評価と関係するあなたの仕事または役割は？ 

３：放射線防護 MSの実装に関して計画されている特別な表彰や褒賞はありますか？ 

それらを説明してください。 

➢ それらはグループ・チーム・ユニットまたは個人を対象とするものですか？ 

 

Ⅲ-D-5 目標とフィードバック 

１：あなた・あなたのユニット・あなたの組織は、放射線防護 MSの実装に関する目標を設定したことがあり

ますか？ 

➢ はいの場合、どのような目標ですか？ 

２：あなたの組織・ユニットは、現在のプログラム・取り組みに対する目標をどの程度設定していますか？ 

➢ 目標は組織の中でどのように伝えられていますか？誰に伝えられていますか？ 

➢ 目標の一例を挙げてください。誰にどのように伝えられていますか？ 

➢ 物事の進行状況に応じて変更が行われますか？一例を挙げてください。 

３：組織目標の進捗はどの程度モニタリングされますか？ 

➢ 情報の種類や誰に通知されるか、方法などの点で、モニタリングの一例を挙げてください。 

４：あなたの仕事についてのフィードバック報告を受けていますか？ 

➢ それはどのようなものですか？内容、様式、構成は？ 
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➢ そうした報告はどのくらい役に立ちますか？ 

➢ その報告はどのくらいの頻度で受けていますか？どこから来るものですか？ 

➢ その報告を設計したのは誰ですか？ 

５：放射線防護 MSの実装は、その他の放射線防護に関する組織目標とどのように一致していますか？ 

 

Ⅲ-D-6 学習風土 

１：最近の質の改善の取り組みまたは新規プログラムの実装について説明してください。 

➢ その新しい取り組みやプログラムと、それを改善・実装するモチベーションについて説明してください。 

➢ これまでの重要なマイルストーンや主要な業績について教えてください。 

➢ 成功・失敗の背景にはどんな要因がありますか？ 

➢ 主要な「プレイヤー」は誰でしたか？ 

➢ あなたはどのように関与しましたか？ 

➢ アウトカムや取り組みに人々は満足しましたか？ 

➢ リーダーがどのように関与したか教えてください。誰が？どんな役割で？どのように貢献しましたか？

または妨害しましたか？ 

２：貴院に問題があると思われる場合、あなたは何をしますか？ 

➢ あなたが最近解決した問題、または参加した取り組みについて話を聞かせてください。 

３：業務プロセスを改善するため、新しいことにどの程度挑戦できると感じますか？ 

➢ 物事を改善する方法について考える時間とエネルギーがあると感じますか？ 

➢ 上司はあなたが果たした役割を評価・尊重していると感じましたか？ 

➢ 上司（またはリーダー）はどんな役割を果たしましたか？どんな行動をとりましたか？ 

Ⅲ-E 実装の準備性 

Ⅲ-E-1 リーダーシップ・エンゲージメント 

１：リーダーからの承認やサポートを、どの程度見たり、聞いたりしたことがありますか？ 

➢ リーダーは誰ですか？これまで、それが物事にどのように影響してきましたか？今後は？ 

２：あなたの組織のリーダーは、これまで放射線防護 MSにどのくらいのレベルで関与してきましたか？ 

➢ 彼らは放射線防護 MS実装の意図を知っていますか？ 

➢ リーダーは誰ですか？各リーダーの態度はどのように異なりますか？ 

➢ 彼らはどのようなサポートをしてくれましたか？具体的な例を挙げてください。 

３：実装を成功させるために、どのようなサポートや行動を、あなたの組織のリーダーに期待できますか？ 

➢ リーダーは誰ですか？各リーダーの態度はどのように異なりますか？ 

➢ 彼らは放射線防護 MS実装の意図を知っていますか？ 

➢ 今後どのようなサポートを期待できますか？具体的な例を挙げてください。 

➢ どのような種類の阻害要因を生む可能性がありますか？ 

 

Ⅲ-E-2 利用可能な資源 

運営資金、投資資金、職員の時間（新規スタッフの採用、実装が副次的な義務等）、空間、設備、情報技術 

１：放射線防護 MSの実装と管理に十分な資源があると思いますか？ 

➢ はいの場合、あなたはどの資源を当てにしていますか？あなたが受け取った、または受け取りたかった資

源が他にありますか？ 

➢ 調達しやすい資源はどれですか？ 

➢ いいえの場合、利用できないのはどの資源ですか？ 
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２：必要な資源をどのように調達するつもりですか？ 

➢ あなたが必要なものを入手するのに関わるのは誰ですか？ 

➢ どのような課題に直面すると思いますか？ 

 

Ⅲ-E-3 知識や情報へのアクセス 

１：あなたにはどのような研修が予定されていますか？同僚には？ 

➢ あなたに期待される役割と責任の遂行に、その研修が役立つと感じますか？説明してください。 

➢ 予定されている計画的な研修の良い側面は何ですか？ 

➢ 足りないものは何ですか？ 

➢ どのような継続的な研修が予定されていますか？ 

２：放射線防護 MSに関して、どのような情報や資料をすでに利用できますか？ 

➢ 資料のコピー？ 

➢ 個人の連絡先？ 

➢ スタッフミーティングなどの内部情報の共有？ 

➢ それはタイムリーでしたか？関連があるものでしたか？十分でしたか？ 

３：放射線防護 MSやその実装について質問がある場合は、誰に尋ねますか？ 

➢ こうした個人はどのくらい応じてくれますか？ 

４：貴院では、放射線防護 MSに関して、どのような情報や資料を個人に提供する予定ですか？ 

➢ 資料のコピー？ 

➢ 個人の連絡先？ 

➢ スタッフミーティングなどの内部情報の共有？ 

➢ それはタイムリーですか？関連があるものですか？十分でしたか？ 
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Ⅳ 個人特性 

Ⅳ-A 放射線防護 MSについての知識や信念 

１：放射線防護 MSやその実装についてどのようなことを知っていますか？ 

２：貴院で放射線防護 MSは効果的だと思いますか？ 

➢ それはなぜですか？ 

３：貴院で放射線防護 MSが実施されることについてどのように感じますか？ 

➢ 貴院で放射線防護 MSを実装する計画についてどのように感じますか？ 

➢ 期待感がありますか？ストレスを感じていますか？熱中していますか？それはなぜですか？ 

４：あなたの組織で放射線防護 MSは実装のどの段階にありますか？ 

➢ プログラムはどのように進行すると思いますか？ 

➢ そう思われるのはなぜですか？ 

 

Ⅳ-B 自己効力感 

１：あなたには放射線防護 MSをうまく実装できる自信がどのくらいありますか？ 

➢ その自信（または自信の欠如）の理由は何ですか？ 

２：あなたには放射線防護 MSを実施できる自信がどのくらいありますか？ 

➢ その自信（または自信の欠如）の理由は何ですか？ 

３：同僚は放射線防護 MSの実装にどのくらい自信を感じていると思いますか？ 

➢ その自信（または自信の欠如）の理由は何ですか？ 

４：同僚は放射線防護 MSの実施にどのくらい自信を感じていると思いますか？ 

➢ その自信（または自信の欠如）の理由は何ですか？ 

Ⅳ-C 個人の行動変容のステージ 

１：あなたは放射線防護 MS実施の準備がどのくらいできていますか？ 

◼ 知識段階（無関心期）放射線防護 MSの主要な側面に関する知識 

◼ 説得段階（関心期）放射線防護 MSを好み、他の人と話し合い、賛成し、前向きな見方をする 

◼ 意思決定段階（準備期）追加情報を探して試みようとする 

◼ 実装段階（実行期）追加情報を入手し、定期的に放射線防護 MSを実施し、継続している 

◼ 確認段階（維持期）メリットを認識し、日常業務に放射線防護 MSを統合済みで、他の人に実施を促す 
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Ⅴ プロセス 

Ⅴ-A 計画 

１：放射線防護 MS実装の計画を整理するために、あなたは何をしましたか？ 

２：放射線防護 MS実装の計画について説明してくださいますか？ 

➢ 計画はどのくらい詳細ですか？誰が知っていますか？計画は複雑すぎますか？理解できますか？現実的

かつ実現可能ですか？ 

➢ 計画プロセスにおけるあなたの役割は何ですか？ 

➢ 計画プロセスに誰が関与していますか？彼らの役割は何ですか？ 

➢ 計画プロセスに適切な人が関与していますか？どのくらい積極的に関与していますか？ 

➢ 計画に基づき実装の進捗を追跡する予定ですか？ 

➢ 阻害要因や、誤り、間違いのため、計画を修正または改訂しなければならない場合、どうしますか？ 

３：あなたの実装の計画は、実装期間中にどのような役割を果たしましたか？ 

➢ 放射線防護 MS実装のガイドとして使用しましたか？ 

➢ 計画を実際の進捗との比較に使用しましたか？ 

➢ 計画の改訂または改良はありましたか？ 

➢ 他のステークホルダーと、計画を共有またはレビューしましたか？どのくらい定期的に？ 

 

Ⅴ-B エンゲージング 

Ⅴ-B-1 オピニオンリーダー 

１：この実装に参画している影響力のあるキーパーソンは誰ですか？ 

２：影響力のあるキーパーソンは、放射線防護 MSについてどのように述べていますか？ 

➢ 影響力のあるキーパーソンとは誰ですか？ 

➢ 彼らは他の人の放射線防護 MS実施にどの程度影響を与えますか？実装を成功させますか？ 

 

Ⅴ-B-2 公式に任命された内部の実装リーダー 

１：あなたの組織は放射線防護 MSの実装にどのように関与しましたか？ 

➢ 放射線防護 MSへの参加の意思決定はどのようになされましたか？ 

➢ 意思決定のプロセスには誰が参加しましたか？ 

➢ あなたはこのプロセスに関与しましたか？ 

２：放射線防護 MSの実装を先導するのは誰ですか？ 

➢ その人物は、この役割をどのように始めましたか？任命ですか？自発的にですか？自発的にやることを

強制されてですか？ 

➢ その人物には、この実装を先導する上で、効果的なリーダーとして、どのような特性や資質があります

か？その人物には、どのような特性や資質が不足していますか？ 

➢ その人物には、放射線防護 MS実装に必要なことを行うための十分な権限がありますか？ 

３：他に誰が実装を先導することに関与していますか？ 

 

Ⅴ-B-3 チャンピオン 

１：公式な実装リーダー以外に（期待をはるかに上回る）チャンピオンとなる可能性の高い人々があなたの組

織にいますか？ 

➢ 彼らはその役職に公式に任命されましたか？それとも、非公式の役割でしたか？ 

➢ そうしたチャンピオンは、あなたの組織でどのような役職に就いていますか？ 
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➢ 彼らはどのように実装に貢献すると思いますか？放射線防護 MS実施を人々に促しますか？ 

２：そのチャンピオン・個人に対する人々の認識について説明してください。 

➢ あなたはチャンピオンの意見や行動をどの程度尊重していますか？ 

３：その個人・チャンピオンはどのような行動を示すと思いますか？ 

➢ 例えば、シニアリーダーを参画させたり、問題解決を支援したりするでしょうか？あるいは、もう少し小

さな役割でしょうか？ 

 

Ⅴ-B-4 外部のチェンジ・エージェント 

１：あなたの組織外の人（またはチーム）は放射線防護 MSの実装を支援しますか？ 

➢ その人物・グループについて説明してください。 

➢ 彼らはどのように関与しましたか？ 

➢ 彼らの役割は何ですか？ 

➢ 彼らはどのような活動をしますか？ 

➢ 彼・彼女・彼らはどのくらい貢献すると思いますか？どのような点で？ 

 

Ⅴ-B-5 主要なステークホルダー 

１：人々を放射線防護 MS実施に献身的に取り組んでもらうため、どのようなステップを踏みましたか？ 

➢ どの個人を対象としますか？ 

➢ 彼らにどのようなアプローチをしますか？ 

➢ 彼らにどんな情報を与えますか？ 

➢ どのくらいの頻度で、どのように彼らとコミュニケーションをとりますか？ 

２：放射線防護 MSに関する情報を周知するためのあなたのコミュニケーション戦略、または教育戦略はどの

ようなものですか？ 

➢ どのような資料・手段・会場を使用する予定ですか？例えば、電子掲示板、電子メール、パンフレットな

どですか？ 

➢ どのようなプロセスでコミュニケーションをとる予定ですか？スタッフミーティングへの参加、非公式

な会話などですか？ 

３：放射線防護 MSに参画しているキーパーソンは誰ですか？ 

➢ 人々を放射線防護 MSの実施に献身的に取り組んでもらうためですか？実装を助けるためですか？ 

 

Ⅴ-B-6 介入の参加者 

１：あなたやあなたの同僚は、放射線防護 MSについてサービス対象者と、どのようにコミュニケーションを

とりますか？ 

➢ 彼らはどのように放射線防護 MSに参加しますか？ 

➢ 彼らはどのように放射線防護 MSにアクセスしますか？ 

 

Ⅴ-C 実行 

１：放射線防護 MSは実装計画に従って実装されましたか？ 

➢ はいの場合、それについて説明してください。 

➢ いいえの場合、なぜですか？ 

 

Ⅴ-D 振り返りと評価 
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１：放射線防護 MSの実装にあたり、どのような情報を収集する予定ですか？ 

➢ どの測定項目を追跡しますか？どのように追跡しますか？ 

➢ その情報をどのように使用しますか？ 

２：実装または放射線防護 MS自体についてのフィードバック報告を受け取りますか？ 

➢ それはどのようなものですか？内容、様式、構成は？ 

➢ そうした報告はどのくらい役に立つと思いますか？ 

➢ その報告に改善点はありますか？ 

➢ その報告をどのくらいの頻度で受け取りますか？どこから来るものですか？ 

➢ その報告を設計するのは誰ですか？ 

３：実装目標や介入目標に向けての進捗をどのように評価しますか？ 

➢ 評価結果をステークホルダーにどのように返しますか？ 

４：スタッフにフィードバックを求めますか？サービス対象者からも求めますか？ 

➢ はいの場合、どのようなフィードバックですか？ 

５：あなたの組織・ユニットは介入の実装目標をどの程度設定していますか？ 

➢ 目標は組織の中でどのように伝えられますか？誰に伝えられますか？ 

➢ どのような目標ですか？誰にどのように伝えられますか？ 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」 

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書 

 

医療機関における放射線防護マネジメントシステムの導入支援ツールの開発と

取組状況を踏まえての今後の課題 

 

研究分担者 森 晃爾  産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学研究室 教授 

研究協力者 中上 晃一 産業医科大学病院放射線部 

研究協力者 酒井 洸典 産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学研究室 

研究協力者 守屋 健太 産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学研究室

 

研究要旨 

【目的】 

医療機関において、適切な放射線被ばく管理が実施されるための方策として、放射線被ば

く管理マネジメントシステム（放射線 MS）の導入を前提として、医療機関向けに導入支援

を行うためのモデル文書や各種ツールの開発を行った。３年間で取り組んだ成果物を紹介

し放射線 MS 導入支援事業への支援した経験から見出した課題と解決策について検討した。

また、より俯瞰的に「医療機関における放射線被ばく管理マネジメントシステムの背景と課

題に関する考察」を作成した。 

【取り組みと成果物】 

2018-2020 年度・労災疾病臨床研究「不均等被ばくを伴う放射線 業務における被ばく線

量の実態調査と線量 低減に向けた課題評価に関する研究」で開発した完全版放射線 MS と

そのモデル文書をもとに、小規模病院や診療所のように従事者数が少なく人的資本が少な

い医療機関でも放射線 MSが導入できるように簡易版放射線 MSを開発した。放射線 MS導入

支援事業での研修・教育資料として、実際の内部監査を模擬したビデオを作成した。次に、

医療機関で PDCA サイクルを回すことを支援するために、放射線 MS の導入および成熟状況

を評価するためのツール開発を行った。開発したツールは、厚生労働省の委託事業「放射線

被ばく管理に関するマネジメントシステム導入支援事業（放射線 MS導入支援事業）」に提供

した。そして、各種ツールを利用した支援事業に参画し、各種ツールの有効性を確認するた

めに、追加で必要な情報の提供を行った。 

【見出した課題と解決策の提案】 

放射線被ばくによる労働災害の防止という観点において個人的対策を教育するだけでは

不十分である。これまでは、医療行為を優先してしまい被ばく低減方法の実施が疎かにな

り、被ばく低減対策の第一歩である個人線量計を装着していない等の法令違反や皮膚がん

等の労働災害が発生している。この状態を打開するには、個人的対策の教育に加え、組織で

被ばく低減対策（組織的対策）の教育が必要となる。放射線 MSとは、法令遵守と可能な限

りの被ばく低減を目標として、病院長のリーダーシップのもと Plan-Do-Check-Act（PDCA）
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サイクルを回して継続的に改善する仕組みであり、組織的対策を継続的に実施するうえで

極めて有効な手段である。また、放射線 MSでは、それぞれの立場での役割を含む手順が規

定されており、それを理解し履行できるための教育が必要である。 

【医療機関における放射線被ばく管理マネジメントシステムの背景と課題に関する考察】 

多くの医療機関において放射線被ばく管理が適切に行われていない実状を前提とした

際、眼の水晶体の等価線量限度の大幅な低減を中心とする改正電離放射線障害防止規則を

順守し、適切な放射線被ばく管理を行うためには、放射線 MSの導入が有効である。MSは、

トップのリーダーシップのもと目標を決め、状況に応じて計画を立案して、継続的な改善を

図る仕組みが包含されている。MS 導入における初期のハードルを低くするため、研究班で

開発したモデル文書を含むツールと導入支援を目的とした研修を実施したことによって、

積極的にプログラムに参加した医療機関においては、適切な放射線被ばく管理が実施され、

さらに継続的に改善が図られていることを確認した。しかし、規則の改正前とほとんど変わ

らない機関も少なくない現状を考えると、支援を前提とした取り組みに加えて、労働基準監

督署の査察や医療監査などの行政の監督を強化することが必要と考えられた。 
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Ａ. はじめに 

2021 年の電離放射線障害防止規則改正

から 2年が経過し、日本の医療従事者の被

ばく研究が進み,、水晶体被ばくに関して

は防護がない場合年間 20ｍSv を超える事

が明らかとなっているが、医療従事者の被

ばく管理には大きな問題が存在する。問題

とは、個人被ばく線量計が充分配布されず

配布されても装着していない等の法令違

反であり、現在もなお充分な状況となって

いないと考えられる。世界に目を向けても

似たような問題が報告されている。2012

年の報告では個人被ばく線量計が 50％の

医師が装着していない等が報告され、 

2019 年の米国の内視鏡医に対するアンケ

ート結果でも同様の報告がされ 27)、ICRP 

publication 139では大きな問題として警

告されている。 

線量計未装着の対策は、個人的対策と組

織的対策に分ける事ができる。個人的対策

としては、「声掛け」や「タイムアウト」

によって未装着が改善した事例が報告さ

れている。未装着の原因である装着忘れに

対し声かけというコミュニケーションや

タイムアウトという手技前の確認を行う

ことが有効である事が示された。しかし、

線量計が手元にないことや従事者登録し

ておらず線量計が配布されていない医療

従事者がいることが判明し個人的対策の

問題点もわかっている。 

そこで、個人的対策の継続や問題点の改

善として組織的対策が必要となる。組織的

対策とは放射線被ばく管理に関する労働

安全衛生マネジメントシステム（放射線

MS）の導入である。放射線 MSの概要は ICRP 

Publication75に示されていたが 14)、抽象

的であったためほとんど知られていなか

った。しかし、労災疾病研究班（2018〜2020 

年、研究責任者：欅田尚樹）が具体的な内

容を明確にし、法令遵守と被ばく低減が両

立できるよう Plan-Do-Check-Act (PDCA)

サイクルを回す仕組みとして放射線 MSを

開発した。また、厚生労働省の支援として

放射線 MS 導入支援事業が 2020 年から毎

年開催され、これまでに 800以上の医療機

関が参加し、放射線 MS の導入に成功した

医療機関による被ばく管理の成功事例が

積み重ねられ、医療機関における導入の拡

大が進行している。加えて、2023 年 4 月

に厚生労働省から発表された第 14次労働

災害防止計画では、「医療従事者の被ばく

線量管理と被ばく低減対策の推進」が明記

され放射線 MSの導入を支援することが明

示されたことによって今後も導入が広が

っていくものと考えられる。 

我々は、2021〜2023 年度にかけて活動

し、開発された放射線 MSを様々な医療機

関に導入するためのモデル文書の作成や

導入・運用による効果判定を可能とするた

めのマニュアルやツールの開発を行って

きた。また、開発したマニュアルやツール

を放射線 MS 導入支援事業に提供し事業の

委員としても運営に関わった。本報告書で

は、2021〜2023 年度の 3 年間で取り組ん

だ成果物を紹介し放射線 MS 導入支援事業

への支援した経験から見出した課題と解

決策について述べていく。 

 

Ｂ. 3年間の取り組みと成果物 

１．1年目（2021年度）の取り組み 

まず、医療機関は、特定機能病院・中小

規模病院・診療所によって放射線業務従事

者の数が異なり、従事者数が多いほど放射

線 MS の運営に携わるスタッフの人数が必
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要となりマネジメントの難易度が上がる。

労災疾病研究班（2018〜2020 年、研究責

任者：欅田尚樹）で開発された放射線 MS

（完全版放射線 MS）とそのモデル文書は、

特定機能病院や中規模病院のように人的

資本に比較的余裕がある医療機関向けの

マネジメントシステムとして開発された。

放射線 MSの導入が簡便に行え、小規模病

院や診療所のように従事者数が少なく人

的資本が少ない医療機関でも放射線 MSが

導入できるように簡易版放射線 MSを開発

しそのモデル文書を作成した。 

そして、放射線 MS 導入支援事業での研

修・教育資料として実際の内部監査を模擬

したビデオを作成した。ビデオには、役と

して監査員・病院長・看護師長・循環器科

部長・放射線科部長・放射線技師長・事務

員の 7名を選出し、監査前の説明と病院長

へのインタビュー・現場スタッフへのヒア

リング・放射線 MS運営陣へのインタビュ

ー・監査の評価の 4 本の動画を作成し、放

射線 MS の導入によって医療機関の放射線

被ばく管理がどのように行われるかをイ

メージできる内容とした。ビデオは、動画

投稿サイト（YouTube）に投稿し毎年行わ

れる放射線 MS導入支援事業で使用できる

ようにした。 

 

２．2年目（2022年度）の取り組み 

これまで放射線 MS の導入および成熟状

況を適切に確認するための評価方法が存

在せず、放射線 MS導入支援事業の成果を

評価することが困難なため、同事業全体お

よび個別の医療機関でのいわゆる PDCAサ

イクルを回す上での大きな課題であった。

そこで、医療機関において放射線 MS の導

入および成熟状況を評価するためのツー

ル開発を行った。原案として 9項目の評価

文章を作成した。原案について外部専門家

からは概ね妥当であると評価された。運用

担当者へのインタビュー結果、原案を採点

することで、放射線 MS の導入や運用が適

切に実施していることが評価でき、採点す

ることで採点者に前向きな気づきを与え

られることが確認できた。開発したツール

は、放射線 MS導入支援事業に提供し、放

射線 MS の導入運用の評価ツールとして研

修・教育資料となった。 

2022年度は、放射線 MS導入支援事業が

3年目の開催となり、受講者への理解度を

測定するため放射線 MS に関する理解度テ

ストを行うということで、我々が理解度テ

ストの作成を行なった。講習会は 3回に分

けられており、マネジメントシステムの理

解を問う内容で第 1 回目の講義に関する

問題が 16 問、第 2回目の講義に関する問

題が 12問、第 3 回目の講義に関する問題

が 18問、合計 46問の設問を作成した。ま

た、産業衛生学的視点を取り入れた被ばく

低減に関する問題として 15 問の設問を作

成した。 

 

３．3年目（2023年度）の取り組み 

2023年度は、放射線 MS導入支援事業の

運営委員の委員長として活動した。事業が

4年目の開催となり、基礎研修と専門研修

に分かれて研修を行う形となった。基礎研

修では、労災疾病研究班（2018〜2020 年、

研究責任者：欅田尚樹）で開発された教育・

研修資料を使用しており、受講者が放射線

MSを理解し自施設へ放射線 MSを導入する

Step by Step形式で進められた。専門研

修では、本研究班が開発した放射線 MSの

導入および成熟状況を評価するツールを
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使用し内部監査を行うことを理解する研

修である。この内部監査は、チェックリス

トに沿って監査するだけでなく、PDCA に

つながる気づきを促す場としての側面を

持たせた。 

 

４．簡易版放射線 MS の開発 

労災疾病研究班（2018〜2020 年、研究

責任者：欅田尚樹）で開発された放射線 MS

（完全版放射線 MS）とそのモデル文書は、

ISO45001 に準拠した型になっており医療

機関の放射線安全衛生管理体制の理想型

で放射線 MS 導入支援事業の教育・研修資

料にされている。この支援事業に参加した

医療機関からの声として、「個人被ばく線

量計の装着率を向上させる仕組みが知り

たい」や「完全版放射線 MS では役割や仕

事内容が多く、人的資本が乏しい医療機関

では導入することが困難である」「システ

ムマニュアルが複雑で放射線 MS を理解で

きない」等の意見が寄せられた。これらの

意見を受けて、人材が十分でない医療機関

でも運用可能で、法令順守を主目的とした

簡易版放射線 MS を開発しモデル文書を作

成した。 

簡易版放射線 MS は、法令順守を基本方

針とし、少人数でマネジメントシステムを

運用することができることとシステムマ

ニュアルの簡素化を主眼に置き開発した。

これは、マニュアル文章・基本方針・登場

人物の役割を見直したものとなっている。

また、「個人線量計の装着」と「線量限度

を超えない被ばく」という法令を順守する

ための基本方針が示され、大きな PDCAと

小さな PDCA を回すことを念頭に置いて設

計しているため『法令順守を継続的に行う

組織作り』のためのマニュアルである。下

記に簡易版放射線 MSを紹介する。 

１）マニュアル文書 

完全版放射線MSと簡易版放射線MSを比較

すると、マニュアル文書の項目は、完全版

が75項目、簡易版が53項目となり、完全版

と比較して簡易版の文書量は大幅に低減

している。 

２）基本方針の見直し  

完全版放射線MSの基本方針は、法令順守と

可能な限りの被ばく低減という2つの目的

であったが。簡易版放射線MSでは、法令順

守のみを目的としている。 

３）登場人物と役割 

完全版放射線MSの登場人物は14の役割に

分けられていたが、簡易版放射線MSでは4

の役割に分けられている。4つの役割とは、

システム責任者である病院長、システム管

理者である放射線技師長、システム管理者

の指示で実際の業務を行う実務担当者、放

射線業務従事者である。 

４）自主点検 

放射線MSで重要な内部監査は、適任者の確

保や監査者教育等が必要である。そのため、

人材が充分でない医療機関にとっては内

部監査を行うことが多大な負担となるた

め内部監査の項目を除外し、内部監査に変

わる項目として自主点検の項目を設けた。

自主点検とは、マネジメントシステムの適

切性・妥当性・有効性の評価を年1回以上

行うことであり、自主点検によって組織は

継続的に改善する組織となることができ

る。 

５）年間目標とそれを達成するための取組

みの策定 

目標を立て目標達成のための行動計画を

作成する事はISO45001でも述べられてい

るが、見落とされやすい項目である。目標
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を組織内の人々に理解されなければ目標

達成に向けた活動が実施されない。また、

目標の達成状況がモニタリングされなけ

れば、目標達成に必要な軌道修正ができな

い。完全版放射線MSと同様に簡易放射線MS

でも、「年間目標を達成するための取組み

の計画策定」の項目を立てている。これに

より大きなPDCAのPlanとDoの機能が担保

されている。 

６）自主点検と大きなPDCA 

内部監査は、マネジメントシステムにおけ

る大きな PDCA の Check の機能を担ってお

り、内部監査の項目を省くことで大きな

PDCA が回らない状態となり、リスクコン

トロールマニュアルとなる。そのため、簡

易版放射線 MSでは、自主点検の項目を新

たに加え最低限の Check の機能を担保す

ることで大きな PDCA が回る仕組みとなっ

ている。 

 

Ｃ. 見出した課題と解決策の提案 

１．見出した課題 

我々が放射線 MSを開発してから 5 年経

過するが様々な医療機関の被ばく管理者

と意見交換する機会があり、その中で「医

療機関で行う教育はどのような内容が良

いか」という質問を多々貰うことがあった。

放射線被ばくについての教育は、個人が行

う被ばく低減対策（個人的対策）を教育す

ることが一般的であるが、放射線被ばくに

よる労働災害の防止という観点において

個人的対策を教育するだけでは不十分で

ある。これまでは、医療行為を優先してし

まい被ばく低減方法の実施が疎かになり、

被ばく低減対策の第一歩である個人線量

計を装着していない等の法令違反や皮膚

がん等の労働災害が発生している。この状

態を打開するには、個人的対策の教育に加

え、組織で被ばく低減対策（組織的対策）

の教育が必要となる。 

 

２．解決策の提案 

放射線 MSとは、法令遵守と可能な限り

の被ばく低減を目標として、病院長のリー

ダーシップのもと Plan-Do-Check-Act

（PDCA）サイクルを回し、継続的に改善す

る仕組みである。放射線 MS では、それぞ

れの立場での役割を含む手順が規定され

ており、それを理解し履行できるための教

育が必要である。教育の問題を解決するた

めには、放射線業務の管理者と従事者を対

象として放射線 MSを理解するために必要

な教材（通常の放射線教育は除く）を作成

し、それぞれに応じた教育を行うことが解

決策となる。 

管理者に対する教材とは、管理者の役割

が、個人線量計を適正に配布し確実な装着

を促すための措置（タイムアウトでの声掛

け、シークレットサーベイ等）を行うとい

った法令遵守の仕組みを作ること、リスク

アセスメントや個人被ばく線量のモニタ

リングから被ばく低減対策を講じ環境を

整え従事者に実施させることであり、この

内容が理解できる教材である。また、教材

の内容には放射線 MS と電離放射線健康診

断との連携もまとめることも必要である。

従事者に対する教材とは、従事者の役割が

個人線量計の適正な装着と被ばく低減策

に優先順位をつけて行うことであるが、従

事者が放射線 MS の概要（目標・リーダー

シップ・PDCA サイクル・リスクアセスメ

ント・想定事象発生時対応方法・相談窓口

等）を理解することも適切な行動と報告に

繋がるため、そのことを前提とした教材が
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必要となる。 

2種類の教材を作成することで、組織的

に法令遵守や被ばく線量低減対策を取り

組むための教材となり多くの医療機関の

参考となり、ひいては個人被ばくの低減と

労働災害の防止に繋がっていく。また、我

が国の医療機関で放射線 MS の導入や運用

が進み労働者にとって働きやすい環境と

なると考える。 

 

Ｄ. 医療機関における放射線被ばく管理

マネジメントシステムの背景と課題に関

する考察 

最終年度である本年度は、これまでの研

究および放射線 MS導入支援事業での経験

や観察事項をもとに、放射線 MS を前提と

した放射線被ばく管理の課題について考

察を行った。 

多くの医療機関において放射線被ばく

管理が適切に行われていない実状を前提

とした際、眼の水晶体の等価線量限度の大

幅な低減を中心とする改正電離放射線障

害防止規則を順守し、適切な放射線被ばく

管理を行うためには、放射線 MS の導入が

有効である。MS は、トップのリーダーシ

ップのもと目標を決め、状況に応じて計画

を立案して、継続的な改善を図る仕組みが

包含されている。MS 導入における初期の

ハードルを低くするため、研究班で開発し

たモデル文書を含むツールと導入支援を

目的とした研修を実施したことによって、

積極的にプログラムに参加した医療機関

においては、適切な放射線被ばく管理が実

施され、さらに継続的に改善が図られてい

ることを確認した。しかし、規則の改正前

とほとんど変わらない機関も少なくない

現状を考えると、支援を前提とした取り組

みに加えて、労働基準監督署の査察や医療

監査などの行政の監督を強化することが

必要と考えられた。 

 

Ｅ．まとめ 

我々は、3 年間の取り組みで放射線 MS

の導入が着実に行えるツールを開発し、開

発したツールを放射線 MS導入支援事業に

提供することで多くのサポートを行って

きた。研究班と放射線 MS導入支援事業の

両輪で放射線 MS が社会実装されているた

め、放射線 MSの導入を推進していくには

研究班の存在が必要となると考える。 

 

Ｆ. 研究発表   

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

なし 

 

Ｇ. 知的所有権の取得状況 

なし 
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表 1 文献１による評価項目 

No. 評価項目 

1 マネジメントシステムの導入 

2 安全衛生責任者の選任，組織的位置づけ，職務権限 

3 安全衛生責任者のコンピテンシー 

4 安全衛生に関する専門的な人材（人／組織）のマネジメントシステムにおけ

る記述 

5 コンプライアンス 

6 リスクアセスメント 

7 リスク低減対策 

8 有害要因にさらされた労働者の健康影響評価 

9 職務適性の評価と採用の検討（適材適所） 

10 個人情報の管理 

11 安全衛生に配慮した危機管理機能時の労務 

12 業務上疾病発生後の再発防止機能 

 

 

表 2 文献１による評価基準 

点数 評価基準 

0 手順（基準）が存在しない 

1 手順（基準）はあるが，導入されていない 

2 手順（基準）があり，一部導入されている 

3 手順（基準）があり，ほぼ導入されているが，大きな課題がある 

4 手順（基準）があり，ほぼ導入されているが，小さな課題がある 

5 手順（基準）が確実に実行されている 

6 手順（基準）による有効性の評価が継続的に行われている（仕組みがある） 

7 手順（基準）が（確実かつ継続的に実行され），一定の成果を上げている 

8 手順（基準）が（確実かつ継続的に実行され），高い成果を上げている 

9 手順（基準）が（確実かつ継続的に実行され），社内外の模範となるレベルに

ある 
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表
3
 
R
P
M
S
の
評
価
項
目
の
原
案
 

N
o
. 

評
価
項
目
 

1
 

経
営
ト
ッ
プ
の
方
針
の
も
と
に

，
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
，
放
射
線

業
務
従
事
者
に
対
す
る
放
射
線
防
護
の
仕
組
み
を
継
続
的

に
改
善
し
て
い
る
 

2
 

院
内
に
必
要
な
能
力
を
備
え
た
放
射
線
管
理
者
が
選
任
さ
れ
て
お
り
，
組
織
上
の
位
置
付
け
が
明
確
に
な
り
，
放
射
線
防
護
に
関
す
る
活
動
を
円
滑
に
遂
行

す
る
上
で
必
要
な
職
務
権
限
が
与

え
ら
れ
て
い
る
 

3
 

放
射
線
業
務
従
事
者
に
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
や
被
ば
く
低
減
方
法
に
関
す
る
教
育
訓
練
が
実
施
さ
れ
て
い
る
 

4
 

関
連
法
令
が
確
実
に
順
守
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
 

 

5
 

適
切
な
個
人
線
量
計
の
装
着
が
で
き
る
環
境
整
備
が
行
わ
れ
，
個
人
線
量
計
に
よ
る
個
人
被
ば
く
線
量
の
評
価
が
確
実
に
実
施
さ
れ
て
い
る
 

6
 

放
射
線
業
務
従
事
者
の
各
個
人
に
存
在
す
る
放
射
線
被
ば
く
に
対
す
る
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
実
施
さ
れ
て
い
る
 

 

7
 

リ
ス
ク
低
減
対
策
が
，
計
画
的
に

，
適
切
に
実
施
さ
れ
て
い
る
（
≒
リ
ス
ク
を
一
定
レ
ベ
ル
 
以
下
に
低
減
す
る
と
と
も
に
，
残
留
リ
ス
ク
に
対
し
て
も
高

い
管
理
状
況
で
あ
る
）
 

8
 

放
射
線
業
務
従
事
者
に
対
す
る
解
く
健
康
診
断
（
電
離
放
射
線
健
診
）
が
適
切
に
実
施
さ
れ
て
い
る
 

 

9
 

想
定
事
象
が
発
生
し
た
の
ち
，

早
期
に
的
確
な
措
置
が
実
施
さ
れ
て
い
る
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表
4
 
R
P
M
S
導
入
前
後
の
自
己
評
価
の
結
果
 

評
価
項
目
 

2
0
2
0
年

1
月
 

の
状
況
 

2
0
2
3
年

1
月
 

の
状
況
 

①
経
営
ト

ッ
プ
の
方
針
の
も
と
に
、
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ

、
放
射
線
業
務
従
事
者
に
 

対
す
る
放

射
線
防
護
の
仕
組
み
を
継
続
的
に
改
善
し
て
い
る
。
 

4
 

7
 

②
院
内
に

必
要
な
能
力
を
備
え
た
放
射
線
管
理
者
が
選
任
さ
れ
て
お
り
、
組
織
上
の
位
置
付
け
が
明
確
に
な
り
、
 

放
射
線
防

護
に
関
す
る
活
動
を
円
滑
に
遂
行
す
る
上
で
必
要
な
職
務
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
。
 

3
 

7
 

③
放
射
線

業
務
従
事
者
に
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
や
被
ば
く
低
減
方
法
に
関
す
る
教
育
訓
練
が
実
施
 

さ
れ
て
い

る
。
 

6
 

9
 

④
関
連
法

令
が
確
実
に
順
守
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
 

8
 

8
 

⑤
適
切
な

個
人
線
量
計
の
装
着
が
で
き
る
環
境
整
備
が
行
わ
れ
、
個
人
線
量
計
に
よ
る
個
人
被
ば
く
線
量
の
評
価
が
 

確
実
に
実

施
さ
れ
て
い
る
。
 

7
 

9
 

⑥
放
射
線

業
務
従
事
者
の
各
個
人
に
存
在
す
る
放
射
線
被
ば
く
に
対
す
る
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
実
施
さ
れ
て
 

い
る
。
 

0
 

7
 

⑦
リ
ス
ク

低
減
対
策
が
、
計
画
的
に
、

適
切
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。
（
≒
リ
ス
ク
を
一
定
レ
ベ
ル
以
下
に
低
減
す
る
 

と
と
も
に
、
残
留
リ
ス
ク
に
対
し
て
も
高
い
管
理
状
況
で
あ
る
。
）
 

4
 

7
 

⑧
放
射
線

業
務
従
事
者
に
対
す
る
健
康
診
断
（
電
離
放
射
線
健
診
）
が
適
切
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。
 

8
 

7
 

⑨
想
定
事

象
が
発
生
し
た
の
ち
，
早
期
に
的
確
な
措
置
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

（
各
施
設
で
設
定
し
た
想
定
事
象
）
 

7
 

7
 

平
均
点
数
 

5
 

8
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表
5
 
R
P
M
S
の
導
入
が
進
ん
で
い
る

2
施
設
に
対
し
て
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー
結
果
 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
項
目
 

回
答
 

自
己
点
検
で
新
た
な
気
づ
き
は
あ
り
ま
し

た
か
？
 

医
師
と
放
射
線
技
師
で
は
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
対
す
る
意
識
に
乖
離
が
あ
る
。
 

教
育
内
容
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
が
な
い
。
 

関
係
法
令
を
確
認
す
る
会
議
体
が

2
つ
あ
り
重
複
す
る
。
 

点
数
評
価
を
行
う
に
は
，
理
想
的
な
状
態
の
共
通
認
識
が
必
要
で
あ
る
。
 

文
書
体
系
を
独
自
に
作
成
し
た
場
合
の
不
備
に
気
づ
く
こ
と
が
で
き
る
。
 

回
答
し
に
く
い
設
問
項
目
は
あ
り
ま
し
た

か
？
 

こ
の
評
価
項
目
の
活
用
条
件
と
し
て
、
定
期
的
に
会
議
等
で
評
価
項
目
を
見
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

透
視
室
は
で
き
て
い
る
が
手
術
室
は
で
き
て
い
な
い
時
の
採
点

が
困
難
で
あ
っ
た
。
 

「
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
」
と
い
う
質
的
な
質
問
採
点
が
困
難
で
あ
っ
た
。
 

点
検
項
目
に
は
な
い
こ
と
で
特
に
有
効
だ

っ
た
取
り
組
み
は
あ
り
ま
す
か
？
 

血
管
造
影
室
で
被
ば
く
し
や
す
い
場
所
を
カ
ラ
ー
マ
ッ
プ
表
示

し
た
こ
と
で
従
事
者
の
立
ち
位
置
が
変
化
し
た
。
 

既
存
の
安
全
衛
生
委
員
会
と
連
携
し
、
病
院
長
・
産
業
医
・
看
護
部
と
の
連
携
が
と
り
や
す
く
な
っ
た
。
 

こ
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
ど
の
よ
う
に
使

用
す
る
と
有
効
に
な
り
そ
う
で
す
か
？
 

点
数
を
つ
け
る
こ
と
で
、
シ
ス
テ
ム
運
用
担
当
者
間
の
共
通
認
識
が
生
ま
れ
る

。
 

点
数
を
つ
け
る
こ
と
で
、
進
捗
（
経
年
変
化
）
を
管
理
改
善
し
や
す
く
な
る
。
 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
会
議
の
資
料
と
し
て
活
用
で
き
る
。
 

概
知
の
課
題
（
強
み
や
弱
み
）
を
整
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

保
健
所
監
査
や
病
院
評
価
等
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
院
長
の
関
心
を

高
め
る
道
具
と
な
る
。
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研究要旨 

目的：本研究班では、医療従事者の放射線防護の取組の一手段として、労働安全衛生マ

ネジメントシステム（OSHMS: Occupational Safety and Health Management System）

の導入を前提として作成された、放射線防護および被ばく管理に特化したマネジメント

システム（放射線防護マネジメントシステム、以下「放射線 MS」という）の文書体系お

よび、その研修・教育資料を作成し放射線 MS 導入支援事業実施者へ提供することを通

じて、医療機関への導入支援に関与している。2021～2023年度の 3年間において、放射

線 MS 導入支援事業に参加した医療機関が回答した Web アンケートを集計し、放射線 MS

導入前の医療機関における、労働者の放射線被ばく管理に関する状態を把握し、労働衛

生管理および産業保健上の課題を明らかにすることを目的として研究を行った。 

方法：対象は、2020 年度（2021 年度に集計）、2022年度（2022年度に集計）、2023年度

（2023 年度に集計）に放射線 MS 導入支援事業に参加し、本研究の Web アンケートに回

答し、情報を研究に用いることの同意が得られた医療機関である。2020 年度および 2022

年度は放射線 MS 導入支援事業に新規に参加する意思を表明した医療機関、2023 年度は

新規・複数回目関係なく、放射線 MS 導入支援事業に参加した医療機関へ Web アンケー

トの URL を送付し、各機関で選任された放射線 MS 導入支援事業の主担当者に回答を依

頼した。 

結果：2021 年度は 204 機関、2022 年度は最大 141 機関（2022 年度は 3 回に分けて Web

アンケート実施し、1 回目 141 機関、2 回目 123 機関、3 回目 95 機関の回答を集計し

た）、2023年度は 33 機関の回答を集計した。 

考察：Web アンケートの集計結果から、1．病院管理者による労働者の被ばく管理方針の

明示、2．放射線業務従事者の選定基準、3．労働者の放射線被ばく管理組織の設置、4．

全ての放射線業務従事者の放射線測定器の装着状況の確認、5．不均等被ばくとなる放射

線業務従事者への必要数の放射線測定器の配布、6．労働者の放射線被ばく管理担当者の

権限とその行使、7．放射線業務従事者の被ばく状況の把握、8．必要な保護具の準備と

使用、9．各放射線業務従事者の被ばく線量の一元管理、が労働衛生管理および産業保健

上の課題として抽出された。前述 9 点の懸念事項のうち、1～8 に関しては、放射線 MS

の速やかな導入および継続的な運営が解決策の一つと考えられた。 

結語：本研究により、医療機関の放射線業務従事者の放射線被ばく管理に関する産業保

健上の課題の整理ができ、課題解決には放射線 MS の導入および継続的な運用が有用で

あることが示された。放射線 MS 導入に関し、医療機関ごとに事情、状況は異なるため、

組織トップの明確な意思表示の下、各医療機関が自身でできることを進めるとともに、

外部の専門家や先進機関が必要なサポートを提供し、各医療機関が導入した放射線 MS

を自立して運営できるまでフォローを継続する個別支援の仕組みも必要と考える。 
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Ａ．研究目的 

 本研究班では、医療従事者の放射線防護

の取組の一手段として、労働安全衛生マネ

ジメントシステム（OSHMS: Occupational 

Safety and Health Management System）の

導入を前提として作成された、放射線防護

および被ばく管理に特化したマネジメント

システム（放射線防護マネジメントシステ

ム、以下「放射線 MS」という）の文書体系

および、その研修・教育資料を作成し放射線

MS導入支援事業実施者へ提供することを通

じて、医療機関への導入支援に関与してい

る。2021～2023年度の 3年間において、放

射線 MS 導入支援事業に参加した医療機関

が回答した Web アンケートを集計し、放射

線 MS導入前の医療機関における、労働者の

放射線被ばく管理に関する状態を把握し、

労働衛生管理および産業保健上の課題を明

らかにすることを目的として研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

【対象】 

対象は、2020 年度（2021 年度に集計）、

2022 年度（2022 年度に集計）、2023 年度

（2023 年度に集計）に放射線 MS 導入支援

事業に参加し、本研究の Web アンケートに

回答し、情報を研究に用いることの同意が

得られた医療機関である。 

【方法】 

 2020年度および 2022年度は放射線 MS導

入支援事業に新規に参加する意思を表明し

た医療機関、2023 年度は新規・複数回目関

係なく、放射線 MS導入支援事業に参加した

医療機関へ Webアンケートの URLを送付し、

各機関で選任された放射線MS導入支援事業

の主担当者に回答を依頼した。なお、放射線

MS 導入支援事業は、厚生労働省より当該事

業を受託した公益財団法人原子力安全技術

センターが主催しており、Webアンケートは

公益財団法人原子力安全技術センターを介

して実施した。Webアンケートの調査項目や

実施タイミングは、研究班と公益財団法人

原子力安全技術センターとで協議、調整し

たが、同一内容のアンケートを同一タイミ

ングで実施することはできなかった。 

 それぞれのアンケートで収集、集計した

内容は次のとおりである。 

◼ 2020年度 Webアンケート：放射線被ば

く管理体制、放射線業務従事者のリス

クアセスメント結果、放射線防護具の

管理状況、放射線測定器の配布状況 

◼ 2022年度 Webアンケート：放射線被ば

く管理体制、新規放射線業務従事者の

把握方法、放射線業務従事者の兼業に

おける被ばく線量の把握方法、放射線

測定器の装着状況、個人被ばく線量の

情報提供の方法、高い被ばく線量の放

射線業務従事者への介入方法、放射線

防護具の管理状況、放射線業務従事者

のリスクアセスメント結果、自己点検

の状況、放射線測定器の配布状況 

◼ 2023年度 Webアンケート：放射線業務

従事者の選定基準、放射線業務従事者

の線量測定：測定対象者の範囲、放射

線測定器の配布者数、不均等被ばく者

の人数、不均等被ばく者の内訳（放射

線測定器を 2 個以上配布している者、

放射線測定器を 1 個だけ配布している

者、放射線測定器を配布していない者）、

放射線測定器の装着状況、2019～2022

年度の放射線業務従事者の被ばく線量

分布：実効線量および水晶体等価線量

放射線 MS導入支援事業の参加経験 

 

Ｃ．研究結果 

2021 年度は 204 機関、2022 年度は最大

141 機関（2022 年度は 3 回に分けて Web ア

ンケート実施し、1 回目 141 機関、2 回目

123機関、3回目 95機関の回答を集計した）、

2023 年度は 33 機関の回答を集計した。各

年度の集計結果の概要を以下に示す。 

◼ 2021年度の集計では、労働者の放射線

被ばく管理組織（委員会）が設置され

ていたのは 143 機関（70.1%）、病院管

理者により労働者の放射線被ばく管理

に対する方針や指針が明示されていた

のは 118 機関（57.8%）、労働者の放射

線被ばく管理に関する業務や書類を監

査する仕組みがあったのは 106 機関

（52.0%）、病院管理者により労働者の

放射線被ばく管理に関する書類の文書

レビューが毎年実施されていたのは

117機関（57.4%）、労働安全衛生マネジ

メントシステム（OSHMS）が導入されて

いたのは 17機関（8.3%）であった。放

射線防護具の管理状況では、リスクア
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セスメント対象人数（放射線業務従事

者数と見なした）と防護衣、防護眼鏡、

ネックガードの保有数を比較すると、

およそ防護衣は 2 人に 1 枚、防護眼鏡

は 10 人に 1 個、ネックガードも 10 人

に 1 個程度の割合で準備されていた。

放射線測定器の配布状況は、放射線測

定器配布対象者数がリスクアセスメン

ト対象者人数と同等以上であったのは、

2019年 11月は 85機関（59.4%）、2020

年 11月は 103機関（72.0%）であった。 

◼ 2022年度の集計では、労働者の放射線

被ばく管理組織（委員会）が設置され

ていたのは 65機関（46.1%）、病院管理

者により労働者の放射線被ばく管理に

対する方針や指針が明示されていたの

は 79機関（56.0%）、労働者の放射線被

ばく管理に関する業務や書類を監査す

る仕組みがあったのは 51機関（36.2%）、

病院管理者により労働者の放射線被ば

く管理に関する書類の文書レビュー毎

年実施されいたのは 76 機関（53.9%）、

労働者の放射線被ばく管理に関する監

査（外部監査）を行っていたのは 13機

関（13.7%）、労働者の放射線被ばく管

理に関する自己点検を行っていたのは

56機関（58.9%）であった。労働者の放

射線被ばく管理を主に担当している者

（以下「労働者被ばく管理担当者」と

いう）の専従（他業務と兼務していな

い）・専任（他業務と兼務している）の

別は、専従は 14 機関（9.9%）、専任は

127 機関（90.1%）であった。労働者被

ばく管理担当者が、自施設の放射線業

務従事者が他施設で放射線業務に従事

していることを把握しているのは 46

機関（32.6%）、他施設の放射線業務従

事者が自施設で放射線業務に従事して

いることを把握しているのは 50 機関

（35.5%）であった。兼業は把握してい

ても、個人線量計の配布状況を把握し

ていないのは、前者 21 機関（45.7%）、

後者 22 機関（44.0%）であった。 

◼ 2023年度の集計では、放射線業務従事

者の選定基準があったのは 23 機関

（69.7%）、全ての放射線業務従事者を

対象として線量測定を実施していたの

は 28機関（84.8%）、放射線業務従事者

数と放射線測定器の装着者数が一致し

ていたのは、放射線業務従事者数無回

答の 4 機関を除いた 29 機関中 26 機関

（89.7%）であった。不均等被ばくとな

る放射線業務従事者全員に放射線測定

器が 2 個以上配布されていたのは、放

射線業務従事者数無回答の 4 機関、不

均等被ばくとなる人数無回答の 1 機関

およびそれぞれの放射線測定器配布数

に該当する人数の和が不均等被ばくと

なる者の数を超えていた 6 機関を除き、

22 機関中 15 機関（68.2%）であった。

全ての放射線業務従事者について放射

線測定器の装着状況を確認していたの

は 16機関（48.5%）であった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、放射線 MS 導入前の医療機関

における労働者の放射線被ばく管理の実態

を把握し、労働衛生管理および産業保健上

の課題を明らかにすることを目的として調

査を行い、労働衛生管理および産業保健上

の懸念事項として次の 9点が抽出された。 

1. 病院管理者の労働者の放射線被ばく管

理方針が明示されていない医療機関機

関が約 43%であること 

2. 放射線業務従事者の選定基準がない医

療機関が約 18%であること 

3. 労働者の放射線被ばく管理組織が設置

されていない医療機関が約 40%である

こと 

4. 全ての放射線業務従事者の放射線測定

器の装着状況を確認している医療機関

は 50%以下であること 

5. 不均等被ばくとなる放射線業務従事者

に必要数の放射線測定器が配布されて

いない恐れのある医療機関が約 40%で

あること 

6. 医療機関によっては労働者の放射線被

ばく管理担当者がその権限を躊躇なく

行使できない恐れがあること（被ばく

管理担当者の職種、役職） 

7. 医療機関によっては放射線業務従事者

の被ばく状況を、専門性のある者およ

び責任と権限のある立場の者が把握し

ていない可能性があること（事務職員

のみが結果を確認） 

8. 必要な保護具の準備と使用が徹底され

ていないこと 

9. 各放射線業務従事者の被ばく線量が一
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元管理されていないこと 

 

上記 9点の懸念事項のうち、1～8に関し

ては、放射線 MSの可及的速やかな導入およ

び継続的な運営が解決策の一つと考えられ

た。なぜなら、以下の事項は放射線 MSのシ

ステム文書、実施要領に含めることが求め

られ、モデル文書にも含まれるためである。 

◼ 放射線 MSを導入する際にはまず、病

院管理者が導入のための決意表明を

行い、放射線被ばく管理方針を明ら

かにすることが必須である（懸念事

項 1）。 

◼ 放射線業務従事者の定義およびその

放射線被ばくを管理する組織を明確

にし、放射線業務従事者の同定方法、

放射線被ばくの管理体制の詳細を文

書化して実施要領に落とし込むとよ

いと考える（懸念事項 2, 3, 7）。 

◼ 放射線業務の種類、職種、使用する

放射線防護具等の情報から、不均等

被ばくとなる放射線業務従事者を抽

出する方法、抽出された放射線業務

従事者に必要数の放射線測定器を配

布する方法、全ての放射線業務従事

者において必要数の放射線測定器が

着用されているかを確認する方法を

明確にするとともに、放射線測定器

の着用状況を確認する役割を担う者

を明確にし、担当者には未装着者へ

指示・指導する権限を付与すること

までを文書化して実施要領に落とし

込むとよいと考える（懸念事項 4, 5, 

6）。 

◼ 使用する放射線防護具については、

放射線防護の 3 原則（時間、遮蔽、

距離）に基づき、医療機関毎に最低

限使用する放射線防護具を定め、放

射線照射装置設置室数、並列で業務

にあたる放射線業務従事者数、診療

件数等を基に必要数を算出し準備す

るとよいだろう。必要数の算出根拠

は実施要領に落とし込むとよいと考

える（懸念事項 8）。 

 

その上で、確実に放射線 MSを運営してい

くことにより、事態の改善が期待される。た

だし、いずれの項目についても定義や手順

が不明瞭・不適切なことによる、過不足が発

生しないよう、留意が必要である。 

ただし、労働安全衛生マネジメントシス

テムが導入されていた医療機関はわずか

7.2%で、マネジメントシステム自体へのな

じみがない医療機関がほとんどであった。

システム文書や実施要領の作成で困難を感

じる機関が多い恐れがある。公益財団法人

日本適合性認定協会（Japan Accreditation 

Board）によると、マネジメントシステムと

は「方針及び目標を定め、その目標を達成す

るために組織を適切に指揮・管理するため

の仕組み」とされている。放射線 MSの導入

は目的でなく、導入後に継続的に運用がで

きてはじめて導入した意義があるため、自

立して運用できるまで、機関毎にきめ細か

なサポートを提供できる体制が必要と考え

る。 

各放射線業務従事者の被ばく線量の一元

管理については、放射線 MSの導入で解決で

きる課題ではない。実現するには、本邦全体

の医療機関における放射線業務従事者の被

ばく線量管理体制を再構築する必要がある。

簡単に進む話ではないが、同時期に複数機

関で診療行為があったり、全国の医療機関

への異動・転職があったりする医療従事者

の被ばく線量を漏れなく適切に測定し一元

管理しておくことは、将来的に放射線被ば

くによる健康影響の恐れがあった場合等、

ばく露を確認する必要が出てきた際を考え

ると、関係者間で実現に向けて協議を進め

るべき事項と考える。 

 

Ｅ．結論 

2021～2023年度の 3年間において、放射

線 MS 導入支援事業に参加した医療機関が

回答した Web アンケートを集計し、放射線

MS導入前の医療機関における、労働者の放

射線被ばく管理に関する状態を把握し、労

働衛生管理および産業保健上の課題を明ら

かにすることを目的として研究を行った。

1．病院管理者による労働者の被ばく管理方

針の明示、2．放射線業務従事者の選定基準、

3．労働者の放射線被ばく管理組織の設置、

4．全ての放射線業務従事者の放射線測定器

の装着状況の確認、5．不均等被ばくとなる

放射線業務従事者への必要数の放射線測定

器の配布、6．労働者の放射線被ばく管理担

当者の権限とその行使、7．放射線業務従事

者の被ばく状況の把握、8．必要な保護具の
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準備と使用、9．各放射線業務従事者の被ば

く線量の一元管理、が労働衛生管理および

産業保健上の課題として抽出された。前述 9

点の課題のうち、1～8に関しては、放射線

MSの速やかな導入および継続的な運営が解

決策の一つと考えられた。

本研究により、医療機関の放射線業務従

事者の放射線被ばく管理に関する産業保健

上の課題の整理ができ、課題解決には放射

線 MS の導入および継続的な運用が有用で

あることが示された。放射線 MS導入に関し、

医療機関ごとに事情、状況は異なるため、組

織トップの明確な意思表示の下、各医療機

関が自身でできることを進めるとともに、

外部の専門家や先進機関が必要なサポート

を提供し、各医療機関が導入した放射線 MS

を自立して運営できるまでフォローを継続

する個別支援の仕組みも必要と考える。

Ｆ．健康危険情報

なし

Ｇ．研究発表

1.  論文発表

　なし

2.  学会発表

なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3.その他

　なし

－57－





1 
 

労災疾病臨床研究事業費補助金 
「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」 

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書 

 

体幹部の測定で得られた線量から眼の水晶体等価線量を推定する手法の検討 

 

研究分担者 古渡 意彦 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子生命・医学部

門放射線医学研究所計測・線量評価部物理線量評価グループ グループリーダー 

 

研究要旨 

ICRPが 2011 年に発出したソウル声明を受け、IAEA BSS及び EU BSSでは、放射線業務

従事者の計画被ばく状況における水晶体の組織等価線量被ばく限度について、１年間 150 

mSv から５年平均で１年あたり 20 mSvの大幅な引き下げを取り入れた。我が国において

も、放射線審議会眼の水晶体の放射線防護検討部会において検討された結果、計画被ばく

状況における職業被ばくに関する水晶体の等価線量限度は、５年間平均で 20mSv/年、か

つ、いずれの１年においても 50mSvを超えないこととすることが適当である、と答申さ

れ、令和３年４月から改正電離放射線障害防止規則が施行される。本分担研究では、特に

不均等被ばくを伴う手技・業務に従事する医療従事者について、体幹部、眼の水晶体及び

末端部線量の相関についての評価を行い、体幹部線量から適切な眼の水晶体等価線量評価

を検討するとともに被ばく線量低減対策についても提案する。本分担研究では、査読付き

論文で報告例の多い IVRにおける医療従事者の体幹部線量に対する眼の水晶体線量の比に

着目して評価した。その結果、体幹部線量に対する眼の水晶体線量の比の平均及び標準偏

差は、それぞれ 0.79 及び 0.39 と評価された。放射線防護上の安全係数を取る等の検討を

行うとすると、体幹部線量に対し約 1.6倍することで眼の水晶体線量の保守的な推定が可

能であることを明らかとした。 

 

Ａ. 研究目的 

本研究事業は、眼の水晶体への被ばく線

量が比較的高い医療の現場において、事業

者がマネジメントシステムを活用し、電離

放射線障害防止規則（以下「電離則」とい

う。）における線量限度の遵守、線量計の装

着等の基本的な法定措置の確実な実施はも

とより、国際的な動向も踏まえて規制を最

適化すると共に放射線業務に従事する労働

者の被ばくを可能な限り低減する管理体制

を構築し、ひいては労働安全衛生全体の水

準を向上させるために、マネジメントシス

テムの運用評価と改良を目的としている。

本研究の目的を達成するため、医療分野に

おける放射線業務に対し、労働安全マネジ

メントシステムを構築し、医療従事者の被

ばく線量低減を図る。マネジメントシステ

ム導入時には、医療従事者の被ばく実態を

確実に把握し、状況に適した線量評価方法

と、適切な運用方法を確立することが求め

られる。特に、医療領域では、防護メガネに

よる線量低減効果や、頸部個人線量計から

の線量推定に係る不確かさは、線量評価上

無視できず、実際に測定を行うことで評価
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することが望ましい。 

本研究の背景には、国際放射線防護委員

会（ICRP）による 2011 年ソウル声明で眼の

水晶体被ばく線量限度が一年間で 150 mSv

から年平均 20 mSvへと大幅に下げることが

勧告された[1]ことを契機に、国際原子力機

関（IAEA）、EU及び米国においても、眼の水

晶体等価線量の線量限度引き下げを導入し

たことにある [2],[3]。これを受けて我が

国でも放射線審議会が、新たな水晶体の等

価線量限度を取り入れるための検討を行う

こととし、「眼の水晶体の放射線防護検討部

会」を設置し議論を進め、2018 年 2 月に、

取り入れることが適当であるとする「眼の

水晶体に係る放射線防護の在り方について」

報告書を取りまとめた。放射線審議会はこ

の報告を受け、同年 3 月に各行政機関に意

見具申を行った。その結果を受けて、リスク

管理機関として厚生労働省では電離則の改

正を検討するために 2018 年 12 月に「眼の

水晶体の被ばく限度の見直し等に関する検

討会」を立ち上げ、検討を進めてきた。厚生

労働省では、「眼の水晶体の被ばく限度の見

直し等に関する」検討会報告書（令和元年９

月）を取りまとめ、電離則は 2021年（令和

３年）４月１日から改正施行される。この報

告書の中で「国は、水晶体への被ばく線量が

高い業務を行う事業者が、労働安全衛生マ

ネジメントシステム等の取組を着実に進め、

安全衛生管理体制を確立するための支援を

行うことが望ましい」とされた。 

 本研究班では、以前の研究班から引き続

き、医療従事者の放射線管理及び被ばくの

実態を調査し、被ばく低減方法について検

討を進めるとともに、放射線被ばくに関す

る労働安全衛生マネジメントシステムの導

入、すなわち「放射線防護マネジメントシス

テム」導入を提唱したところである。今次研

究班では、放射線防護マネジメント導入を

推進するほか、電離則遵守状況の実態把握、

及び医療従事者の眼の水晶体等価線量低減

対策に取り組む。 

 

本分担研究では、医療従事者の眼の水晶

体及び手指等の末端部の被ばく線量の適切

な評価に資するため、放射線業務従事者に

対して実施されている個人モニタリングに

関し、特に体幹部での測定で得られた線量

から妥当な眼の水晶体等価線量を推定する

手法に関する研究動向について調査し、体

幹部で測定された眼の水晶体線量評価手法

について取りまとめる。 

医療従事者を含むすべての労働者の放射

線防護については、電離放射線防止規則第

八条に規定される通り、事業者は労働者で

ある放射線業務従事者の受けた放射線の線

量について測定する義務がある。 

「第八条 事業者は、放射線業務従事者、緊

急作業に従事する労働者及び管理区域に一

時的に立ち入る労働者の管理区域内におい

て受ける外部被ばくによる線量及び内部被

ばくによる線量を測定しなければならない。 

２ 前項の規定による外部被ばくによる線

量の測定は、一センチメートル線量当量、三

ミリメートル線量当量及び七十マイクロメ

ートル線量当量のうち、実効線量及び等価

線量の別に応じて、放射線の種類及びその

有するエネルギーの値に基づき、当該外部

被ばくによる線量を算定するために適切と

認められるものについて行うものとする。」 

放射線業務従事者の外部被ばく線量は、

現行の法令では、実用量と呼ばれる単位で

測定が求められており、この量は放射線業

務従事者が装着する個人線量計を用いて測
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定される。ICRPによるソウル声明前後より

眼の水晶体等価線量評価及び線量低減につ

いては広く関心を集めており、特に画像誘

導下治療（IVR）術者の被ばく評価及び被ば

く線量低減について精力的な研究が進めら

れてきた。本研究では、IVR 術者及び補助者

等の手技中の被ばく線量に関する報告のう

ち、眼の水晶体線量と体幹部線量について

同時に評価された論文を中心に結果を取り

まとめ、体幹部での測定で得られた線量か

ら妥当な眼の水晶体等価線量を推定する手

法、及び眼の水晶体被ばく線量低減の方法

について検討する。 

 なお、分担研究者の研究担当分として、体

幹部線量からの眼の水晶体組織等価線量の

推定手法の確立について、体幹部線量から

の眼の水晶体組織等価線量の推定手法を組

み込んだ汎用ツールの開発・頒布・使用方法

の教育、等は、本事業では行わない。 

 

Ｂ．研究方法 

本分担研究では、査読付き論文のうち、医

療従事者の個人モニタリングに係る研究に

ついて収集し、内容の確認を行った。本分担

研究では医療従事者の手技ごとの体幹部線

量に対する眼の水晶体被ばく線量及び手指

等末端部線量の比について、論文中で評価

された値に基づき比較を行っている。評価

に用いた論文は、実際に IVR 術者等医療従

事者の身体各所に線量計を取り付けてモニ

タリングを行った結果を取りまとめた論文

に加え、人体を模擬したファントを用い特

定の手技の様子を模擬した実験によって求

められた結果も用いている。本分担研究で

は、査読付き論文では眼の水晶体線量のみ

を扱った論文や図表で研究の議論を進め、

数値を抽出できないものについては評価対

象から外すこととした。 

引用した論文は、表１、表２及び表３に示

す通りである。表１は主に IVR 術者に関連

した文献であり、一部 IVR 施術時の看護師、

診療放射線技師に関する論文も引用する。

表２は核医学関連で、放射性薬剤投与を実

際に行う医師・看護師の個人モニタリング

に関連する論文である。表３は整形外科医

に関連する論文で施術時の整形外科医のも

のとなる。 

 

（倫理面への配慮） 

本事業を遂行するに当たり、研究対象者

に対する人権擁護上の配慮、研究方法によ

る研究対象者に対する不利益、危険性の排

除や説明と同意（インフォームド・コンセン

ト）に関わる状況、実験動物に対する動物愛

護上の配慮等への観点を十分考慮し、医療

従事者の手技中に被ばくした体幹部、眼の

水晶体及び手指部線量を取得するという、

研究を進める手法を取らなかった。 

以上により、当該事業に関し、倫理面への

配慮が十分になされ、事業遂行に倫理面で

の問題がないと判断される。 
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 表１―１ 本研究で対象とした論文と測定・シミュレーション条件（術者等の測定、ファ

ントム試験、計算シミュレーションを含む）。主に IVR術者に対する評価。 

 対象 手技等 測定箇所 測定・評価単位 

Suzuki et al. [4] 
診療放射線技

師 
X 線撮影時の介

助 

襟部、防護眼

鏡内外（左右

とも） 
Hp(3) 

Haga et al. [5] 
IVR 術者、

看護師 
IVR 

頸部、左眼防

護眼鏡内外 
Hp(3)左眼, 

Hp(0.07)襟部 

Principi et al. [6] IC 術者 IVR 

左胸、左肩、

襟部、左耳、

左眼（防護眼

鏡なし） 

Hp(3)左眼,左
耳, Hp(10)襟
部,左肩,左胸 

Carinou et al. [7] IVR 術者 IVR 
左眼、頸部(甲
状腺)、胸部 

－ 

Pirchio et al. [8] 
IVR 術者、

技師、看護師 
IVR 

眼、襟部、体

幹部 

Hp(3)眼, 
Hp(10)襟部,体

幹部 

Anthony Higgins [9] IVR 術者 IVR 
左眼、右眼、

頸部、肩部、

胸部 
－ 

Vano et al. [10] 
IVR 術者

（泌尿器科） 
IVR(泌尿器科) 

左右防護眼鏡

外側、体幹部

（防護エプロ

ン外側） 

Hp(0.07)眼, 
Hp(10)体幹部 

Cˇ emusova et al. [11] IVR 術者 IVR 
眼、襟部、体

幹部 

Hp(3)眼, 
Hp(10), Hp(3), 
Hp(0.07), 襟
部,体幹部 

Domienik-

Andrzejewska et al. 

[12] 

IVR 術者 IVR 
左眼、右眼、

胸部、腕部 

Hp(3)眼, 
Hp(10),体幹

部,腕部 

C J Martin [13] IVR 術者 IVR 
眼、頸部（甲

状腺）、手指

部、足 
組織吸収線量 

Urboniene et al. [14] 
IVR 術者、

看護師 
IVR 眼、体幹部 

Hp(3)眼, 
Hp(10)体幹部 

S. Strocchi et al. [15] IVR 術者 IVR － － 
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 表１―２ 本研究で対象とした論文と測定・シミュレーション条件（術者等の測定、ファ

ントム試験、計算シミュレーションを含む）。主に IVR術者に対する評価。 

 対象 手技等 測定箇所 測定・評価単位 

Pekkarinen et al. [16] IVR 術者 IVR 眼、体幹部 
Hp(3)眼, 

Hp(10)襟部,体
幹部 

Alejo et al. [17] IVR 術者  
IVR(小児心臓

手術) 

防護眼鏡外、

中央、体幹部

（防護エプロ

ン外側） 

Hp(0.07)眼, 
Hp(0.07)襟部 

Lie et al. [18] IC 術者 IVR 
体幹部（防護エ

プロン外側） 

Hp(0.07)眼, 

Hp(0.07)襟部, 

Hp(10)体幹部 

Thrapsanioti et al. [19] IC 術者 IVR 

左眼、右眼、

体幹部（防護

エプロン外

側） 

Hp(3)眼, 
Hp(10)体幹部 

Nowak et al. [20] IVR 術者 IVR 

左眼、右眼、

こめかみ、頸

部、体幹部

（防護エプロ

ン内外） 

Hp(0.07), 
Hp(3)眼, 

Hp(0.07),Hp(1
0)頸部,体幹部 

Yokoyama et al. [21] IVR 術者 IVR 
左右防護眼鏡

内側外側、胸

部 

Deye, Hp(3)眼, 
Hp(10)体幹部 

Danaei et al. [22] 

IVR 術者、研

修医、看護

師、臨床検査

技師 

IVR 

額（左右及び

中央）、体幹部

（防護エプロ

ン内外） 

Hp(0.07),額, 
Hp(10)体幹部 

S´anchez et al. [23] IVR 術者  IVR 
眼、体幹部

（防護エプロ

ン内外） 

Hp(0.07)眼, 
Hp(0.07)体幹

部 

Medici et al. [24] 
泌尿器術者、

看護師 
interventional 

urology 

額（左右及び

中央）、体幹部

（防護エプロ

ン外側） 

Hp(10)体幹部 

Meijer et al. [25] IVR 術者 IVR 
額、体幹部

（又は頸部） 

Hp(3)眼, 
Hp(0.07),Hp(1
0)頸部,体幹部 
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Ｃ．研究結果及び考察 

（１）IVRにおける体幹部線量に対する眼の

表２ 本研究で対象とした論文と測定・シミュレーション条件（術者等の測定、ファント

ム試験、計算シミュレーションを含む）。主に核医学関連。 

 対象 核種等 測定箇所 測定・評価単位 

Kopec et al. [26] 

医師、看護

師、診療放射

線技師 

99mTc,131I, 
153Sm, 

眼、手指部、

体幹部 

Hp(3)眼, 
 Hp(0.07)手指

部, Hp(10)体
幹部 

Dabin et al. [27] － 

11C, 18F, 68Ga, 
90Y, 99mTc,131I, 
177Lu, 223Ra,  

眼、体幹部 
Hp(3)左眼, 

Hp(10)体幹部 

Lindholm et al. [28] － 

18F, 22Na, 57Co, 
68Ga, 99mTc, 

111In,123I,131I, 

眼、体幹部 
Hp(3)左眼, 

Hp(10)体幹部 

 

表３ 本研究で対象とした論文と測定・シミュレーション条件（術者等の測定、ファント

ム試験、計算シミュレーションを含む）。主に整形外科関係。 

 対象 術式等 測定箇所 測定・評価単位 

Kouyoumdjïan et al. 

[29] 
医師 脊椎固定術 

眼、手指部、

体幹部 

Hp(3)眼, 
 Hp(0.07)手指

部, Hp(10)体
幹部 

Taher et al. [30] 医師 
側方腰椎椎体間

固定術 

眼、頸部（甲

状腺）、腋窩、

手指部、体幹

部、臀部 

rem 

Mariscalco et al. [31] 医師 
開放及び最小侵

襲腰椎マイクロ

ディスク切除術 

頸部（甲状

腺）、手指部、

体幹部、 
rem 
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水晶体被ばく線量の比に関する検討 

本項では、IVRに従事する医療従事者の体

幹部線量に対する眼の水晶体等価線量の比

に着目して評価を行った。表４に文献から

得られた体幹部で測定・観測された線量に

対する眼の水晶体等の線量比を示す。表中

の比について、特に断りがないものについ

ては防護眼鏡の外で測定・評価された値を

採用している。 

本研究で採用した論文は、体幹部の線量、

頸部で測定された線量と眼の水晶体線量の

測定結果が示されている論文に限っている

が、IVR術者等については、眼の水晶体線量

のみ掲載・評価されている論文は非常に多

い。本研究で取り上げている論文では主に

IVR術者が中心となっており、看護師及び臨

床検査技師の結果はほとんど見られなかっ

た。臨床検査技師については、頸部で測定さ

れた線量と眼の水晶体線量との関係につい

て評価されており[4,5]、それぞれ防護眼鏡

内外での測定結果が掲載されていた。 

IVR術者の測定結果については、特に左眼

の水晶体への被ばく線量の測定に注目した

研究が多くみられるが、それらの文献の多

くは、左右差や防護眼鏡による線量低減効

果に着目した研究となっており、眼の水晶

体近傍とそれ以外の箇所との関係について

評価がなされている文献は多くはない。ま

た、実際に線量計を術者の身体各所に装着

させてモニタリングを行った研究例がある

一方で、RANDOファントムの各所に線量計を

取り付け、患者を ISO水ファントム（30 cm 

× 30 cm × 15 cmのアクリル水槽）で模

擬して照射を行う実験も実施されている。

本研究では両方の実験手法で得られた体幹

部線量に対する眼の水晶体線量の比を用い

て評価を進めている。測定に係る線量の単

位についても、研究毎に異なっているが、

2011年のソウル声明以降整備の始まった眼

の水晶体等価線量をよく推定する 3mm 個人

線量当量(Hp(3))での測定例も増えてきて

いる一方で、従来の手法としての 70㎛個人

線量当量で眼の水晶体等価線量の推定値と

しての測定も行われている。 

 

表４でまとめた通り、左右差関係なく医

療従事者の体幹部線量に対する眼の水晶体

線量の比は、0.3 から 1.3 の間で評価され

ている。これらの平均と標準偏差は、それぞ

れ 0.79及び 0.39である（図１参照）。同様

に頸部（甲状腺）で測定された線量と眼の水

晶体の比についても評価を行うと、平均と

標準偏差はそれぞれ 1.02及び 0.69であり、

0.18から 3.56の範囲で評価されている（図

２参照）。 

本研究について IVR 術者の被ばくに関して

完全に網羅したわけではないが、シミュレ

ーション計算による評価、実際に術者に線

量計を装着して測定した評価を含めている

ため、体幹部線量に対する眼の水晶体線量

の比は対数正規分布に従うことが示唆され

る。比の分布を正確に推定するにはより多

くの文献や実験データが必要となるため、

引き続きの調査が求められる。 
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 表４―１ 論文で報告されている体幹部で測定・観測された線量に対する眼の水晶体等の

線量比。主に IVR術者に対する評価。 

 対象 眼の線量/体幹部 Mean±1SD 
range () 

眼の線量/頸部 
Mean±1SD range () 

Suzuki et al. [4] 
診療放射

線技師 
－ 

1.4±0.5 (1.1 – 2.3) 右防護眼鏡外 

0.4±0.2 (0.3 – 0.7) 右防護眼鏡内側 

2.0±1.0 (1.2 – 3.6) 左防護眼鏡外 

0.7±0.6 (0.3 – 1.7) 左防護眼鏡内側 

2.0±0.7 (1.5 – 3.3) 防護眼鏡外中央 

Haga et al. [5] 

IVR 術

者、看護

師 

－ 

術者 

0.27±0.19 防護眼鏡あり 

1.26±1.21 防護眼鏡なし 

看護師 

0.80±0.69 

Principi et al. [6] IC 術者 

PA 

0.77±0.18 

LAO 

0.56±0.09 

PA 

1.1±0.2 

LAO 

1.0±0.2 

Carinou et al. [7] IVR 術者 0.9±0.4 (0.38 – 1.86) (0.52 – 1.77) 

Pirchio et al. [8] 

IVR 術

者、技

師、看護

師 

IVR 術者：1.0±0.2 (0.7 – 1.38) 

技師：(0.71 – 0.90) 

IVR 術者 

(0.5 – 0.9) 

Anthony Higgins 

[9] 
IVR 術者 

0.3±0.1 (0.21 – 0.43) 左眼 

0.54±0.04 (0.56 – 0.58) 右眼 

0.57±0.01 (0.50 – 0.58) 額 

0.36±0.14 (0.18 – 0.54) 左眼 

0.60±0.22 (0.21 – 0.81) 右眼 

0.61±0.21 (0.21 – 0.77) 額 

Vano et al. [10] 

IVR 術者

（泌尿器

科） 

0.48 左防護眼鏡外側 

0.55 右防護眼鏡外側 

0.52 防護眼鏡中央 

－ 

Cˇ emusova et al. 

[11] 
IVR 術者 0.77±0.10 (0.63 – 0.86) 1.1±0.3 (0.77 – 1.45) 

Domienik-

Andrzejewska et 

al. [12] 

IVR 術者 
0.70±0.37  左眼 

0.42±0.28  右眼 
－ 

C J Martin [13] IVR 術者 － 0.8 

Urboniene et al. 

[14] 

IVR 術

者、看護

師 

IVR 術者：0.76±0.54 (0.13 – 2.32) 

看護師：0.73±0.95 (0.01 – 3.01) 
－ 
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表 4―２ 論文で報告されている体幹部で測定・観測された線量に対する眼の水晶体等の

線量比。主に IVR術者に対する評価。 

 対象 眼の線量/体幹部 Mean±1SD range () 眼の線量/頸部 
Mean±1SD range () 

S. Strocchi et al. [15] IVR 術者 
防護眼鏡無：0.67±0.09 (0.56 – 0.77) 

防護眼鏡有：0.16±0.04 (0.10 – 0.25) 
－ 

Pekkarinen et al. [16] IVR 術者 0.53 － 

Alejo et al. [17] IVR 術者   (0.33 – 0.40) 防護眼鏡中央 － 

Lie et al. [18] IC 術者 0.75 (0.39 – 1.37) － 

Thrapsanioti et al. 

[19] 
IC 術者 

0.71±0.53  左眼 

0.30±0.33  右眼 
－ 

Nowak et al. [20] IVR 術者 0.46±0.23 (0.28 – 0.72) － 

Yokoyama et al. [21] IVR 術者 0.76 － 

Danaei et al. [22] 

IVR 術者、研

修医、看護

師、臨床検査

技師 

術者 

1.33 左眼 

1.24 右眼 

1.00 額中央 

研修医 

0.83 左眼 

1.00 右眼 

0.89 額中央 

看護師 

1.33 左眼 

1.23 右眼 

1.32 額中央 

臨床検査技師 

4.50 左眼 

4.00 右眼 

3.50 額中央 

－ 

S´anchez et al. [23] IVR 術者  0.88 0.32 

Medici et al. [24] 
泌尿器術者、

看護師 

術者：0.9 ± 0.4 額中央 

看護師：2.6 ± 1.6 額中央 
－ 

Meijer et al. [25] IVR 術者 0.36 － 
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本研究班で導入を進めている放射線防護

マネジメントシステムでは、医療従事者の 

 

施術・業務中の被ばくを事前にリスクアセ

スメントによって洗い出し、線量計装着の

図１ 文献値による IVR従事者の体幹部線量に対する眼の水晶体線量の比の分布。全職

種を含んでいる。 

図２ 文献値による IVR従事者の頸部線量に対する眼の水晶体線量の比の分布。全職種

を含んでいる。 

－68－



 

11 
 

個数を決定する。その際に、体幹部にひと

つ、または防護エプロンの内外で二つ（不均

等被ばくであるため）装着する場合、眼の水

晶体近傍に線量計を装着することはない。

その際に、体幹部（胸部）防護エプロン上に

装着した線量計から、眼の水晶体の線量を

推定する際に 0.79 倍することで線量の概

算が可能であることが示唆される。同様に、

眼の近傍の代替案として頸部に線量計を装

着した場合にも、1.02 倍、つまり眼の水晶

体線量は頸部で計測された線量の値と同じ

と推定してよいことが示唆される。この事

実は放射線防護上の運用の観点からも重要

であり、IVRについては医療従事者の職種に

関わらず体幹部線量を確実にモニタリング

することで眼の水晶体線量等価線量の良好

な推定が得られることが期待できる。法令

遵守及び労働安全衛生マネジメントに基づ

く業務改善のための被ばく線量低減の観点

から、眼の水晶体等価線量の推定に対して

は、例えば体幹部線量に対する眼の水晶体

線量の比を 1.57（=0.79+2×0.39）として推

定する運用も考えられる。眼の水晶体線量

が体幹部線量に対して常に大きめの推定値

をとる評価を導入することで、眼の水晶体

線量低減のために、施術時の被ばく線量低

減対策導入をすすめることも期待できる。

同様に頸部（甲状腺）で測定された線量と眼

の水晶体の比についても 1.02+2×0.69=2.4

を導入すれば、より厳しい放射線管理も可

能となるが、これは放射線防護マネジメン

トを導入した各病院に委ねられるものと考

えられる。 

 今回、体幹部線量に対する眼の水晶体線

量の比の評価では、左眼と右眼についての

差の評価はできなかった。いくつかの文献

では、線量比の左右差について評価されて

おり、平均値では差が認められるものの標

準偏差が大きいため統計的に有意な差が認

められなかった。本分担研究の評価の目的

は、眼の水晶体近傍に線量計を装着しなか

った場合に体幹部線量から眼の水晶体線量

の良い推定を得る手法の検討である。眼の

水晶体が「もっとも被ばくする部位」との認

識が共有されている場合には、それに応じ

て眼の水晶体追加モニタリングが適切に実

施されるべきである。 

 今回評価に採用した論文を含め、職種に

より眼の水晶体線量に差があることを指摘

する文献が見られる[4,5,22,24]。本研究で

は、全職種に対して体幹部線量に対する眼

の水晶体線量の比の評価を行った。IVRにつ

いては、術者が最も線源であるエックス線

装置に近いため個人モニタリングの対象と

して測定・シミュレーション計算の事例が

多い。同様に、看護師及び診療放射線技師に

ついてもモニタリングやシミュレーション

の事例が増えれば、施術時の役割の違いや

立ち位置の違いによる差異が認められるこ

とが考えられる。 

 

 表５では、核医学の分野における医療従

事者の体幹部線量に対する眼の水晶体線量

の比についてまとめたものを示す。左右差

関係なく医療従事者の体幹部線量に対する

眼の水晶体線量の比は、0.2 から 3.6 の間

で評価されている。これらの平均と標準偏

差は、それぞれ 0.82 及び 0.48 と評価され

る（図３参照）。 

上述のとおり IVR 術者に対しては全職種で

体幹部線量に対する眼の水晶体線量の比は

平均で 0.79と評価されており、核医学分野

における医療従事者の体幹部線量に対する

眼の水晶体線量の比と近い値が得られてい
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る。被ばく源は、IVR術者は主にエックス線

装置の散乱線であり、核医学関連の医療従

事者は放射性薬剤からのγ線、β線及びβ

線放出にともなう制動放射線である。これ

らは線種、エネルギー分布も大きく異なる

が、被ばく線量の測定結果は近い値が得ら

れている。この原因にはいくつか考えられ

るが、線量計の応答があるエネルギー範囲

で一定の値をとることも一つとして挙げら

れる。線量計応答についての調査は、本分担

研究の中でも実施したが、100 keV 以上の

γ線エックス線に対しては比較的一定の応

答を取る線量計が多い。一方で、IVR術者が

受ける散乱エックス線のエネルギーは 20 

keV から 100 keV と評価されており、その

エネルギー範囲では線量計の応答は 1.5 倍

程度大きめになる線量計が多い。核医学の

場合にはγ線についてはさらにエネルギー

は高くなるが、線量計の応答は概ね一定に

なる領域であり、測定条件としては良い条

件で測定できることになる。また、線源が異

なるにも関わらず、IVRと核医学関連の異な

表５ 核医学関連の作業者による体幹部で測定・観測された線量に対する眼の水晶体等の

線量比。 

 対象 眼の線量/体幹部 Mean±
1SD range () 

手指部の線量/体幹部 
Mean±1SD range () 

Kopec et al. [26] 

医師、看護

師、診療放射

線技師 

0.74±0.32 (0.2 – 1.0) 62.6±24.2 (1.3 – 322) 

Dabin et al. [27] － 1.37±0.42 － 

Lindholm et al. [28] － 0.77±0.51 (0.13 – 2.0) － 

 

図２ 文献値による核医学に従事する医療従事者の体幹部線量に対する眼の水晶体線

量の比の分布。全職種を含んでいる。 
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る業務での医療従事者の体幹部線量に対す

る眼の水晶体線量の比が近くなる理由とし

て、エックス線源または放射性薬剤と術者・

作業者の体幹部、眼の水晶体の位置関係が

近いことも考慮される。いずれの施術・業務

についても、線源は手の届く範囲近くにあ

ることになり、線源と体幹部、線源と眼の水

晶体の距離に大きな変化がないことが予想

される。 

いずれにしても、本研究で測定の事例が非

常に少ないため、核医学分野における眼の

水晶体モニタリングの事例調査は今後進め

られなければならないと考えられる。 

 体幹部に対する手指部線量の比について

は、表５に示す通り非常に幅広く平均は

62.6、標準偏差が 24.2 と評価された。範囲

も 1.3 から 322 となっており、単純に係数

を導入して手指の被ばく線量を精度よく推

定するのは難しい。これについてはこれま

で同様に、手指部のモニタリングに加え

ORAMED[32]でも提案、評価されていた通り、

モンテカルロシミュレーションによる作業

ごとの手指部の線量予測は放射線防護上有

効であると考えられる。 

 

表６では、整形外科医の体幹部線量に対

する眼の水晶体線量の比の評価結果を示す。

いずれの論文にも眼の水晶体モニタリング

について左右の記述はなかった。整形外科

医の体幹部線量に対する眼の水晶体線量の

比は、0.51から 243の間で評価されている。

これらの平均と標準偏差は、それぞれ 43及

び 82と評価される。整形外科医の体幹部線

量に対する眼の水晶体の線量比は、本研究

で扱った IVR 及び核医学関連の医療従事者

の評価で得らえた体幹部線量に対する眼の

水晶体の比と比較して４０倍以上との結果

となった。これは他の術式・業務と比較して

も極端に大きな値であり、この値を用いて

体幹部で測定された線量から眼の水晶体線

量を予測することは困難である。特に、文献

[29]で得られている比は、ほかの文献と比

較して極端に大きい。この理由は文献を比

較する限り明瞭ではないが、体幹部で観測

された線量が低い可能性がある。これは、文

献[29]では体幹部モニタリングを防護エプ

ロン上に設置された電子式個人線量計で行

っており、場合によっては数え落としによ

り実際の被ばく線量を過小評価している可

能性があるためである。TLDによる測定が行

われていた他の文献[30,31]では、体幹部で

測定された線量は眼の近傍で測定された線

量と比較的近い線量が観測されている。そ

の場合、本研究で評価した IVR 術者に近い

比が得られており、IVRに従事する医療従事

者と同様の推定も可能といえる。いずれに

しても整形外科医の業務についてはさらな

る調査が必要である。 

表６ 整形外科医の体幹部で測定・観測された線量に対する眼の水晶体等の線量比。 

 対象 眼の線量/体幹部 Mean±1SD 
range () 

手指部の線量/体幹部 
Mean±1SD range () 

Kouyoumdjïan et al. [29] 医師 67±98 (10 – 243) 270±270 (94 – 751) 

Taher et al. [31] 医師 6.1 24 

Mariscalco et al. [32] 医師 0.64±0.18 (0.51 – 0.76) 1.9±1.0 (1.2 – 2.6) 
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 体幹部線量に対する、手指部の線量の比

は、眼の水晶体線量の比よりもさらに高く、 

平均で 177±248（1SD）であり、範囲は 1.2

から 751 までとなっている。これは、体幹

部線量に対する眼の水晶体線量の比と比較

してさらに大きいことに加え、範囲も約７

５０倍に達する報告がある。このことは、整

形外科医が手技中に手指部をエックス線の

線錐内に入れることにも起因していると考

えられる。この評価からも、整形外科医の手

指部のモニタリングは確実に行われる必要

がある。 

 

 IVR 術者に関する放射線防護については

非常に多くの研究があり、本研究では特に

防護眼鏡による眼の水晶体被ばく線量の低

減効果についてのレビュー論文を取り上げ

る。Caterina Petrucciはその論文で、防護

眼鏡による眼の水晶体線量の低減効果を、

Dose Reduction Factor (DRF)として定義し

て評価を行っている[33]。 

 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷 = 防護眼鏡無での線量

防護眼鏡下での線量
 

 

この式に従うと、眼鏡による防護が適切に

働いている場合は防護眼鏡下で測定される

線量は低くなるため、DRFは 1以上となる。 

 Caterina Petrucci のレビュー論文では

IVR におけるあらゆる照射条件を扱ってい

図３ IVR術者の防護眼鏡装着による DRFの分布。文献３３図より引用[33]。 
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ることから、DRFの分布が非常に広くなって

いることを示している（図３参照）。当該論

文では、DRF の平均値は 2.0 と求めている

ほか、対数正規分布に従う DRF のフィッテ

ィングから、DRF の平均値を 1.50、標準偏

差を 0.73 と評価している。前掲のとおり、

体幹部線量から眼の水晶体線量を評価する

場合、その比を 1.57（=0.79+2×0.39）とし

て推定する際に、医療従事者が確実に防護

眼鏡を装着している状況であれば、DRFの導

入を考慮して、眼の水晶体線量は体幹部線

量と同じ値と考えることができる。ただし、

体幹部線量に対する眼の水晶体線量の比は、

DRF 同様に対数正規分布に従うことが示唆

されるものの、データ数が少なく正確な推

定は困難である。また、その他の術式・業務

については利用できるデータが限られてい

るため、当該分野における計測やシミュレ

ーションによる評価が期待される。 

 

Ｄ．結論及び今後の課題 

本研究では、IVR術者及び補助者等の手技

中の被ばく線量に関する報告のうち、眼の

水晶体線量と体幹部線量について同時に評

価された論文を中心に結果を取りまとめ、

体幹部での測定で得られた線量から妥当な

眼の水晶体等価線量を推定する手法、及び

眼の水晶体被ばく線量低減の方法について

検討した。本研究では、査読付き論文のう

ち、医療従事者の個人モニタリングに係る

研究について検索・収集を行い、眼の水晶体

線量の測定と同時に体幹部・頸部等での測

定を行っている論文に注目した。それらの

論文から医療従事者の手技ごとの体幹部線

量に対する眼の水晶体被ばく線量及び手指

等末端部線量の比を抽出して比較した。評

価に用いた論文は、実際に IVR 術者等医療

従事者の身体各所に線量計を取り付けてモ

ニタリングを行った結果を取りまとめた論

文に加え、人体を模擬したファントを用い

特定の手技の様子を模擬した実験によって

求められた結果も用いている。 

本研究でまとめた結果、IVRに従事する医

療従事者の体幹部線量に対する眼の水晶体

線量の比は、左右差関係なく 0.3 から 1.3

の間で評価されており、平均と標準偏差は、

それぞれ 0.79 及び 0.39 であった。同様に

頸部（甲状腺）で測定された線量と眼の水晶

体の比は平均 1.02 であり、標準偏差 0.69

であった。この評価では、医療従事者の防護

エプロンの上に装着された線量計の指示値

と眼の水晶体線量との比を取得しているた

め、体幹部での測定値に 0.8 倍することで

眼の水晶体線量の推定は可能である。しか

しながら、本研究の調査の範囲では、体幹部

線量に対する眼の水晶体の比は対数正規分

布に従う。また、0.8倍することでは放射線

防護上保守的な見積もりとは言えないこと

から、例えば体幹部線量に対する眼の水晶

体線量の比を 1.57（=0.79+2×0.39）として

推定することを提案する。 

IVR 術者に対する防護眼鏡による線量低

減効果を評価したレビュー論文が公開され

ている[33]。その評価結果では、IVR術者の

防護眼鏡装着による線量低減効果の平均値

は 2.0 と評価されており、対数正規分布に

従うフィッティングからは、平均値を 1.50、

標準偏差を 0.73と評価している。放射線防

護マネジメントシステムが導入されている

医療現場において、エプロン上に装着され

た線量計の指示値から眼の水晶体線量を評

価する場合、医療従事者が確実に防護眼鏡

を装着している状況であれば、線量低減効

果は考慮に入れる必要があるため、眼の水

－73－
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晶体線量は体幹部線量と同じ値として推定

することも妥当である。 

  

本研究事業は３か年で終了であるが、医

療従事者の被ばく低減に向けた解決すべき

課題と今後の展開について列挙する。 

 

 本研究では、IVR術者を中心とした IVRに

従事する医療従事者の眼の水晶体線量の評

価について、体幹部で測定された線量から

眼の水晶体線量を推定する手法を検討した。

検討に際しては、IVRにおけるあらゆる手技

を評価に加えることは非常に困難である。

放射線防護上の保守的な視点からは、不均

等被ばくの起こりうるあらゆる医療従事者

は眼の水晶体線量を測定されることが望ま

しい。しかしながら、被ばく線量が低い場合

に眼の水晶体線量を測定するための線量計

を準備することは放射線管理担当者からし

ても煩雑に感じるところである。また、小規

模な事業所の場合には眼の水晶体線量計の

みならず、体幹部モニタリング用の線量計

を準備することも難しい状況が明らかとな

っている。これらを解決するうえで一つの

回答となるのが、体幹部線量から眼の水晶

体線量を予測できるツールの開発であろう。 

 例えば欧州で 2014-2018 年に行われた共

同研究である PODIUM (personal online 

dosimetry using computational 

methods)[34]では、IVR術者の手技中の体の

向き、位置をカメラで撮影し、別途動き解析

を行って手技中全体での IVR 術者の被ばく

線量をコンピュータシミュレーションによ

って推定することを提案している。このツ

ールは主に IVR 術者の被ばく線量評価を対

象としたツールであるが、画像透視下で手

技を行う医師は非常に多岐にわたっている

ことから、手技に用いるエックス線装置も

含めて様々な手技に対応できるツールの早

期開発が望まれる。 

 

 不均等被ばく状況における実効線量の評

価について、鉛エプロンを装着し、頭頸部と

鉛エプロン内側に２個線量計を装着した場

合の実効線量の計算は、以下の式に従って

行われることが一般的である。 

 

𝐸𝐸 = 0.11𝐻𝐻𝑎𝑎 + 0.89𝐻𝐻𝑏𝑏 
ここで、 

E：実効線量（Sv） 

Ha：頭頚部で測定された線量（Sv） 

Hb：胸部・体幹部で測定された線量（Sv） 

である。 

 一方で、Niklason method と呼ばれる線量

計算アルゴリズム[18]では、同じ体幹部の

鉛エプロン内側に装着した線量計と、頭頚

部モニタリングに必要な襟部線量計の２つ

を装着した医療従事者の実効線量は以下の

式で評価できる。 

 

𝐸𝐸 = 0.06(𝐻𝐻𝐶𝐶𝐶𝐶−𝐻𝐻𝑈𝑈) + 𝐻𝐻𝑈𝑈 
ここで、 

E：実効線量（Sv） 

HCD：襟部で測定された線量（Sv） 

HU：体幹部の鉛エプロン内で測定された線

量（Sv） 

である。 

我が国で一般的に用いられている式と比較

して、Niklason methodでは頭頚部で測定さ

れる線量の実効線量全体への寄与が半分程

度となることがわかる。 

 法令における報告値は、各線量計の指示

値を直接報告するのではなく、体幹部の線

量であれば実効線量であり、眼の水晶体及

－74－
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び末端部は等価線量である。本研究では体

幹部で促成された線量からの指示値で眼の

水晶体線量を推定する手法について検討を

行ったが、不均等被ばく状況での医療従事

者の実効線量の評価についても今後検討を

加えるべきである。
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「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」 

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書 

Augmented Reality (AR) を利用した体験型放射線防護教育の提案 

（新たな放射線防護教育の在り方） 

 

研究分担者 盛武 敬 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子生命・医学部門 

放射線医学研究所放射線規制科学研究部 部長 

研究協力者 松崎 賢 社会医療法人財団池友会新小文字病院放射線科 

研究要旨 

令和 3 年 4 月 1 日より電離放射線障害防止規則が改正され、放射線安全利用に関する情

報が多数提供されるようになってきた。また、第 14次労働災害防止計画では、医療機関に

対して、放射線被ばく管理に関する労働安全衛生マネジメントシステムの導入を支援する

ことや Digital Transformation（DX）の利用も期待されている。そこで本報告では、

Augmented Reality（AR）を利用した新しい防護教育を提案し、実際の教育を通して得た知

見から、今後の放射線防護教育の在り方について検討した。 

外部放射線防護の 3原則の距離、遮蔽に関する事項の学習に限定し、血管造影検査室での

放射線診療を想定した実寸サイズの散乱線をカラーマップで表現した。その他にも、医療現

場で使用される装置や寝台、患者、防護カーテンなども併せて AR画像とし、実際の医療現

場に没入できるようなアプリケーションを開発した。作成した ARアプリケーションを使用

して、幅広い年齢層を対象とした放射線防護教育を実践した。 

ARを利用した新しい放射線防護教育は、あらゆる世代で理解が促進されると評価された。

特に、AR による体験型教育が、外部放射線防護の 3 原則の距離、遮蔽の理解に役立ったと

いう感想が多かった。これは、模擬（AR化）した放射線診療装置の周囲を、iPadを持って

移動し、自身の立ち位置や遮蔽効果による線量の多寡を直接可視化できたという体験型教

育の効果が主要因だと考えられる。教育には実地教育（On-the-Job Training: OJT）と、座

学による教育（Off-the-Job Training: Off-JT）がある。どちらも重要ではあるが、Off- JT

は通り一遍な教育が多く、習得にも限界がある。そこで、学習者の記憶に残りやすいといわ

れている体験型教育を取り入れることが有効であると推察される。 

今後の放射線防護教育の在り方として AR といった DX 化された教材は有効であり、積極

的な利活用が適切な放射線防護教育における理解の促進の上で期待できる。 
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Ａ．研究目的 

令和 3 年 4 月 1 日より電離放射線障害防

止規則が改正され、新たな水晶体等価線量

限度の適応が始まった。それに伴い、水晶体

被ばく低減や最適化の取り組みを円滑に進

めるためのガイドラインが関連学会より策

定され、放射線安全利用に関する情報が多

数提供されるようになってきた。また、厚生

労働省が労働災害を防止することを目的に

重点的に取り組む事項を定めた第 14 次労

働災害防止計画では、医療機関に対して、放

射線被ばく管理に関する労働安全衛生マネ

ジメントシステムの導入を支援することと

なっている[1]。この取り組みの中では、安

全衛生教育の促進を図ることが求められて

おり、Virtual reality（VR）や Artificial 

Intelligence（ AI）等の活用といった

Digital Transformation（DX）の利活用も

期待されている。 

それに準じた取り組みとして、我々は

Augmented Reality（AR）を利用して散乱線

を可視化させ、それを活用した放射線防護

教育を医療従事者に対して実施した[2]。そ

の結果、モチベーションという観点から有

効であることを報告した。しかし、放射線業

務に数年間従事したスタッフに対して教育

を実施しており、とりわけ放射線防護の初

学者に対して AR 教育を実施した際の反応

は、わかっていない。 

そこで本報告では、被ばく低減のための

個別支援として、ARを利用した放射線防護

のための新しい教育方法を提案し、初学者

である一般の方々を対象に行った教育から

得た知見より、今後の放射線防護教育の在

り方について検討する。 

 

Ｂ．方法 

1．放射線防護教育のための ARアプリケー

ションの作成 

放射線診療装置（線源）から離れることの

有効性と、寝台に備え付けられている防護

カーテンの遮蔽効果を学習することを目的

に、血管造影検査室での散乱線の広がりを

カラーマップで表現した。いわゆる、外部放

射線防護の 3 原則である距離、遮蔽を視覚

的に理解できることを目指した。これらの

条件下でのカラーマップを AR 画像として

作成し、実寸サイズで表現した。 

初学者を対象とすることを想定した場合、

表示する AR画像は、医療現場の風景をイメ

ージしやすいような工夫が求められる。そ

こで、医療現場で使用される装置や寝台、患

者、防護カーテンなどの AR画像も併せて作

成し、実際の医療現場に没入できるような

アプリケーションを作成し、iPadといった

モバイル端末に実装した。 

 

2．ARアプリケーションを利用した放射線防

護教育の機会 

今回、初学者である一般市民の方々を対

象に AR を利用した放射線防護のための教

育を実践できる 3 つの機会を得た。それぞ

れ年齢層、規模など異なるため、それらの活

動について報告する。なお、本活動はアウト

リーチ活動としても位置付けされる。 

2-1．国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構で行われた「一般公開」 

一般市民の方々に向け、科学技術と研究

者の活動成果を広く知って頂く取り組みと

して一般公開がある。今回、国立研究開発法

人量子科学技術研究開発機構（QST）で 2022

年 10月 23日、2023年 10月 22日に実施さ

れた一般公開の場を利用し、防護教育を実

施した。 
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対象者は一般公開の参加者であり、年齢、

性別、職種、被ばく歴等は問わない全ての一

般市民とした。本活動は予約制とし、対象者

に整理券を配布して午前 3 枠、午後 3 枠の

教育機会を設けた。各枠は 5 名までとし、

所要時間は 20分程度とした。枠内で行われ

る学習は 2 部制とし、前半では 5 分程度の

簡便な放射線の基礎について講習を実施し

た。後半は、1人 5分程度の AR を利用した

距離の減弱と防護カーテンの遮蔽効果につ

いて学習する体験型教育を実施した。血管

造影検査の寝台を模擬した机の上に作成し

た AR を描出し、その周囲を iPad を持って

（又はヘッドマウントディスプレイ装着し

て）移動していただき、自身の立ち位置にお

ける散乱線量の多寡を視覚的に確認すると

いった教育内容とした。 

2-2．国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構で行われた「スーパーサイエンスス

クール」 

文部科学省の指定した高等学校等におけ

る生徒に対して、先進的な科学技術教育を

実施し、生徒の科学的な探究能力を培うこ

とで国際的に活躍できる人材の育成を目指

した取り組みとしてスーパーサイエンスス

クール（SSH）がある。QST においても、こ

の SSH が実施されており、その教育の一部

で、ARを利用した防護教育を実施した。 

調査対象者は SSH に指定された高等学校

に通う生徒とした。学習方法は一般公開同

様 2 部制とし、5 分程度の簡便な放射線の

基礎講習と、1人 5分程度の AR における防

護教育を実施した。学習内容は、iPadやヘ

ッドマウントディスプレイを使用して、AR

化された散乱線の距離の減弱と防護カーテ

ンの遮蔽効果を閲覧する体験型教育を実施

した。 

2-3．千葉市科学館で行われた「大人が楽し

む科学教室」 

千葉市科学館では、大人が楽しむための

科学教室が定期的（月に 2〜4回）に開催さ

れている。今回、この科学教室で講演する機

会を得たため、成人を対象とした ARによる

防護教育を実施した。 

対象者は一般応募によって選抜された性

別、職種、被ばく歴等を問わない成人とし

た。学習方法は、これまで同様、講習と体験

型教育を実施した。まず講習では、放射線の

基礎と最新の放射線診療装置、放射線診療

に伴う被ばく、被ばく防護のための考え方

といった多岐にわたる内容とした。次いで、

iPad を利用して AR による体験型防護教育

を実施した。講習は 50分程度、体験型教育

は 1人 5分程度実施した。 

 

Ｃ．研究結果  

1．放射線防護教育のための ARアプリケー

ションの作成 

 血管造影検査室の散乱線の距離に伴う減

弱と防護カーテンの遮蔽効果を AR で表現

したアプリケーションを作成した（図 1）。

初学者でも理解しやすいように、散乱線量

の高い場所を暖色（赤）、低い場所を寒色（青）

で表現した。また、医療現場で使用される装

置や寝台、患者、防護カーテンなどの AR画

像も併せて作成したことで、実際の医療現

場をイメージしやすくした。 
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図 1 模擬した血管造影検査室と散乱線カラーマップの AR画像 。紫色の AR画像（矢印）は

防護カーテン。Aは防護カーテンが無い側のカメラ画像、Bは Aの AR画像。Cと Eは防護カ

ーテンがある側のカメラ画像、D と F はそれぞれの AR 画像。B の人の立ち位置ではカラー

マップが暖色になっているのに対し、Dでは寒色になっており、防護カーテンの遮蔽効果が

視覚的に確認できる。また Fでは、距離による減弱が視認できる。 

(A) (B) 

(C) (D) 

(E) (F) 
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2．ARアプリケーションを利用した放射線防

護教育の機会 

2-1．国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構で行われた「一般公開」 

QST における一般公開の参加人数を表 1

に示す。どちらの年でも 30 名を超える参加

者が集まり、2022 年では午前・午後、共に

1枠追加した。対象年齢は未就学児から小学

生が多かったが、時間の許す限り付き添い

のご家族にも体験型教育を実施した（図 2）。 

実際の教育では、対象年齢が低いこともあ

り、平易な言葉を選んで説明を行った。その

結果、高学年の小学生や付き添いのご家族

からは、距離による減弱や防護カーテンの

遮蔽効果を、ARによって体験することで理

解の促進に繋がったという感想を多く頂く

ことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2．国立研究開発法人量子科学技術研究開

発機構で行われた「スーパーサイエンスス

クール」 

SSHで実施した AR教育に参加できた人数

は 5名であった（表 1）。説明は平易な言葉

を使って行った。一般公開同様、ARを利用

することで、理解の促進に繋がったという

声を頂けた（図 3）。 

 

2-3．千葉市科学館で行われた「大人が楽し

む科学教室」 

参加者の大多数は 70 歳代以上であり（表

1）、患者として放射線診療の経験がある方

が何名かいた。また、自身の被ばくについて

非常に興味を持っていた反面、医療従事者

の被ばくについては知識としてなかった方

教育機会 参加人数 年齢層 

一般公開 (2022) 40 名以上 未就学児〜小学

生 (付き添い家

族も含む) 
一般公開 (2023) 30 名以上 

スーパーサイエン

ススクール 
5 名 高校生 

大人が楽しむ科学

教室 
30 名程 

40歳代以上 (半

数は 70歳代以

上) 

表 1 各教育機会における参加人数と年齢層 

図 2 一般公開の学習風景 

図 3 SSH の学習風景 
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がいた。学習内容に関して、外部放射線防護

の 3原則を ARによって視覚的に体験するこ

とができ、理解が進んだという意見が多く

あった（図 4）。この教育を契機に、放射線

被ばくについて正しく理解し、真剣に向き

合うことを望む声もあった。 

 

Ｄ．考察 

ARを利用した放射線防護の 3原則の距離、

遮蔽を視覚的に学習できるアプリケーショ

ンを開発し、新しい防護教育方法として実

践した。その結果、あらゆる世代で理解の促

進に繋がったと評価された。 

近年、経路案内やゲームといった様々な

シチュエーションで AR を利活用したアプ

リケーションがある。すなわち、ARをはじ

めとした DX 化されたツールは、現代の人に

とって身近なものとなっていると考えられ

る。その観点から、今回開発したアプリケー

ションも万人に受け入れやすいものだと推

察できる。また、放射線診療装置や寝台、患

者などを AR 画像として表示させることで、

病院に縁遠い高校生以下の若年層でも実際

の医療現場をイメージしやすくなったと考

えられる。いっぽう、高齢層では、実際に病

院で検査・治療を受ける経験もあるため、よ

り身近なものとして医療現場をイメージし

やすかったであろう。 

放射線は、直接、視覚や聴覚といった感

覚で認知することはできない。それが放射

線防護を正しく理解することの妨げになっ

ていると考えられる。しかしながら、今回

の結果から、開発したアプリケーションは

幅広い年齢層でも放射線防護を学習する教

材として有効であることが推察できる。こ

れは、模擬（AR化）した医療現場で、自

身の立ち位置や遮蔽効果による線量の多寡

を直接可視化できたという体験が大きな要

因だと考える。いわゆる、体験型教育の効

果である。 

教育には大きく分けて 2種類ある。1つ

目は、実際の現場で実技を通して直接教育

するような実地教育（On-the-Job 

Training: OJT）であり、実践的なスキル

を身につけるために実施される。医療現場

においても実習という形で多くのスッタフ

が受けているであろう。放射線防護の事例

では、医療従事者の個人被ばく線量計や防

護具の適切な装着を現場で直接指導すると

いった OJTが報告されている[3]。2つ目

は座学による教育（Off-the-Job 

Training: Off-JT）であり、知識や情報を

習得するために実施される。主に、実地教

育の前に行われる。どちらも重要ではある

が、Off- JTは通り一遍な教育が多く、習

得にも限界がある。特に放射線のような視

覚といった感覚で捉えることができないも

のは、正しい知識を習得することは難しい

であろう。そこで、単に座学による教育を

実施するのではなく、体験型の教育を実施

することが有効であると考える。体験型教

育は、ラーニングピラミッドの中でも下層

に位置しており、学習者の記憶に残りやす

図 4 大人が楽しむ科学教室の学習風景 
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いことが報告されている[4]。2023年 4月

より始まった第 14次労働災害防止計画に

も準じており[1]、今後の放射線防護教育

の在り方として積極的に利活用されること

が望ましいと考える。 

 

Ｅ．結論 

被ばく低減のための個別支援として AR

を利用した放射線防護のための体験型教育

を提案し、初学者である一般の方々を対象

に教育を実践した。その結果、外部放射線防

護の 3 原則である距離、遮蔽に関して理解

されたという声が多く寄せられた。今後の

放射線防護教育の在り方として、ARといっ

た DX化された教材は有効であり、積極的な

利活用が適切な放射線防護教育における理

解の促進の上で期待できる。 
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労災疾病臨床研究事業費補助金
「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書

血管撮影室における線量管理の実際とこれから

(RADIREC. Webサービス体制の紹介)

研究分担者 盛武 敬 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子生命・医学部門

放射線医学研究所 放射線規制科学研究部 部長

研究協力者 茂呂田 孝一 社会医療法人財団池友会新小文字病院放射線科

研究要旨

患者の医療被ばくを正確に把握し、その原因究明や防護対策を実施することは、即ち、放

射線業務従事者の職業被ばくの低減に他ならない。そこで、放射線防護マネジメントシステ

ムを運用する前段階として、血管撮影を受ける患者について医療被ばくの実態を調査した。

本研究では、血管撮影装置に実装が義務化された医用画像の通信規格である DICOM の線

量レポート（DICOM-RDSR）が開発された経緯を調査した。その上で、自施設において自主開

発した DICOM-RDSRを用いた線量管理サーバーの使用経験を紹介し、その後に導入した製品

としての線量管理サーバーの利点と限界を検証した。さらに、収集された情報を基に、患者

の最大入射皮膚線量の推定法について検討した。

患者の医療被ばくの推定では、蛍光ガラス線量計等の放射線測定器を用いた実測を実施

して、初めてその正確性や誤差が評価できることから、推定値の精度を担保するためには実

測は欠かせない。

この実測をサポートする体制として、今回、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

量子生命・医学部門放射線医学研究所において、RADIREC. Webサービスの開設準備が整っ

たので紹介する。

Ａ. はじめに

2020年 4月 1日に医療法施行規則の一部

改正により検査ごとの線量記録と管理が義

務化された。その背景には、CT（Computed 

Tomography）検査や IVR（Interventional 

Radiology）に起因する皮膚障害などの発生

がある[1-7]。特に、IVRが施行され始めた

1980年後半からその普及とともに放射線皮

膚障害の報告が散見されるようになり、

1990年半ば以降増加している。

血管撮影室において患者被ばく管理の参

考となる線量情報として、国際放射線防護

委員会（ International Commission on 

Radiological Protection: ICRP）は、3 Gy

を超えるか、繰り返される手技で 1 Gyを超

えた IVR 症例の経過観察を推奨している

[8]。また、米国放射線防護審議会（National 

Council of Radiation Protection and 
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Measurements: NCRP）は、MSD （Maximum 

Skin Dose）: 3 Gy、Ka,r（Incident air kerma 

at the reference point）: 5 Gy、PKA（Air 

kerma area product）: 500 Gy cm2、透視

時間: 60分を参考とすべき線量指標として

いる[9]。筆者らは、自施設で DICOM（Digital 

Imaging and Communications in Medicine）

-RDSR（Radiation Dose Structured Report）

を用いた調査を行ったところ、血管撮影を

受けた患者の最大入射皮膚線量が 3 Gyを超

えた症例は、頭頚部領域で 16.7%、心臓領域

で 27.3%存在することがわかった[10]。線量

管理をマネジメントする上で必要な情報源

として、DICOM-RDSRを利用した。DICOM-RDSR

の開発から発展の経過を図１に示す。 

 

Ｂ. 研究方法・研究結果 

１. DICOM-RDSRについて 

1983年、米国放射線学会と北米電子機器

工業は共同で医療機器の相互通信規格の開

発に着手し、改良を経て 1993年には DICOM

規格が完成している。2005 年には線量情報

図１ DICOM-RDSRの開発と機能追加 

図２ DICOM画像の基本構造 
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を収集する目的で、DICOM規格に RDSRが追

加され、さらに、2010 年には国際電気標準

化会議により、IVR が実施可能な装置に

RDSRの出力が義務付けられている。これに

より、当院においても DICOM-RDSRを任意に

抽出し解析できる環境が実現した。 

DICOMの基本構造は、付帯情報と画像のセ

ットで構成されている（図２）。タグは患者

情報や検査情報などの分類する識別子であ

り、グループと個々の要素であるエレメン

トで構成される。開発時には存在しなかっ

た RDSRが追加されたことで、現在では線量

収集に欠かせない情報となっている。この

ように、DICOMはグループに新たな情報を追

加することで拡張性が期待できる（図３）。 

2. 線量管理サーバーの自主開発 

2015年に当院では、血管撮影装置に実装

された RDSRを収集する目的で NAS（Network 

Attached Storage）サーバーを自主開発し、

線量情報の収集と解析を始めている（図４）。

この自作サーバーの特徴は、利点として、1. 

検査終了後に RDSR が記録されること、2. 

検査単位で CSV（Comma Separated Value）

抽出することで任意の解析や統計処理が可

能となり、高線量症例の検出と原因検索に

利用され、被ばくの傾向を解析することが

図３ DICOM の拡張性

図４ 線量管理サーバーの試作から専用線量管理サーバーの設置へ

－91－



 
 

可能となったことである。一方で欠点とし

て、1. RDSR の転送は手動操作のため転送

忘れが発生すること、2. 患者情報や疾患情

報が自動で取得できない、また、RDSRの収

集機能しか持たず画像連携ができないこと

であった。 

 

3. 専用の線量管理サーバーの導入による

管理 

2019年にはコニカミノルタ製の線量管理

サーバー（FINO. XManage）を導入し、その

後の線量管理はこちらに移行している。NAS

サーバーを用いた RDSR の収集と解析の経

験を踏まえ、試作した線量管理サーバーに

不足していた追加すべき情報をメーカーと

協議し、RDSR の自動記録と管理線量の目視

や DRLs2020 との比較ができるように工夫

した（図５）。 

線量管理サーバーに期待することは、自

施設の診断参考レベルの算出や、被ばく防

護に寄与する情報の効率的な抽出などが考

えられる。患者線量の記録とプロトコール

管理が基本となるが、高線量事例などの異

常値のアラートの発信や原因の解析も自動

的に実施できると都合がよい。現在、疾患情

報の紐付けを自動でできない等、実際の運

用では改良すべき点が未だ多く残っている。 

図５の上の図は、縦軸が患者基準点の空

気カー（Ka,r）で、横軸が検査日を示してい

る。また、図中の赤線は５ Gyを示し、これ

を超える症例が僅かなことが一目でわかる。

さらに、高線量のポイントにカーソルを置

くと総線量と被ばくした日が同時に表示さ

れ、その検査の RDSR の展開（図５下の図）

や、画像との連携も可能となった。現在では

5 Gy以上を対象に経過観察の対象としてい

る。 

 

4. 患者の最大入射皮膚線量の推定 

5 Gy以上を経過観察の対象とした経緯

を図６に示す。患者の最大入射皮膚線量の

実測に蛍光ガラス線量計

（radiophotoluminescence glass 

dosimeter: RPLGD）を用いて測定し、線量

分布の描画と最大入射皮膚線量を明らかに

した。このとき、実測値と Ka,rの関係は強

図５ 専用線量管理サーバーの運用 
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い正の相関関係を示し、簡単な一次関数の

相関式 y = 0.58 によって Ka,rから最大入

射皮膚線量が推定できることがわかる。

NCRPは、最大入射皮膚線量: 3 Gy、Ka,r : 

5 Gyを放射線皮膚障害の線量指標として

推奨している。我々の実験において図６の

相関式から、Ka,r : 5 Gyのとき患者の最大

入射皮膚線量はおおよそ 3 Gyとなり NCRP

の推奨値と一致した。ただし、この関係は

装置や術者の癖も反映していることが考え

られ、Ka,rを利用した管理線量を用いる場

合、一定数の実測値との相関関係を評価す

ることは必須である。 

 

Ｃ. 考察 

6. 線量管理をさらに効率的に行うために 

線量情報を自動記録する専用の線量管理

サーバーを導入したことで、自施設の DRL

の算出と DRLs2020 との比較が容易となっ

た。また、検査単位で CSV 抽出することが

可能で、任意の解析や統計処理をおこなう

ことで、高線量症例の原因検索（どのイベン

図６ 患者の最大入射皮膚線量の実測と装置出力線量値の関係 

図７ 現状の専用線量管理サーバーの限界 

－93－



 
 

トの影響が大きいか等）に応用でき、術者や

手技をサポートする医療従事者の防護教育

に利用することも可能となった。 

しかしながら、現時点でも解決すべき問

題点は残っており、特に、疾患情報（疾患名

や病変の局在部位等）が自動で取得できな

い点は、早急に改善する必要がある。現在

は、手技が終了したのち毎回手動で疾患情

報を入力しているが、大変手間のかかる作

業となっている（図７）。将来 DRLs 更新の

ためのデータ抽出をする場合には、なくて

はならない情報である。 

 

7. RADIRECTMを用いた患者線量測定 (実測) 

と管理法 

患者の最大入射皮膚線量を推定すること

は、放射線皮膚障害の回避など被ばく管理

に欠かすことのできない要素である。しか

し、DICOM-RDSRを利用した推定法では、実

測との関係性を確認することが最低限必要

である。また、その他の推定法としてモンテ

カルロシミュレーション等を用いた方法が

考えられるが、実際の臨床例との誤差を考

慮するために、何らかの線量計を使用した

実測は欠かすことができない。特に、血管撮

影では、多方向からの X 線透視や撮影を行

うことから X線の入射方向（working angle

により）や照射面積（inch size により）も

その都度変更され、最大入射皮膚線量やそ

の部位の判定が難しいことも問題点の一つ

である。RADIRECTMによる測定は、このよう

なニーズに全て対応している。 

RADIRECTM は、IVR などを受ける患者の入

射皮膚線量を測定し管理するために開発さ

れた技術である。60本以上の蛍光ガラス線

量計を取り付けた専用の装具で、皮膚に密

着するように設計され、伸縮性がよく、装着

時の不快感が比較的少ない特長を持つ。現

在は頭頚部用・胸部用が開発され（図８）、

患者は専用装具を着用し IVR等を受ける。 

今回、国立研究開発法人量子科学技術研

究開発機構量子生命・医学部門放射線医学

研究所（放射線医学研究所）において、

RADIREC. Webサービス 

(http://radirec.com) の開設準備が整っ

た。今後サービスを開始する予定である。 

図８ RADIRECTM
 

頭頚部用 (左)と胸部用 (右) 
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Ｄ. まとめ 

IVRは増加傾向にあり、複雑な手技では患

者被ばくは増加する。2020 年 4月 1日に医

療法施行規則の一部改正により線量記録と

管理が義務化されたことで、全国的に線量

情報は収集されることとなった。収集され

た線量情報の活用によって患者の確率的影

響だけでなく、組織反応の回避も同時に考

慮する必要がある。 

今回、線量管理サーバーの試作とその後

に導入された専用線量管理サーバーの特徴

を紹介した。特に、高線量被ばく事例の抽出

や原因の解析、対策の立案等、DICOM-RDSRに

記録される情報を利用して管理することは

合理的であり簡便でもある。これらの線量

情報は、放射線防護マネジメントシステム

を運用する上で貴重な情報源となる。また、

放射線業務従事者への放射線防護に対する

教育教材としての利用も可能となる。 

収集された線量情報は、自施設の中央値

と DRLsとの比較が容易となり、今後の DRLs

更新の際にも貴重なデータとなることが予

想される。現状の線量管理サーバーの限界

は、疾患情報の紐付けを自動収集できない

ことであり改善が必要である。このような

被ばく管理に資する適切な情報をよく考え、

今後の専用線量管理サーバーには、必要な

情報を線量管理サーバーに追加記録できる

拡張性が望まれる。 

DICOM-RDSR を用いた線量管理はあくま

で推定法である。正確な線量推定のために

は、一定数の実測は必須である。実測をサ

ポートする RADIRECTMによる測定は、線量

分布と最大入射線量を同時に評価でき、現

在考えられる方法として最も効率的で信頼

性の高い実測法である。また、これに変わ

るものは現在存在しない。今回、この実測

をサポートする RADIREC.Web サービス 

(http://radirec.com) 体制が、放射線医

学研究所に整備されたことを報告するとと

もに、今後多くの医療機関等で活用される

ことが期待される。 

 

Ｅ. 研究発表   

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｆ. 知的所有権の取得状 

 なし
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研究要旨 

 当分担研究では、臨床現場における医療従事者の眼の水晶体及び手指被ばくに関する実

態調査として、X線検査時における撮影の介助に従事する医療従事者の眼の水晶体の線量評

価及び防護方法の検討に関する研究、循環器科 IVR に従事する看護師の水晶体被ばく線量

評価及び放射線防護の知識向上に関する研究、臨床現場における医療従事者の眼の水晶体

及び手指被ばくの実態調査を実施した。 

 X 線検査時における撮影の介助に従事する医療従事者の眼の水晶体の線量評価及び防護

方法の検討に関する研究では、X 線 CT 検査時における撮影の介助に従事する場合、眼の水

晶体の被ばく線量は最大で 46.8mSv に達する可能性が示唆された。今後、CT 介助時の散乱

線による水晶体被ばくを更に低減させるためには、放射線防護眼鏡の着用に加え放射線防

護シートを活用し CTガントリ付近の空間線量率の低減手法について検討を行う必要がある

と考える。 

循環器科 IVR に従事する看護師の水晶体被ばく線量評価及び放射線防護の知識向上に関

する研究では、心臓カテーテルセンターに従事する看護師の眼の水晶体被ばく線量は、防

護メガネの着用により極めて低い線量になることが明らかとなり、これは新たな眼の水晶

体の等価線量限度を遵守できる範囲可能であった。また、チーム医療を推進していく中で、

放射線教育については、多職種と連携し、各職種の専門性・特殊性を考慮した教育体制の

再構築と継続実施が必要であることが示された。本研究を実施したことで、医師は自ら天

井防護板の位置を自ら調整し、放射線防護の意識の変化が見られ、本研究は臨床に還元で

きる有効な研究となった。 

臨床現場における医療従事者の眼の水晶体及び手指被ばくの実態調査では、眼の水晶体

被ばく線量については、線量計の測定配置位置の違いによって DOSIRIS とビジョンバッジ

で測定線量に差が生じることが示された。今後、眼の水晶体被ばく線量の評価に最も適切

な測定配置について検討する必要がある。手指の被ばくについては、被ばく線量が CT患者

介助のみで皮膚の等価線量限度のおよそ三分の一程度被ばくするというのは無視できない
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値である。今後、CT 患者介助の際において手指についても防護手段を講じる必要があるこ

とが示された。 

 

 

X 線検査時における撮影の介助に従事する

医療従事者の眼の水晶体の線量評価及び防

護方法の検討に関する研究 

Ａ. 背景 

2021年 4月、改正電離放射線障害防止規

則が施行・適用され、眼の水晶体（以下、

水晶体）線量限度が等価線量限度を 5 年間

につき 100 mSv、1 年間につき 50 mSv と変

更された [1]。放射線を使用した医療手技

は高い専門技術を要し、特定の医療従事者

が長年にわたり長時間かつ高頻度で行う可

能性が高いため、上記変更後の限度を超え

た線量を被ばくするおそれがある [2]。一

方で、職能団体は、水晶体の等価線量を正

確に評価することに伴う医療手技の妨げも

危惧している [3, 4]。 

 

Ｂ. 研究目的 

本研究では、臨床現場における X線 CT検

査時における撮影の介助に従事する医療従

事者の眼の水晶体の線量を調査し、その実

測結果と防護策について検討する。 

 

Ｃ. 研究方法 

本研究では、社会医療法人若竹会つくば

セントラル病院に所属する CT 検査業務に

専属する診療放射線技師 3 名を研究対象者

（以下、対象技師）とし、2021年 4月から

7 月までの 4 ヶ月間にわたり、CT 検査の撮

影介助行う間について、眼の近傍の深さ 3 

mm での個人線量当量 Hp (3) を測定した。

測定に当たり、光刺激ルミネッセンス 

(Optically Stimulated Luminescence：OSL) 

線量計（nanoDot，長瀬ランダウア株式会社）

を用いて評価した。nanoDot 線量計は外形

寸法が 10 x 10 x 2 mm、線量測定範囲が 10 

Gy − 10 Gy、エネルギー範囲は 5 keV− 20 MeV

で測定が可能である [5]。対象技師は水晶

体の放射線防護策として放射線防眼鏡及び

放射線防護衣を着用した。放射線防護眼鏡

は 4 月から 6 月までの期間は 0.07 mm 鉛当

量（パノラマシールド・オーバーグラス、

HF-480S：東レ・メディカル株式会社）を着

用し、7 月は 0.75 mm 鉛当量（エックスガ

ード・アーマー：昭和工学株式会社)を着用

した。nanoDot 線量計は放射線防護眼鏡の

左右及び中央部の上方、側方、下方に区分

し、それらの表側及び裏側に貼付して測定

を実施した。測定期間は各 1ヶ月単位とし、

区分した各測定箇所について nanoDot 線量

計の平均値を算出することで当該位置での

測定値とした。対象技師が使用した CT装置

は、IQon spectral CT（Koninklijke Philips，

Netherlands）で撮影に当たり当該施設の標

準プロトコルに準拠して実施した。 

 

Ｄ. 研究結果  

対象技師 3名が CT検査時に撮影の介助を

行なったのは、4 月が 11 件、5 月が 17 件、

6 月が 14 件、7 月が 7 件であった。放射線

防護眼鏡の外側で計測された線量は、4 月

が最大 3.9 mSv、5 月が最大 3.0 mSv、6 月

が最大 2.8 mSv、7月が最大 1.8 mSvであっ

た。放射線防護眼鏡の内側で計測された線

量は、4月が最大 1.8 mSv、5月が最大 1.3 mSv、

6月が最大 1.3 mSv、7月が最大 0.5 mSvで

あった。放射線防護眼鏡の外側及び内側の

線量比から算出される線量低減効果は、

0.07 mm 鉛当量を使用した 4 月から 6 月で

は、それぞれ 54.0%、56.2%、54.3%で、0.75 

mm鉛当量を使用した 7月は 73.4%であった。 

 

Ｅ．考察 

 放射線防護眼鏡の外側で計測された量に

ついて、放射線防護策を講じなかった場合

の結果として捉える。本結果において、眼

の近傍の 3mm 線量当量における 1 月あたり

の最大値は 3.9 mSv と高値を示した。これ

を 1 年相当（12 月分）に単純乗算すると、

年間あたりの水晶体被ばくは 46.8 mSvとな

り、等価線量限度を超過する可能性がある

ことが示唆される。また、放射線防護眼鏡

上の左右及び中央部については、IVR 術者

のように左眼近傍の線量が高くなるような

線量分布の勾配は確認されなかったため、

CT検査の解除時における線量計の着用位置
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は限定する必要はないと考えられる。本結

果に基づき 4月から 7月に計測された CT検

査時の撮影の介助 1 回あたりの水晶体被ば

くは平均値が 0.13 mSv、中央値が 0.12 mSv、

最大値が 0.32 mSv、最小値が 0.00 mSv で

あった。これより、介助時の水晶体被ばく

は撮影の介助時の状況（被験者の状態の深

刻度、年齢等）、撮影部位（頭部、体幹部等）

及び撮影条件に依存することが考えられ、

介助の頻度を指標とした従事者の被ばく管

理は適切とはいえない。このような各諸条

件を鑑み、個人モニタリングを行うために

は実測に基づいた個人線量評価を実施する

ことが適切であると考える。 

放射線防護眼鏡の内側で計測された量に

ついて、4 月から 6 月にかけて検証された

0.07 mm 鉛当量の放射線防護眼鏡を着用し

た場合の線量低減効果は約 54.8%であった。

これは先行研究で報告された低減効果と概

ね一致している [6, 7]。本研究期間のうち

7 月の期間については放射線防護眼鏡の鉛

当量を 0.75mm鉛当量へ変更した。このとき

の、線量低減効果は約 73.4%となり 0.07 mm

鉛当量の線量低減効果と比較すると約

18.6%程度向上した。しかしながら、それぞ

れの鉛当量の遮蔽率をアメリカ国立標準技

術研究所 (NIST: National Institute of 

Standards and Technology)が公開データ 

[8]を基に直接線 50keV で理論的に算出し

た場合、0.07mm鉛当量で 47.2%及び 0.75mm

鉛当量で 99.9%となる。0.75mm鉛当量の防

護眼鏡の線量低減効果が、73.4%に留まった

要因として、防護眼鏡の内側に散乱線が到

達する経路のうち、理論値及び実測値の差

となる約 26.5%に相当する線量は防護眼鏡

の範囲外から寄与している可能性があると

いえる。このことより、当該線量に係る要

因としては、従事者自身の体側からの多重

散乱による被ばくの寄与が考えられる。当

該被ばく線量を効果的に低減させるために

は、放射線防護眼鏡の範囲の拡大、材質及

び形状の変更に加え、放射線防護シート等

を活用した CT ガントリ付近の空間線量率

を低減させる手法等についても、経済性を

考慮しつつ合理的に検討を行う必要がある。 

 

Ｆ．結論 

当該施設では、X線 CT 検査時における撮

影の介助に従事する場合、眼の水晶体の被

ばく線量は最大で 46.8mSv に達する可能性

が示唆された。しかしながら、介助時にお

ける被ばく線量は 1 件あたり大きく異なる

ため、介助の頻度のみによる線量管理は適

切ではない。また、放射線防護眼鏡の鉛当

量を増加させることで、一定の線量低減効

果の改善はみられたが、全体のうち 26.5%

の散乱線は防護眼鏡による線量低減は困難

であることが明らかとなった。今後、CT介

助時の散乱線による水晶体被ばくを更に低

減させるためには、放射線防護眼鏡の着用

に加え放射線防護シートを活用し CT ガン

トリ付近の空間線量率の低減手法について

も検討を行う必要がある。 
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循環器科 IVR に従事する看護師の水晶体被

ばく線量評価及び放射線防護の知識向上に

関する研究 

Ａ．緒言 

医療分野において放射線はさまざまな検

査・治療で利用されており、装置の普及も

相まって、検査数は国際的にも増加の一途

をたどっている 1)。一方、放射線は以前よ

り被ばくに伴う健康被害が報告されている。

臨床現場においても、これらの放射線診療

従事者（以下、従事者という。）が業務の過

程で受ける被ばくを「職業被ばく」に分類

し、線量限度を超えず防護の最適化がなさ

れるよう線量管理が行われている。 国際放

射線防護委員会（ICRP）は、2011 年に「組

織反応に関する声明」（以下「ソウル 声明」

という。）において、計画被ばく状況におけ

る眼の職業被ばくに関する水晶体の等価線

量限度について、定められた 5 年間の平均

で 20 mSv/年、かついずれの 1 年において

も 50 mSvを超えないことを勧告し、国際原

子力機関（IAEA）の国際基本安全基準にも

この勧告の内容が取り入れられた 2)。これ

を受け、各国に新たな水晶体の等価線量限

度を取り入れる動きがあり、本邦でも 2018

年 3 月の放射線審議会において法令改正後

は初となる意見具申が取りまとめられた 3)。

各省庁での検討を経て 2020 年に労働安全

衛生法電離放射線障害防止規則改正の公布

が行われ、2021年 4月から施行されている
4)。 

先 行 研 究 に お い て は 、 IVR

（Interventional Radiology）に関するさ

まざまな眼の水晶体評価が報告されている
5)-7)。国内においては、眼の水晶体被ばくの

管理や防護に関するガイドラインも作成さ

れた 8)-9)。しかしながら、看護師の水晶体

被ばく線量については、先行研究での報告

は少ない 10)。また、放射線の基礎知識に関

する調査報告は海外では報告されている
11)-12)が、国内では皆無である。一方、海外

では透視検査などに入る医療従事者（看護

師を含む）の多くが線量限度の引き下げに

ついて知らないことや防護メガネを装着し

ていないことが報告されている 13)。国内の

看護基礎教育や看護師を対象とした継続教

育が十分に行われていない現状から推察す

ると、海外同様に国内の看護師にも線量限

度の引き下げについてあまり知られていな

いことが想定される 14)。また、適切な放射

線防護をするためにも、線量限度の引き下

げを含む法令改正やその経緯について医

師・看護師が理解することや、より厳しい

管理が求められる。従って、現状の課題の

把握と放射線防護対策の検討は喫緊の課題

であると考える。 

循環器内科の冠動脈造影検査（以下 CAG：

Coronary Angiography）および経皮的冠動

脈 

形成術（以下 PCI：Percutaneous Coronary 

Intervention）、末梢血管形成術（以下 EVT：

EndoVascular Treatment）、経皮的心筋焼却

術（以下 ABL：ablative therapy）に関わ
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る看護師の眼の水晶体被ばく線量評価は明

らかにされていない。 

 

Ｂ．研究目的 

A 施設の心臓カテーテルセンターに従事し

ている看護師の眼の水晶体被ばく線量評価

及び放射線知識の実態を明らかにし、被ば

く低減の対策を図るために放射線防護知識

の向上に関する研究を行う。 

 

Ｃ. 研究方法 

１．看護師の眼の水晶体被ばく線量評価 

対象は A 施設の心臓カテーテルセンター

に従事している看護師 7名を対象に、CAG・

PCI・EVT・ABL における眼の水晶体線量測

定を行った。測定期間は 2022 年 5 月 21 日

〜2022 年 6 月 21 日の１ヶ月間とした。測

定方法は、看護師は各自の放射線防護用メ

ガネ（東レ・メディカル社製パノラマシー

ルド HF-350R 0.07 mmPb鉛当量）を装着し、

眼の近傍にガラス線量計(千代田テクノル

製)を左側（内側及び外側）の上、下、端、

及び右側（内側及び外側）の上、下、端の

計 12箇所に設置した（Figure 1）２．看護

師の放射線防護の基礎知識の向上に関する

研究 

A 施設の心臓カテーテルセンターに従事

している看護師 11 名を対象に放射線防護

の基礎知識に関する勉強会を実施し、その

前後で放射線防護の基礎知識を含むアンケ

ート調査を実施した（資料１）。アンケート

調査の内容は、先行研究 12),15)-17)を参考に、

心臓カテーテルセンターに従事している看

護師に必要とされる放射線の基礎知識を選

定した。回答方法は「1.知らない 2.あまり

知らない 3.どちらとも言えない 4.少し知

っている 5.知っている」の 5段階評価とし

た。「被ばくしないための工夫」、「自身の線

量データの意識」、「放射線に対する不安」

については自由記載で回答を得た。放射線

防護に関する勉強会の講師は、A 施設の心

臓カテーテルセンターに従事している看護

師（カテーテル室歴 10年）が実施し、勉強

会の時間は 40 分程度とした。主な内容は、

放射線の基本（放射線の単位、自然放射線、

放射線の分類、外部被ばくと内部被ばく、X 

線の原理、散乱線、しきい線量）と放射線

の医療安全（放射線防護の原則（時間・距

離・遮蔽）、医療安全と放射線防護（被ばく

区分、放射線被ばくによる障害、看護師の

職業被ばく）、防護衣・防護メガネ、均等被

ばく・不均等被ばく）について資料を作成

し勉強会を実施した（Table 1）。 

 

Ｄ．結果 

１．看護師の眼の水晶体被ばく線量評価 

調査期間中のカテーテル検査・治療の症

例件数の平均は、CAG 19.3件（9件-28件）、

PCI 16.9 件（13 件-22 件）、EVT 1.3 件（0

件-4 件）、ABL 2.1 件（0 件-5 件）、合計件

数は 39.6件（28件-50件）であった。透視

時間の平均は、CAG 113.5 分（42 分-155.3

分）、PCI 299.1 分（188.7 分-401.8 分）、

EVT 49.4 分（0 分-255.5 分）、ABL 60.3 分

（0分-153.1分）、合計透視時間は 522.3分

（322.5 分-965.7 分）であった。眼の水晶

体被ばく線量は、防護メガネの左外側の線

量は、平均 253.0 µSv（234.3 µSv-262.4 µSv）、

左内側は平均 124.8 µSv（115.0 µSv-130.0 

µSv）であった。右外側の線量は、平均 257 

µSv（196.7 µSv-295.1 µSv）、右内側は平均

135.6 µSv（103.9 µSv-159.7 µSv）であっ

た。年間に推計すると、防護メガネの外側

は、左側は 3.0 mSv、右側は 3.1 mSv、平均

3.05 mSvであった。防護メガネの内側では、

左側は 1.4 mSv、右側は 1.6 mSv、平均 1.5 

mSv と推測された。個人での眼の水晶体被

ばく線量の最高値は左外側で 374.3 µSv、

右外側で 412.3 µSv であった。防護メガネ

の遮蔽効果について、左側の低減率は平均

50.4 ％、右側の低減率は平均 48 ％の削減

効果を得られた。 

２．看護師の放射線防護の基礎知識の向上

に関する研究  

放射線防護対策に関するアンケート調査

および勉強会について、男性 5 名、女性 6

名の計 11名に回答を得られた。看護師の経

験年数は 7～9 年目が 6 名（54.5 ％）、10

年目以上が 5名（45.5 ％）の看護師で構成

されていた。心臓カテーテル室歴は、1～3

年目は 2 名（18.2 ％）、4～6 年目は 9 名

（81.8 ％）であった。放射線に関する教育

の経験と教育の必要性の問いについて、放

射線に関する勉強会を受講した経験が「あ
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る」と回答した人は 9名（81.8 ％）、「ない」

と回答した人は 2 名（18.2 ％）であった。

「ある」と回答した人のうち、8名（88.9 ％）

が院内の勉強会、1名（11.1 ％）は院外の

勉強会に参加したことがあると回答した。

放射線防護に関する勉強会の必要性につい

ては 11名（100 ％）の人が「必要」と回答

した。勉強会前に実施したアンケート結果

は、平均 63 ％の人が知識ありと回答した。

勉強会後に実施したアンケート結果は、平

均 95 ％の人が理解できたと回答した。放

射線に対する不安と行動については、被ば

くしないための工夫として「被ばく防護三

原則を意識する」、「患者に近づくときは、

透視が出ていないタイミングで行う」など

の回答が得られた。自身の線量データの意

識についての設問では、「線量データの見方

が難しく分からない」、「実際に身体に感じ

るものがないため線量に対する意識は薄

い」といった回答が得られた。放射線に対

する不安の設問では、「緊急時など、場合に

よっては患者に近づく必要がある」、「医師

が透視を切ってくれない」、「目に見えない

もの対する防護が適切にできているのか分

からない」といった回答が得られた。放射

線防護に関する基礎知識に関する問いつい

ては、勉強会前の正答率で、10 ％以下とな

った問いは「妊娠可能な女性の線量限度」、

「妊娠中の女性の線量限度」、「公衆衛生被

ばく線量限度」が 9％であった。80 ％以上

となった問いは「職業被ばく」が 81.8 ％

であった。全体的な平均正答率は 40.6 ％

であった。勉強会後の正答率が低い問いは

「均等被ばく」が 54.5 ％であった。「放射

線を出す能力」、「職業被ばく」、「公衆衛生

被ばく」、「皮膚のしきい値」、「散乱線・直

接線」の問いに関しては、11名全員が正解

していた。全体的な平均正答率は 80.2 ％

であり、勉強会前後で正答率を比較すると

最大で 81.9 ％の上昇がみられ、平均で 39.6

ポイントの上昇がみられた。 

 

Ｅ．考察 

１．看護師の眼の水晶体被ばく線量評価 

先行研究においては、IVR に従事する循

環器医師の眼の水晶体線量の報告はされて

いる 18)-20)。看護師については、ERCP におけ

る眼の水晶体線量の報告はある 21)。しかし

ながら、IVR に従事する看護師の眼の水晶

体被ばく線量の報告はない。本研究は、心

臓カテーテルセンターに従事する看護師の

眼の水晶体被ばく線量評価について研究を

行った。看護師 7 名の水晶体線量計による

測定結果は、左内側は平均 124.8 µSv/月、

右内側は平均 135.6 µSv/月であり、年間に

すると、左側 1.4 mSv/年、右側 1.6 mSv/

年、平均 1.5 mSv/年程度と推測された。千

代田テクノル 22)の調査によると、看護師の

⽔晶体被ばく線量の平均は 0.49 mSv/年と

報告されており、本研究においては、1.01 

mSv高い結果となった。A施設における症例

件数は年間 3000件以上の検査・治療を実施

しており、カテーテル件数が 11年連続で全

国 1 位という実績がある。そのため、平均

300件/月以上の症例を行っているという背

景がある。従って、透視時間・被ばく線量

も多くなり、0.49 mSv/年を上回る結果とな

ったと推測される。また、森ら 10)は、IVR は

業務内容や看護師の立ち位置によって被ば

く線量が高くなると報告している。看護師

は患者の看護や容態観察のために、患者の

頭側付近に位置することや、術者の援助や

物品の受け渡しなどのために検査室内を頻

繁に移動することも要因の一つであると考

えられる。 

遮蔽効果においては、防護メガネを着用

することで、左側の低減率は平均で 50.4 ％、

右側の低減率は平均で 48 ％の削減効果が

あった。先行研究でも、防護メガネの着用

により、水晶体線量が約 60 ％低減したと

いう報告がされている 23)-25)。本研究はそれ

を下回る結果となったが、今回の研究での

遮蔽効果を加味すると、約 1500 µSv/年（1.5 

mSv/年）となり、限りなく水晶体被ばく線

量を抑えることができると考えられ、さら

に被ばく防護三原則を意識することで、よ

り被ばく線量を抑えることができると推測

される。よって、看護師の防護メガネは 0.07 

㎜ Pb で十分な効果を発揮していると考え

られる。 

２．看護師の放射線防護の基礎知識の向上

に関する研究 

放射線に関する基礎知識についての調査

結果から、心臓カテーテルセンターに従事
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している看護師の約 8 割が放射線に関する

教育を受けた経緯があると回答し、院内に

おいて開催された勉強会への参加であった。

また、約 2 割は放射線に関する教育を受け

ていないと回答した。その一方で、回答者

の全員が放射線防護に関する教育は必要で

あると回答した。このことより、教育の必

要性を感じているものの、院内教育では充

分な機会が得られていない実態が明らかと

なった。また、放射線防護の基礎知識に関

するアンケート調査結果から「知っている」、

「少し知っている」と回答した割合は 63 ％

程度であった。一方で、問題に対する正答

率の平均が 40.6 ％であった。このことか

ら、放射線に関する知識不足や、誤った認

識をしていることが明らかとなった。先行

研究においても看護師の放射線、医療被ば

く、被ばく防護に関する正確な知識は不足

していると述べており 11)12)26)27)、本件研究

も同様な結果が伺えた。松田ら 15)は、看護

師の放射線教育は、本来、看護師が主体と

なり、病院内で行われることが望ましい。

しかし、多忙な臨床業務の時間を割いて、

教育のため医師および放射線技師との協力

体制を構築するには困難な点も多いと述べ

ている。本件研究では、院内・院外の勉強

会に参加した人は 81.8 ％であるが、その

知識の定着がしていないことが考えられる。

このような放射線に関する知識不足は、放

射線に対する不安へとつながるため、適切

な知識を身に付ける必要がある 26)28)。 

先行研究では、看護師に最小限必要な放

射線防護上の知識として、①放射線の性質

と単位、②放射線診療と看護師が被ばくす

る機会、③放射線防護の具体的方法、④放

射線の影響、⑤放射線診療に伴う患者の被

ばくについて必要と報告している 29)30)。本

研究も、先行研究で述べていた放射線防護

の内容を含んだ勉強会を実施した。その結

果、勉強会後の問いの正答率は勉強会前と

比較し平均で 80.2 ％であり、約 39.6ポイ

ント上昇した。正答率が 100 ％であった問

いは 17問中、6問であったが、その他の問

いは 60 ％～80 ％の正答率となった。全て

の問いが 100 ％の正答率とならなかった要

因を推測すると、①看護師にとって放射線

に対する基礎知識はなじみがないこと、②

理解することが難しく知識の定着まで至ら

なかったこと、③講師側の伝え方が不足し

ていたことなどが要因として考えられる。

放射線防護に関する知識不足は有害事象の

リスクを増加させるため 31)、定期的に勉強

会などを開催し、放射線に関する知識を提

供していくことは大切である。 

 

Ｆ．おわりに 

心臓カテーテルセンターに従事する看護

師の眼の水晶体被ばく線量は、防護メガネ

の着用により、極めて低い線量になること

が明らかとなり、新たな眼の水晶体の等価

線量限度を遵守できる範囲可能である。ま

た、チーム医療を推進していく中で、放射

線教育については、多職種と連携し、各職

種の専門性・特殊性を考慮した教育体制の

再構築と継続実施が必要である。本研究を

実施したことで、医師は自ら天井防護板の

位置を自ら調整し、放射線防護の意識の変

化が見られ、本研究は臨床に還元できる有

効な研究となった。 
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臨床現場における医療従事者の眼の水晶体

及び手指被ばくの実態調査 

Ａ. 研究目的 

循環器 IVR における医師・診療放射線技

師及び CT 患者介助時の診療放射線技師の

眼の水晶体及び手指の被ばく線量を測定す

ることで現状の職業被ばくの実態について

明らかにする。 

 

Ｂ. 研究方法 

つくばセントラル病院に勤務している医

師と診療放射線技師を対象に循環器 IVR、

CT患者介助時における眼の水晶体及び手指

の被ばく線量について線量計を用いて測定

した。対象者は循環器 IVR に従事する医師

1名及び診療放射線技師 2名と CT検査を担

当する診療放射線技師３名の計 6 名である。

測定期間は 2022 年 7 月 1 日から 2022 年 8

月 5 日までとした。なお、測定期間中は対

象者には放射線防護用メガネ（以下、防護

メガネと略す。）装着して業務を行なってい

ただいた。防護メガネは鉛当量 0.07 mmPb

のパノラマシールド HF-350R（東レ・メデ

ィカル）を用いた。 

測定に使用した線量計は、体幹部測定用

線量計であるガラスバッジ（千代田テクノ

ル）、眼の水晶体測定用線量計である

DOSIRIS （千代田テクノル）、個人被ばく線

量計であるビジョンバッジ（長瀬ランダウ

ア）、Sn フィルタ搭載の蛍光ガラス線量計

である GD-352M（以下、RPLD と略す。）（千

代田テクノル）そして手指測定用線量計で

あるリングバッジ（長瀬ランダウア）の 5

種類である。線量計取り付け位置について

ガラスバッジは胸部及び頭頸部、DOSIRIS

は左目の目尻近傍、ビジョンバッジは放射

線防護メガネの左目の上部内面、RPLDは防

護メガネの左右のレンズの内面及び外面の
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上側、下側、外側（計 12 箇所）、そしてリ

ングバッジは医師では両手、診療放射線技

師では左手のみとした。 

 

Ｃ. 研究結果  

胸部及び頭頸部ガラスバッジ、DOSIRIS

及びビジョンバッジ、PRPD、リングバッジ

における測定値はそれぞれ 1 cm 線量当量、

3 mm線量当量、空気カーマ、70 μm線量当

量で評価した。表内の RPLD の測定値はレン

ズに取り付けた RPLD の上側、下側、外側の

平均値で算出した。 

循環器 IVRおける被ばく線量評価 

胸部及び頭頸部ガラスバッジ、DOSIRIS、

ビジョンバッジでは Dr.でそれぞれ 0.2 mSv、

1.2 mSv、0.8 mSv、0.5 mSvであった。RT.1.2

ではほとんどが測定限界の 0.1 mSv 以下で

あった。また、RPLDでは放射線防護メガネ

の外面及び内面どちらでも Dr.の左目の測

定値が高値であったが、RT1,2 では左右の

線量差がほとんどなく近しい値であった。

リングバッジでは Dr.の左手で 3.7 mSv、右

手で 0.4 mSv であり、手指でも左右差が確

認された。 

CT患者介助時における被ばく線量評価 

対象とした放射線技師 3 名の測定値は、

胸部ガラスバッジではそれぞれ 0.1mSv、0.3 

mSv、0.2 mSv、頭頸部ガラスバッジでは 0.3 

mSv、1.0 mSv、1.4 mSv、DOSIRISでは 0.2 mSv、

0.9 mSv、0.9 mSv、ビジョンバッジでは 0.1 

mSv、0.5 mSv、0.6 mSv であった。RPLD で

は防護メガネの外面及び内面で左右の線量

に差が見られなかった。また、リングバッ

ジではそれぞれ 10.1 mSv、13.3 mSv、3.2 mSv

であった。 

防護メガネの線量低減効果 

防護メガネの線量低減効果について

Figure.1に示す。循環器 IVRでの医師の防

護メガネの線量低減効果は左側で 52.1%、

右側で 8.6%であり左右の低減効果に大きく

差が生じた。CT患者介助での診療放射線技

師では左側の平均で 46.8%、右側の平均で

50.5%であり左右差がほとんど生じなかっ

た。また、左右合わせた平均では 48.8%で

あった。 

 

Ｄ．考察 

DOSIRIS の測定線量がビジョンバッジ及

び RPLDよりも高値であり、DOSIRISとビジ

ョンバッジでは測定線量に差が生まれてい

ることがわかる。両者の違いが生まれた理

由として設置位置の違いが挙げられる。

DOSIRIS は眼の近傍に位置するが、ビジョ

ンバッジは防護メガネの後ろに位置する。

このことから測定配置位置の違いが線量の

差に関係していると推測する。眼の水晶体

等価線量は 3 mm 線量当量で評価するため

DOSIRIS とビジョンバッジで取り付け位置

の違いによって測定値に差が生じているの

であれば線量計を使用している施設ごとに

過大評価や過小評価をしている恐れがある。

眼の水晶体被ばく線量の評価に最も適切な

測定配置については今後検討する必要があ

る。 

循環器 IVR での医師の手指被ばく線量は

左右差が大きい結果となった。これは X 線

管球の位置が関係している。IVR 手技を行

う際、X 線管球は術者に対して左側に設置

されている。このことから X 線管球に近い

左手指と遠い右手指で線量差が生じたと推

測する。また、CT患者介助の際の手指被ば

く線量は 12ヶ月換算で最大 160 mSvに達し

ていた。この値は皮膚の等価線量限度の 32%

に及んでいた。被ばく線量が増加した理由

として介助の際に照射範囲内に手指が入り、

直接線が入射したためと推測する。このよ

うに被ばく線量が CT 患者介助のみで皮膚

の等価線量限度のおよそ三分の一程度被ば

くするというのは無視できない値である。

今後、CT患者介助の際において手指につい

ても防護手段を講じる必要がある。 

 

Ｅ．結論 

眼の水晶体被ばく線量については、線量

計の測定配置位置の違いによって DOSIRIS

とビジョンバッジで測定線量に差が生じた。

今後、眼の水晶体被ばく線量の評価に最も

適切な測定配置について検討する必要があ

る。手指の被ばくについては、CT患者介助

の際の手指被ばく線量は 12 ヶ月換算で最

大 168 mSv に達し，皮膚の等価線量限度の

32%に及んでいた。したがって，手指につい

ても防護手段を講じる必要がある。 
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「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」 

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書 

 

医療従事者の IVR作業中の動線と滞留時間を評価するための 

赤外線人感センサの性能検証 

 

研究分担者 小野 孝ニ 東京保健医療大学東が丘看護学部/大学院看護学研究科 教授 

研究協力者 新井 知大 駒澤大学医療健康科学部 講師 

研究協力者 金子 順一 駒澤大学医療健康科学部 教授 

研究協力者 日野 稜介 駒澤大学医療健康科学部修士課程 

研究協力者 池田 新  駒澤大学医療健康科学部修士課程 

研究協力者 中尾 海太 駒澤大学医療健康科学部修士課程 

研究協力者 竹吉 正侑 駒澤大学医療健康科学部修士課程 

 

研究要旨 

管理区域に立ち入る全ての者は、電離放射線障害防止規則第八条（昭和四十七年労働省令

第四十一号）により個人線量計の装着が義務付けられている。放射線業務従事者は個人線量

計で計測された結果から個人の被ばく線量を管理しているが、個人線量計が示す値は定め

られた期間の積算値であるため、いつ、どのような状況で被ばくがあったのかを把握するこ

とができない。 

長時間の放射線透視を要する Interventional Radiology（以下、IVRという。）では、等

価線量限度を超過する可能性が懸念されており、IVR手技における医療従事者の眼の水晶体

等価線量の評価に関する研究成果が多数報告されている。 

日本国内における医療従事者の眼の水晶体被ばくに関する実態調査が行われ、1年あたり

20 mSv を超えていた者の職種は医師に次いで看護師が多いことが報告されている。IVR に

おいて、看護師の果たす役割は大きく、患者の容態観察や記録、使用する物品の準備及び術

者の業務支援と IVR 室内における業務内容は多岐にわたるが、透視中においても IVR 室内

に入室したままでいることが多い。また業務の性質上、IVR室内を移動することが多く、常

に患者の体幹部付近に位置した状態で業務を行う医師とは異なる被ばく形態であることが

予想される。そのため、IVR に従事する看護師については、職業被ばくに対する不安が大き

い。以上の点から、IVR 室内における医療従事者の立ち位置や移動を詳細に把握することの

重要性は高い。本研究では、IVR 手技中の医療従事者の動線モニタリングを可能とすること

で、職業被ばくの低減に向けた原因究明、業務改善及び医療従事者の放射線防護に関する教

育資料としての活用が期待できる。そこで、本研究では室内の熱源の位置や移動のみを記録

する赤外線人感センサを用いることを提案する。本研究の目的は赤外線人感センサを活用

し、IVR室内の医療従事者の場所ごとの滞在時間を測定し、被ばく線量の推計を可能とする

システムの開発である。当該システムの精度及び再現性を評価することで、臨床現場への普
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及に向けて課題を抽出した。 

本研究では、赤外線人感センサを活用した医療従事者の行動調査及び職業被ばく線量の

推計を可能とする推計システムを試作した。当該システムは高い精度で熱源の滞在時間把

握及び線量推計が可能であることが示された。また、線量推計の精度向上のためには、赤外

線人感センサの分解能向上が鍵となることが示唆された。今後さらに改善し、臨床現場に導

入することで、医療従事者の職業被ばく線量の低減に向けた業務改善や医療従事者の放射

線防護に関する教育資料として活用できる可能性がある。 

 

 

Ａ. 背景 

2011 年 に 国 際 放 射 線 防 護 委 員 会

（ International Commissions on 

Radiological Protection：ICRP）は、組織

反応に関する声明[1]（ソウル声明）を発出し

た。ここでは、眼の水晶体の白内障のしきい

値線量を 0.5 Gy へと引き下げられ、本勧告

内容は国際原子力機関（ International 

Atomic Energy Agency：IAEA）の国際基本

安全基準に取り入れられた[2]。これを受け、

2022年に厚生労働省は電離放射線障害防止

規則を改正し、眼の水晶体の等価線量限度

の引き下げをおこなった。 

眼の水晶体等価線量限度に対する関心は

高まっており、中でも長時間の放射線透視

を要する Interventional Radiology（以下、

IVR という。）では、等価線量限度を超過す

る可能性が懸念されており、IVR手技におけ

る医療従事者の眼の水晶体等価線量の評価

に関する研究成果が多数報告されている[3]-

[8]。 

管理区域に立ち入る全ての者は、電離放

射線障害防止規則第八条（昭和四十七年労

働省令第四十一号）により個人線量計の装

着が義務付けられている。放射線業務従事

者は個人線量計で計測された結果から個人

の被ばく線量を管理しているが、個人線量

計が示す値は定められた期間の積算値であ 

 

 

るため、いつ、どのような状況で被ばくがあ

ったのかを把握することができない。先行

研究において、日本国内における医療従事

者の眼の水晶体被ばくに関する実態調査が

行われ、1年あたり 20 mSv を超えていた者

の職種は医師に次いで看護師が多いことが

報告されている [3]。IVR において、看護師

の果たす役割は大きく、患者の容態観察や

記録、使用する物品の準備及び術者の業務

支援と IVR 室内における業務内容は多岐に

わたるが、透視中においても IVR 室内に入

室したままでいることが多い。また業務の

性質上、IVR室内を移動することが多く、常

に患者の体幹部付近に位置した状態で業務

を行う医師とは異なる被ばく形態であるこ

とが予想される。そのため、IVRに従事する

看護師については、職業被ばくに対する不

安が大きい[9][10]。以上の点から、IVR室内に

おける医療従事者の立ち位置や移動を詳細

に把握することの重要性は高い。 

 

Ｂ. 目的 

IVR 手技中の医療従事者の動線モニタリ

ングを可能とすることで、職業被ばくの低

減に向けた原因究明、業務改善及び医療従

事者の放射線防護に関する教育資料として

の活用が期待できる。そこで、本研究では室

内の熱源の位置や移動のみを記録する赤外
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線人感センサを用いることを提案する。本

研究の目的は赤外線人感センサを活用し、

IVR 室内の医療従事者の場所ごとの滞在時

間を測定し、被ばく線量の推計を可能とす

るシステムの開発である。当該システムの

精度及び再現性を評価することで、臨床現

場への普及に向けて課題を抽出する。 

 

Ｃ. 方法・結果 

C-1 赤外線人感センサについて 

本研究で動線モニタリングの評価には、

HC001（株式会社 S&Dシステムズ）を使用し

た。当該機器は、一般に商業施設等の混雑率

の把握、個室内の人数把握、及びセキュリテ

ィエリアへの侵入検知等に用いられている。

本赤外線人感センサの基本仕様として、デ

ータ応答速度は最速で 0.1 秒、視野角は

60°である[11]。赤外線人感センサを高さ

2.8 mの天井に設置することで、1辺あたり

約 2 m の正方形の範囲において 64画素（8 

x 8 マトリクス）の分解能で熱源の滞在時

間、移動が記録可能である。熱源の位置情報

を取得するデータ応答速度は 0.1 秒から任

意の長さに変更可能であるが、本研究では、

全ての検証において最短の 0.1 秒に設定し

た。本研究では赤外線人感センサは PC間と

シリアル通信で制御するため、Python言語

を用いたアプリケーションを試作し、取得

した行動データは CSV 形式で集計して出力

した。赤外線人感センサの概要を Figure 1

に示す。 

 

C-2 赤外線人感センサの検出範囲の検証 

赤外線人感センサの検出範囲について、

天井高 2.8 mの位置に設置した場合 1辺あ

たり 2 mとの記載がある[11]。赤外線人感セ

ンサ及び熱源間の距離が変化した場合、当

該測定範囲への影響を検証した。しかしな

がら、実際に運用する際には各施設により

天井の高さは様々である。ここでは、熱源と

して集光性の高い消費電力 90 Wのレフ電球

を用いた。検証条件として、地面から熱源の

高さを 50 cm、75 cm、100 cm、125 cm、150 

cmの 5通りとした。赤外線人感センサ中心

から外側へ向けて熱源を移動させ、位置情

報が消失する位置を記録することで、赤外

線人感センサ及び熱源間の距離が測定範囲

に及ぶ影響を検証した。測定ジオメトリを

Figure 2に示す。床面から熱源の高さと位

置情報が消失した地点について Table 1 に

示す。熱源が高い位置にあるほど検出範囲

は小さくなっていた。また、熱源の高さと検

出範囲の関係について Figure 3に示す。熱

源の高さが 280 cmと 0 cm の場合における

消失位置について、実測した 5 点から得ら

れた直線近似（a = -1.4704, b = 276.89, 

R2 = 0.998）より外挿によって求め追加し

た。直線近侍の傾きから視野角は 68.4°と

求められ、仕様書に記載があった視野角

Typ.60°と概ね一致した。Table 1 及び

Figure 3より床面から熱源の高さが低いほ

ど、位置情報の消失位置は中心からの距離

が大きくなる。この結果から、赤外線人感セ

ンサ及び熱源間の距離が大きいほど検出範

囲は拡張されることがわかる。また、床面か

ら熱源の高さが 1.3 mのとき、すなわち赤

外線人感センサ及び熱源間の距離が 1.5 m

の場合において、メーカーが記載する検出

範囲[11]である 2 mとなることが読み取れる。 

 

C-3 赤外線人感センサの測定精度の検証 

本検証では熱源の移動または滞在時間の

測定に係る赤外線人感センサの測定精度に

ついて評価する。赤外線人感センサは天井
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高 2.8 mの位置に設置した。ここでは、熱

源として 45 ℃の温水 10 L を底面 30 cm x 

30 cm の容器に格納したものを使用した。

検証条件として、熱源の移動速度は時速約 2 

km と時速約 4 km の 2 通りとした。熱源の

移動経路に関して、1 辺あたり 2 m の正方

形の範囲において各頂点で 10 秒間の静止

を挟み外周を 1 周する経路を 1 セットとし

た。2 通りの移動速度について 3 セットず

つ繰り返し、その平均値を用いて赤外線人

感センサの測定精度の評価を行った。本検

証の概要を Figure 4 に示す。 

赤外線人感センサにより計測された熱源

の滞在時間の積算値について、静止時にお

ける計測カウント（Stationary state）、移

動時における計測カウント（Moving state）

及び 2つのカウントの合計値（Total）とし

て Table 2 に示す。なお、赤外線人感セン

サの位置情報の取得間隔は 0.1 秒である。

また、時速約 2 km と時速約 4 kmにおける

熱源の平均滞在時間を Figure 5 に示す。

Table 2及び Figure 5より、熱源の移動速

度が大きくなると赤外線人感センサが取得

する計測カウントは、熱源が実際に滞在し

ていた時間よりも小さくなる傾向にあった。

また、変動係数はいずれの速度においても

1%未満であり、高い再現性を示した。本検証

における熱源の移動は手動で行ったため、

Table 2 中の Stationary state、Moving 

stateのSD及びCVはそのばらつきを含み、

赤外線人感センサの測定精度を表すもので

はないことに留意が必要である。 

 

C-4 赤外線人感センサを活用した被ばく線

量の推計 

ここでは透視時における被写体近傍の空

間線量率分布を作成する。被写体として胸・

腹部用 X線水ファントム（JIS Z4918：1974）

を用いた。1.5 mの正方形の範囲において A

から D の 4 列、1 から 4 の 4 行から成る正

方マトリクス状に 16分割し、各領域の中心

に蛍光ガラス線量計（GD-352M）を 3つずつ

配置した。また、マトリクスの右辺とファン

トムの間隔は 10 cmである。なお、透視条

件は、管電圧は 80 kV、管電流は 0.1 mA、

合計透視時間は 30分間とした。また、後述

する測定装置の高さに合わせ、床面から 50 

cmの位置における空間線量率分布を作成し

た。蛍光ガラス線量計の配置と空間線量率

分布をそれぞれ、Figure 6に示す。 

本検証では赤外線人感センサを活用する

ことで得られる推計値と蛍光ガラス線量計

より計測される実測値との比較により、当

該手法の推計精度の検証を行う。放射線透

視下で遠隔から熱源の操作を可能とするた

めに、ロボット掃除機の上に熱源と蛍光ガ

ラス線量計を搭載した（以下、移動熱源とい

う。）。熱源には集光性の高い消費電力 90 W

のレフ電球を用いた。前項で作成した空間

線量率分布内において、移動する熱源の滞

在時間を赤外線人感センサによって測定す

る。測定された各領域における熱源の滞在

時間と各領域の空間線量率を乗算すること

で熱源の被ばく線量を推計可能である。こ

のようにして得られた線量を推計線量と呼

ぶこととする。移動熱源に搭載された蛍光

ガラス線量計により測定される実測値との

比較により、本手法の精度を検証する。透視

条件は、管電圧は 80 kV、管電流は 0.1 mA、

透視時間は赤外線人感センサの計測時間と

同期させた上で 3 分間とした。熱源を A2、

B2、C2、D2でそれぞれ静止させ、熱源の静

止時における推計精度の検証を行った。ま

た、熱源の移動パターンは A 列から D 列を
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それぞれ往復する場合と 2 行目を往復する

場合の計 5 通りに加えて、ロボット掃除機

の自動運転機能を活用し、線量率分布内を

ランダムに走らせた場合を 10 回実施した。

本検証で使用した移動熱源を Figure 7に示

す。 

熱源静止時における各領域の熱源の滞在

時間と線量推計の結果について Table 3 に

示す。透視条件は、管電圧が 80 kV、管電流

が 0.1 mA、透視時間は赤外線人感センサの

計測時間である。なお、推計線量は赤外線人

感センサが計測した移動熱源の各領域にお

ける滞在時間と該当する領域の線量率を乗

ずることで得られる推計線量である。また、

相対誤差は以下の（1）式より得られる。 

 

𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑𝐑 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞 = 𝐃𝐃𝐞𝐞−𝐃𝐃𝐦𝐦
𝐃𝐃𝐦𝐦

（1）式 

 

ここで、Dm は移動熱源に取り付けた蛍光

ガラス線量計により計測された線量であり、

De は赤外線人感センサが計測した移動熱源

の各領域における滞在時間と該当する領域

の線量率を乗ずることで得られる推計線量

である。A2 に滞在した場合の相対誤差は

12%であり、B2に滞在した場合の相対誤差は

11%であった。C2、D2 の場合では蛍光ガラス

線量計の検出限界値を下回り、検出不能で

あった。 

熱源移動時における各領域の熱源の滞在

時間と線量推計の結果について Table 4 に

示す。透視条件は、管電圧が 80 kV、管電流

が 0.1 mA、透視時間は赤外線人感センサの

計測時間である。前項と同様に、相対誤差は

（1）式により算出した。また、赤外線人感

センサが計測した熱源の滞在時間を Figure 

8に示す。表中の Column A~D は Figure 4で

示したマトリクスにおける 1~4 行目を往復

させた結果であり、Row 2 は A2~D2 列目を

往復させた結果である。A列を往復した場合

の相対誤差は 21 %であり、B列を往復した

場合の相対誤差は 1 %であった。C、D列の

場合では蛍光ガラス線量計の検出限界値を

下回り、検出不能であった。 

次に、ロボット掃除機の自動運転機能を

用いてランダムな走行を 10 回繰り返した

結果を Table 5に示す。透視条件は同様に、

管電圧が 80 kV、管電流が 0.1 mA、透視時

間は赤外線人感センサの計測時間である。

また、赤外線人感センサが計測した熱源の

滞在時間を Figure 9に示す。Table 5より、

10 回の検証における相対誤差の平均値は

14%、標準偏差は 0.11 である。本検証では

再現性の検証のために 10 回の測定を繰り

返したものであるが、移動熱源は検証毎に

不規則に動作するため、滞在時間は異なる

点には留意する必要がある。 

 

Ｄ. 考察 

本研究では、医療従事者の行動調査と職

業被ばくの被ばく線量推計を可能とする推

計システムを構築するために、赤外線人感

センサを利用した。当該システムの臨床現

場への実用化を検討するために、赤外線人

感センサの精度と再現性について 3 つの検

証を行いた。はじめに、赤外線人感センサの

熱源移動における精度と再現性を確認する

ため、45 度の温水 10 L を格納した容器を

センサの検出範囲内で時速約 2 kmおよび時

速約 4 kmで移動させ、熱源の移動を測定し

た。結果として、移動速度が高いほど位置情

報の損失が増加することが示唆されました

が、時速 4 km でも相対誤差が 2.5%程度で

あり、高い精度で人体の移動を測定可能で
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あることが示された。次に、赤外線人感セン

サを用いた線量推計手法の精度検証を行い

た。透視下で蛍光ガラス線量計を搭載した

熱源を移動させ、線量推計の相対誤差を評

価した。結果から行方向への移動では相対

誤差が大きくなる傾向が見られ、画素内の

線量勾配が影響していることが示唆された。

精度向上のためには、画素サイズを小さく

し分解能を向上させる必要があると考えら

れる。最後に、移動熱源の自動運転機能を利

用した放射線透視下での線量推計を行い、

相対誤差が 0.14 ± 0.11と高い精度が得ら

れたことを報告した。被ばく線量が高い場

合に滞在時間を調査し、高線量率領域での

滞在時間が有意に長いことを示唆した。 

 

Ｅ. 結論 

本研究では、赤外線人感センサを活用し

た医療従事者の行動調査及び職業被ばく線

量の推計を可能とする推計システムを試作

した。当該システムは高い精度で熱源の滞

在時間把握及び線量推計が可能であること

が示された。また、線量推計の精度向上のた

めには、赤外線人感センサの分解能向上が

鍵となることが示唆された。今後さらに改

善し、臨床現場に導入することで、医療従事

者の職業被ばく線量の低減に向けた業務改

善や医療従事者の放射線防護に関する教育

資料として活用できる可能性がある。 

 

Ｆ. 研究発表 

1. 論文発表 

駒澤大学修士（診療放射線学）論文として提

出 

2. 学会発表 

IVR に従事する医療関係者の同線及び滞留

時間の測定に用いる赤外線人感センサの性

能評価.  

日野陵介, 池田新, 日野陵介, 中尾海太, 

長川彩香, 樋口拓杜, 金子順一, 小野孝

二, 新井知大. 第 50回日本放射線技術学

会秋季学術大会. 2022年 10月 9日. 
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Figure 1  

赤外線人感センサの概要図（左：検出イメージ、右：赤外線人感線センサの外観） 

赤外線人感センサを天井に設置し、1 辺がおよそ 2 m の正方形の範囲において人体

（熱源）の位置情報を取得可能 

 

 

 

 

Figure 2赤外線人感センサの検出範囲の検証に係る測定ジオメトリ 
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Figure 3熱源の高さと検出範囲の関係 

 

 

 

Table 1 熱源の高さと位置情報の消失地点 
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Figure 4 赤外線人感センサの測定精度の検証に係る概要 

 

 

 

Table 2 熱源の滞在時間の積算値 

 

 

 

 

 

Figure 5 赤外線人感センサにより計測した熱源の滞在時間 

（左：時速約 2 km、右：時速約 4 km） 
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Figure 6 被写体近傍の空間線量率分布 

上段：30分間透視における線量[μGy] 

下段：上段の線量を透視時間の 1800秒で除した線量率[μGy/s] 

 

 

 

Figure 7 移動熱源（ロボット掃除機上に熱源としてレフ電球とガラス線量計を設

置） 

（右：移動熱源の側面、左：上から見た移動熱源） 
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Table 3 熱源静止時における滞在時間の測定結果と線量推計の結果 

 

 

Table 4 熱源移動時における滞在時間の測定結果と線量推計の結果 

 

 

 

Figure 8 赤外線人感センサが計測した熱源の滞在時間 

（a） A列往復（b）B列往復（c）C列往復（d）D列往復（e）A2〜D2間往復 
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Table 5 熱源移動時における滞在時間の測定結果と線量推計の結果（ランダム走行時） 

 

 

Figure 9 赤外線人感センサが計測した移動熱源の滞在時間（ランダム走行時） 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
「放射線防護マネジメントシステムの適用と課題解決に関する研究」 

令和3年度～令和5年度 総合研究報告書 

 

医療機関の放射線業務従事者の職業被ばくに関連した実態調査 

 

研究分担者 栗山 知子  産業医科大学産業保健学部産業・地域看護学 特任助教 

研究協力者 茂呂田 孝一 社会医療法人財団友池会新小文字病院放射線科 

研究協力者 中上 晃一  産業医科大学病院放射線部 

研究協力者 人見 剛   川崎医科大学病院中央放射線部 

研究協力者 永元 啓介  産業医科大学産業生態科学研究所放射線衛生管理学 助教 

研究協力者 松崎 賢   社会医療法人財団友池会新小文字病院放射線科 

 

研究要旨 

近年、適用疾患が拡大している Interventional radiology（IVR）は、放射線透視を用い

ることによる患者・医療従事者双方への被ばくのリスクがある。血管造影室には局所的に空

間線量率の高いスポットも存在し、通常は医師比べて被ばく線量が低く、被ばく線量限度を

超過することがない看護師に対しても、被ばく状況の評価と放射線防護の最適化は必要で

ある。IVR看護師の被ばくに関する従来の報告には、術者との比較や単一施設における解析

が主であるものが多く、看護師の被ばくがどのような条件に影響を受けているかについて

は、十分明らかになっているとはいえない。 

当分担研究では実施期間の 2 年間で、医療分野における看護師の放射線被ばくの実態調

査を担い、1. 電離放射線健康診断における白内障調査、2. 電離放射線健康診断を受ける

医療従事者の職業防護に対する意識調査、3. IVRに従事する看護師の水晶体被ばくの背景

因子分析、4. 看護師の被ばくに影響しうる血管造影室内の作業環境調査、という 4つの課

題を設定した。 

従来とは異なる新たな視点から IVR業務に従事する看護師の被ばくを調査・分析し、分担

研究者の担当した目的を達成する有用な成果を得た。 

 

Ａ .各研究の概要 

以下に、各取り組みの内容と成果を示す。 

1. 電離放射線健康診断における白内障調

査 

医療職者の職業被ばく防護のあり方の検

討の基礎資料とすることを目的として、電

離放射線健康診断の対象者らの水晶体撮影

を行い、放射線白内障に関して検証を行っ

た。 

 

福岡県内の一医療機関に在籍し、電離放

射線健康診断を受ける放射線業務従事者、

約 380名を対象者とした。調査期間は 2021

年10月から2022年9月の1年間であった。

性別、年齢、所属部署、職種、白内障のリス

ク因子についても聴取した。画像判定は、

WHO白内障分類（主病型）と放射線白内障の

初期変化に着目した金沢医科大学分類（副

病型）を用い、某大学病院の眼科専門医 1名
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が行った。結果は「異常なし」、「再検査」、

「要精密検査」として参加者へ通知し、要精

密検査と判定された者には眼科への受診勧

奨を行った。参加者への結果通知にアンケ

ートを同封し、「所要時間」・「検査内容」・

「苦痛のなさ」それぞれの満足・不満足、

「今後の健康診断の際にも定期的に受けた

いか」、「検査を受けて水晶体被ばくへの関

心度は変化したか」、「水晶体被ばくに関す

る質問や相談」について回答を求めた。 

参加者 360名（38.3±10.4歳、男性 63.1％、

医師 53.1％）に対し、眼科専門医より 30分

程度、使い方の指導を受けた医師・看護師・

検査技師ら計 7 名が交替で 1 名 5 分程度の

撮影を行った。要精密検査と判定された 82

名中、22名が眼科を受診し、そのうち 19名

で核白内障や皮質白内障、副病型の水泡状

微小混濁（Vacuoles、以下 VC）を認めた。

そのうち、医師は 11名、看護師は 2名であ

った。2名の看護師は、いずれも 40 代前半

で、透視室や血管造影室での放射線業務に

従事する外来看護師であった。また、写真の

質により再検査と判定された 27名中、10名

が再検査を受け、5名は異常なしと判定され、

5 名には白内障や VC が認められた。ただ、

個人被ばく線量との検証の結果では、有所

見者に線量限度を超える者はおらず、また、

有所見者以外の線量との有意差も認めず、

被ばく線量と水晶体所見（白内障）との関連

は明らかとはならなかった。 

調査後のアンケートは 38名から回答が

得られ、97.4％が「検査の所要時間に満

足」、97.4％が「検査内容に満足」、97.4％

が「苦痛のなさに満足」、94.7％が「今後

の健康診断の際にも定期的に受けたい」、

78.9％が「今回、検査を受けて水晶体被ば

くへの関心度が高まった」と回答した。  

2. 電離放射線健康診断を受ける医療従事

者の職業防護に対する意識調査 

医療職者の職業被ばく防護策のマネジメ

ントを進める上での課題を検討することを

目的として、放射線業務従事者自身が被ば

くの低減・管理に関する認識を調査した。 

福岡県内の一医療機関に在籍し、放射線

業務に従事する約 380 名を対象とした。デ

ータ収集期間は、2021 年 10 月〜2022 年 9

月の 1 年間とした。調査内容は、被ばく防

護対策に関する 13の質問項目であり、リッ

カート 5件法で回答を得た。 

対象者およそ 380 名に配布し、340 名か

ら回収した（回収率 89.5％）。重回帰分析の

結果から「他職種との連携・協力」が、所属

機関の職業被ばく防護対策に対する放射線

業務従事者の満足度を最も高めたことが分

かった。そのほか「被ばく防護の指針」や

「教育的機会」、「必要な防護具の充足」につ

いても、その影響度は大きいとは言えない

ものの有意差を認めた。他方、「防護の原則

を意識した行動」や「線量限度の把握」とい

った従事者の認識や防護行動の高さに関す

る事項は、総合的な満足度に影響しないこ

とが確認された。 

以上のことから、医療機関における放射

線業務従事者の被ばく防護対策への満足度

には、個人のレベルの認識や防護行動より

も、職場環境に関する因子が関係している

ことが示唆された。 

 

3. IVR に従事する看護師の水晶体被ばく

の背景因子分析 

IVR に従事する看護師の年間水晶体被ば

く線量に病院間差がみられたことから、病

院特有の因子に影響を受けている可能性を

考え、看護師の水晶体被ばくに影響を与え
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得る要因について検証した。   

血管造影装置を有する 200 以上の病床規

模で、機能と規模が異なる 3 つの救急指定

病院 （A病院: 678 床、B病院: 1182床、C

病院: 214 床）を選定した。調査期間 2018

年 1月〜2021年 3月の間に、各対象病院が

任意に設定した 1年間の症例 （A病院: 900

例、B病院: 1979例、C病院: 492例）に従

事した計 88 名の看護師 （A病院: 31名、

B病院: 49名、C病院: 8名）を対象者とし

た。産休などの何らかの理由でひと月以上

個人被ばく線量が報告されなかった者につ

いては除外し、各対象者の年間の総水晶体

等価線量を算出した。その他、対象者らが担

当した総症例数、そのうち X 線の曝射量が

多い治療目的の症例数、総透視時間、総 air 

kerma-area product （PKA）を集計した。

加えて、担当症例で使用された血管造影室

内のレイアウト、看護師の主な滞在位置、各

症例に携わった術者数、看護師数も集計し

た。この人数には、途中交替要員も含まれ

た。 

時間、距離、遮蔽の 3 つの観点から検証

した結果、 施設間の看護師の水晶体被ばく

線量の違いは、時間や遮蔽ではなく、X線照

射野から看護師が滞在する位置まで距離に

よって説明できることが示された。加えて、

その距離は、スタッフの人員が少ないほど

短くなることも明らかとなった。看護師の

水晶体被ばく低減には、血管造影室内の滞

在位置を放射線源から 2 m 以上離すことが

最も効果的であることが確認された。 

 

4. 看護師の被ばくに関連する血管造影室

内の作業環境調査 

IVRの作業環境下において、看護師の被ば

く線量は作業環境に影響を受ける可能性が

ある。そのことをふまえ、血管造影室内での

看護師の作業環境および作業管理上の課題

を抽出することを目的として、434施設の血

管撮影とインターベンションに携わる専門

の診療放射線技師に対し、心血管系 IVR 看

護師の作業環境について調査を実施した。

調査期間は、2023 年 2 月〜2023 年 11 月と

した。   

63の対象者から回答を得、同一施設に所

属する対象者ではないとみなした 59 の回

答を解析した。その結果、400床未満の病院

は、400床以上の病院比べ、血管造影室内の

看護師の滞在位置（看護記録などで最も長

く滞在する位置から X 線照射野までの距離）

が有意に短く、また主に看護師の被ばく防

護を目的とした RSS の未設置の割合も高か

った。また、診断目的の手技において 400床

未満の病院は、400床以上の病院と比べて、

術者が 1 名体制の症例割合が高く、卒後 5

年未満の医師が入る症例割合は低かった。

有意に多く、400床以上の施設で有意に高か

った。 

これらの結果は、400床未満の病院で働く

IVR看護師は距離と遮蔽の点で、業務に伴う

放射線ばく露が増加しやすい状況におかれ

ることが示唆された。 

 

Ｂ. まとめ（見出した課題と解決法の提案） 

1．電離放射線健康診断における白内障調査 

徹照カメラを用いた水晶体撮影は、簡単

な訓練を行った上で眼科医以外でも実施可

能で、未散瞳でも放射線白内障の初期病変

である Vacuolesを見つけることが出来、比

較的簡便な検査として、電離放射線健康診

断への導入の有用性が示された。今回の調

査は未散瞳下で実施したが、陽性的中率は

86.4%と高く、スクリーニング項目として有
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用と言える。また、看護師を含む対象者から

は、撮影に伴う苦痛や所要時間、検査内容に

関する対象者らの不満は少なく、定期的な

検査を希望する声や、水晶体の放射線被ば

くに対する関心度が上昇したという意見も

多く聞かれ、受診する側のデメリットも少

ない。 

調査時点では、被ばく線量との関連性は

確認出来なかったが、白内障は数年〜数十

年の潜伏期間を経て発症する晩発影響であ

り、また加齢性変化や紫外線、糖尿病、ステ

ロイドなどのその他の要因も影響する。そ

のため本調査のような、点での評価には限

界がある。放射線業務従事者の水晶体変化

を評価するには、業務開始時に同じ検査を

することが不可欠で、また、その後の経年的

な追跡も求められる。さらに、被ばく線量と

の評価に関しては、今回の調査で解析した

水晶体等価線量は、対象者らが受けた全て

の被ばくを反映しているとは言い難いと考

えている。それは、そもそも線量管理対象と

して登録されていない従事者の存在や線量

計の未装着、また、主な所属先以外での放射

業務の被ばくが含まれていないといった現

状があるからである。放射線業務従事者の

健康管理として、水晶体の放射線影響評価

を正しく実施するためにも、根本的な被ば

く線量測定の徹底および線量管理の一元化

が求められる。 

 

2．電離放射線健康診断を受ける医療従事者

の職業防護に対する意識調査 

医療機関における放射線業務従事者の被

ばく防護対策への満足度には、個人のレベ

ルの認識や防護行動よりも、職場環境に関

する因子が関係していることが示唆され、

被ばく防護策に対する満足度を高めること

によって、各自が安心して働ける職場環境

づくりや協力的意識をより強化することに

つながることが期待できる。同時に、調査で

有意差が認められた項目は、いずれも放射

線防護マネジメントシステムを進めること

によっても改善が期待できる内容と考えて

いる。加えて、「他職種との連携・協力」の

あり方は、被ばく防護対策への満足度だけ

でなく、その過程で受ける職業被ばく線量

へも影響を及ぼす可能性がある。なぜなら、

IVRや ERCPなどの現場では、複数の医療専

門職が連携しながら患者の診療にあたるか

らである。 

一方、医療現場での職業被ばく低減には、

各自が主体的に、また共通認識をもち自ら

の習慣や行動レベルに落とし込むことが肝

要で、組織的な働きかけや環境整備だけで

は、解決が不十分であり、その点を課題とし

て認識している。多くの時間や防護具の装

備費用を投じて実施される防護対策や被ば

く管理が一方的なものに留まらず、より有

効なものとして現場のスタッフの意識に反

映されるよう、組織と個人レベルの双方に

意図的に働きかけることが重要である。 

 

3．IVRに従事する看護師の水晶体被ばくの

背景因子分析、および 4．看護師の被ばくに

関連する血管造影室内の作業環境調査 

看護師は研修中の看護師も含め手技中に

外回り（検査・治療環境の整備、患者介護、

記録）、直接介助（器械出し等）としての役

割を担い、手技中に血管造影室内を移動す

る。したがって患者や X 線管球からの正確

な距離を実測することは困難である。本調

査でも、各対象者の役割や手技中に具体的

にどのような動きをしていたかは把握でき

ていないが、血管造影室ごとに看護師が最
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も長く滞在する場所を特定することにより、

照射野からのその距離によって、ある程度、

集団の水晶体被ばく線量レベルの差が説明

できることを明らかにした。 

血管造影室内で、看護師が最も滞在する

位置を再点検し、可能であれば X 線照射野

から 2 m 以上離れた位置に滞在位置を設定

するというのは実行しやすく、かつ集団レ

ベルでも被ばく低減効果の見込める作業環

境管理となり得る。また、IVRを実施するチ

ームの人員（主に術者）が少ないと看護師は

X 線照射野に近づいて業務を行う傾向にあ

り、その背景因子として病院規模も関係し

ていることが判明した。この点において、血

管造影室を有する医療機関には、最小限の

人員で IVR を担わざるを得ない施設もある

こと、また、看護師が術者の近くで介助を担

う場合には、衝立型防護板の設置は困難な

可能性があるといった課題が考えられる。 

こうした課題に対し、場合によっては時

間的側面への介入として、IVR 従事が限ら

れた看護師に偏らないような勤務管理や、

個人防護具を含めた遮蔽面の設備投資の検

討が必要である。加えて、術者の被ばく防護

用である吊下げ型防護板を看護師の被ばく

防護という点でも必ず使用し、線源から近

くでもその効果が得られる立ち位置を検討

することや、それぞれの看護師が、自ら状況

に応じて主体的に防護行動を実行できるよ

うな教育支援が求められる。 
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研究要旨 

防護具の評価 

目的：各診療科に実際の様々な防護具を体験してもらい、アンケートに基づき希望のあ

った防護具を購入し、様々な管電圧に対する防護能についてファントム実験を行った。 

方法：手指ファントムを用いて、各部位における線量を防護具あり、なしで測定し、防

護能について算出した。防護能の計算は次式を用いた：防護なしの線量 – 防護ありの線

量 / 防護なしの線量 = 防護能 (%)。管電圧は、50、60、70、80、90、100 (kV)で 2回

撮影し、計算には 2回の平均値を用いた。 

結果：各防護具において、管電圧が高くなるに従い防護能は低下していった。厚地の防

護具では操作性にやや難があるとの意見があった。 

考察・結論：透視下では、その手技に合わせて放射線防護具を選択することになるが、

操作性は選定における重要なポイントである。50～60KV の透視下で十分な防護能を有

し、安価、かつ薄地である防護具は、低管電圧下での作業に適していると考えられた。 

放射線被ばく防護に関するアンケート調査 

背景・目的：医療被ばくの啓発や意識付けにより線量計の装着率は向上したが、その持

続性は危惧される。本研究の目的は、現状における意識調査である。 

方法：透視室を利用する内科・外科・放射線科の全医師合計 45名について、無記名で放

射線被ばく防護に関するアンケート調査を行った。 

結果：主な結果は次の通りである。 

放射線被ばく低減に関して興味あり 38 名、放射線使用時に線量計を装着する義務があ

ることを知っている 41名、放射線使用時に線量計を装着している 30名、放射線使用時

に放射線手袋を使用している 6名、放射線使用時に放射線防護眼鏡を使用している 7名、

Over tubeと Under tubeの違いを知っている 5名 

考察：アンケート結果からは、装着率は高いが、装着に関しての意識は必ずしも高くな

く、持続的な啓発・研修、意識調査が必要と考えられた。「放射線使用時に放射線防護手

袋を使用していますか」、「放射線使用時に放射線防護メガネを使用していますか」、につ

いては装着していない医師が多数であった。この点については、手技についての詳細な

聴取を行う必要があり、個別に早急な対応が必要と思われた。Over tubeと Under tube

の違いを理解していない医師が意外に多く、講義内容を含めた再検討が必要と考えた。 

結論：現場医師の放射線被ばく防護に関するアンケート調査により、防護の装着率は高

いが、装着に関しての知識や意識は必ずしも高くないことがわかった。このことから、

継続的な啓発・研修や意識調査が必要と考えられた。また、教育や啓発活動が持続的に

可能な病院長や科長を含めた組織作りが重要と思われた。 
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防護具の評価 

Ａ．背景と目的

整形外科領域を中心とする透視下診療におい

ては、手指への被ばくが問題となる。透視下での

被ばく低減の対策の一つに放射線防護手袋の装

着があるが、手技中の煩わしさ、作業効率の低下

などにより、防護具の着用率が低いことが問題と

なっている。以前に行った個人を対象としたヒヤ

リングでは、「手技の妨げになる」との意見が多か

った。以前は現場の医師の希望を調査せず防護具

を購入・配置していた経緯があったが、各診療科

に実際の様々な防護具を体験してもらい、アンケ

ートに基づき希望のあった防護具（Cathlab Pro 

CNXPG20：薄手、Max MXPG35：厚手、Attenuator-

X、名優: 防護手袋）を購入した。「令和 4年度労

災疾病臨床研究事業報告書」では、この中で整形

外 科 領 域 の 手 技 で は 放 射 線 防 護 具 に は

Attenuator-X(アズワン社製)が最適と思われた。

今回、新たに、リクエストのあった防護具（トレ

フィット X薄、トレフィット X厚）を追加購入し、

昨年同様に評価（様々な管電圧に対する防護能に

ついてファントム実験）をおこなったので報告す

る。

Ｂ．研究方法

手指ファントム（Fig 1, 2）を用いて、各部位

における線量を防護具あり、なしで測定し、防護

能について算出した。防護能の計算は下記の式に

より行った。

防護なしの線量 – 防護ありの線量 / 防護なし

の線量 = 防護能 (%)

管電圧は、50、60、70、80、90、100 (kV)で 2回

撮影し、計算には 2回の平均値を用いた。

Figure 1 手指ファントム（手背側）

Figure 2 手指ファントム（透視像）

Ｃ．研究結果

各防護具による防護能を Table 1. と Fig 3.で

示す。各防護具において、管電圧が高くなるに従

い防護能は低下していった。 Cathlab Pro 

CNXPG20：薄手と名優は、Max MXPG35：厚手、

Attenuator-X に比べて防護能は全管電圧におい

て低い傾向であった。

操作性のアンケート結果： MXPG35は厚地であり

操作性にやや難がある。その他、Cathlab Pro 

CNXPG20、Max Attenuator-X、名優については特に

操作性についての問題点の指摘はなかった。
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Ｄ．考察

整形外科の手技の多くが管電圧 70～90KV の透

視下で行われている。透視下では、その手技に合

わせて放射線防護具を選択することになるが、操

作性は選定における重要なポイントである。各医

師の使用アンケートでは Cathlab Pro CNXPG20は、

Max MXPG35に比べて、薄地であり操作性に優れて

いると評価されたが、防護能は低い傾向であった。

一方、Max MXPG35（KIRAN社製)は、防護能は高い

が、厚手で操作がしにくいとの評価であった。

Attenuator-X(アズワン社製)は防護能が高く、か

つ薄手で使いやすいと判断され、管電圧 70～90KV

の透視下で行われる点を考慮すると防護能（40～

50％程度）は最適であると考える。今回、新たに

購入をおこなった防護具（トレフィット X薄、ト

レフィット X 厚）については、いずれも

Attenuator-X(アズワン社製)には防護能は劣っ

ていた。金額的には Attenuator-X(アズワン社製)

は他の防護具に比べて 2 倍である。Cathlab Pro 

CNXPG20は、50～60KVの透視下では十分な防護能

を有しており、安価、かつ薄地である点を考慮す

ると低管電圧下での作業に適しているのかもし

れない。

Ｅ．結論

整形外科領域の手技では放射線防護具には

Attenuator-X(アズワン社製)が最適と思われた。

他の防護具においては作業下の管電圧を考慮し

た選択が重要と考える。

Ｆ．健康危険情報

なし

Ｇ．研究発表

1.  論文発表

　なし
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2.  学会発表

なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3.その他

　なし

放射線被ばく防護に関するアンケート調査

Ａ．背景と目的

医療被曝の啓発や意識付けにより線量計の装

着率は向上した。しかし、持続性について危惧さ

れるため、現状における意識調査のため、透視室

を利用する内科・外科・放射線科の全医師合計 45

名にについて、無記名で放射線被ばく防護に関す

るアンケート調査を行った。

Ｂ．研究方法および結果

アンケート項目と結果は下記である。

1) 放射線被ばく低減に関して興味はありますか

「興味が無い」7人、「興味がある」38人、「無回

答」0人

2) ご自身の被ばく線量は知っていますか

「知っている」16人、「知らない」29人、「無回答」

0人

3) 診療用放射線の安全利用のための研修会(eラ

ーニング)を受講しましたか

「受講した」31人、「受講していない」11人、記

憶にない 3人

4) 放射線使用時（透視室や血管撮影室、OPE室 C-

arm 等）に線量計（ガラスバッジ等）を装着する

義務があることを知っていますか

「知っている」41人、「知らない」4人、「無回答」

0人

5) 放射線使用時（透視室や血管撮影室、OPE室 C-

arm 等）に線量計（ガラスバッジ等）を装着して

いますか

「装着している」30人、「装着していない」11人、

「たまにしている」1人、「カテ時は装着している」

1人、「忘れることがある」1人、「透視はつけるが

OPE 室はつけていない」1人

6） 5)でガラスバッジを装着していない方に聞き

ます。ガラスバッジはどこに保管してありますか

「医局に保管している」6人、「わからない」1人、

「透視室」3人、「カテ室」2人、「外病院所属のた

め無し」1人

7) 放射線防護手袋を使用することで手指被ばく

が低減できることを知っていますか

「知っている」34人、「知らない」11人、「無回答」

0人

8) 放射線使用時に放射線防護手袋を使用してい

ますか

「防護手袋を使用している」6人、「防護手袋を使

用していない」39人、「無回答」0人

9) 8)で放射線防護手袋を使用していない方に聞

きます。使用しない理由をお答えください

「防護手袋があることを知らない」12 人、「防護

手袋を着用すると検査がしづらい」13 人、「被ば

く線量が少ないため気にしていない」10 人、「ど

こにあるか知らない」3人、「忘れてしまう」1人、

「持っていない」1人、「無回答」5人

10) 放射線防護メガネを使用することで水晶体

被ばくが低減できることを知っていますか

「知っている」41人、「知らない」4人、「無回答」

0人

11) 放射線使用時に放射線防護メガネを使用し

ていますか

「防護メガネを使用している」7人、「防護メガネ

を使用していない」38人、「無回答」0人

12) 11)で放射線防護メガネを使用していない方

に聞きます。使用しない理由をお答えください

「防護メガネがあることを知らない」2人、「防護

メガネを着用すると検査がしづらい」21 人、「被

ばく線量が少ないため気にしていない」8人、「持

っていない」4人、「コロナの感染対策のメガネを

使っていた」1人、「使う場所に常置していないた

め」1人、「どこにあるかわからない」2人、「無回

答」6人

13) 手技・検査前のタイムアウトに放射線防護具

の確認を加えることに

「賛成」37人、「反対」8人

（反対とした理由）

「手順が増える」1人、「内視鏡など検査中に透視

が必要になった場合がある」1人、「時間的余裕が

ない」1人、「これ以上あれこれ増えるのは何かや

だ」1人、「2外科は防護手袋をやらないと思いま

す」1人

14) 手技・検査前のタイムアウトに線量計装着の

確認を加えることに
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「賛成」40人、「反対」5人 

（反対とした理由） 

「無かった場合に検査が滞るから」1人、「内視鏡

など検査中に透視が必要になった場合がある」1

人、「時間的余裕がない」1 人、「これ以上あれこ

れ増えるのは何かやだ」1 人 

 

15) Over tubeと Under tube の違いを知っていま

すか 

「知っている」5人、「知らない」39人、「無回答」

1名 

 

16) Over tubeを使用した場合、医療従事者の手

指被ばくは主に○○である 

「直接ガンマ線である」0 人、「直接Ⅹ線である」

4 人、「散乱Ⅹ線である」1 人、「わからない」39

人、「無回答」1人 

 

17) 線量計（ガラスバッジ）装着率向上に向けて、

どのような周知があると効果的ですか（複数回答

可） 

「病院長からの周知」12 人、「所属長からの周知

21」人、「現場担当者からの周知」25 人、「医療安

全推進室からの周知」16人 

【その他】 

「タイムアウトでその場で着用するようにする」

1人、「周知が必要かはわからない」1人 

 

18) 放射線被ばく低減に関してご意見などあり

ましたらお答えください 

「保護具以外の暴露防止対策（立ち位置など）に

ついても情報があると良いと思います」「つけや

すいアイガードを置いてほしい」 

 

Ｃ．考察 

 アンケート項目 2)～4)からは、装着率は高いが、

装着に関しての意識は必ずしも高くなく、持続的

な啓発・研修、意識調査が必要と考えられた。「ア

ンケート項目 6) ガラスバッジはどこに保管して

ありますか」、については科長を含めた指導が早

急に必要と考えられた。「アンケート項目 8) 放射

線使用時に放射線防護手袋を使用していますか」、

「アンケート項目 11) 放射線使用時に放射線防

護メガネを使用していますか」、については装着

していない医師が多数であった。この点について

は、手技についての詳細な聴取を行う必要があり、

個別に早急な対応が必要と思われた。「アンケー

ト項目 13) 手技・検査前のタイムアウトに放射線

防護具の確認を加えることに賛成 or 反対とアン

ケート項目 14) 手技・検査前のタイムアウトに線

量計装着の確認を加えることに賛成 or 判定」に

ついては、手技・検査前のタイムアウトに放射線

防護具の確認に理解している医師は多く、今後に

制度化に向けた議論が必要と思われた。「アンケ

ート項目 15) Over tubeと Under tubeの違いを

知っていますか」については、Over tubeと Under 

tube の違いを理解していない医師が意外に多く、

講義内容を含めた再検討が必要と考えた。 

 

Ｄ．結論 

 現場医師の放射線被ばく防護に関するアンケ

ート調査により、防護の装着率は高いが、装着に

関しての知識や意識は必ずしも高くないことが

わかった。このことから、継続的な啓発・研修や

意識調査が必要と考えられた。また、教育や啓発

活動が持続的に可能な病院長や科長を含めた組

織作りが重要と思われた。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

なし 
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改
善


講
義


実
習


ツ
ール
提
供
（
モ
デ
ル
文
書
）


医
療
機
関
側
で
の
作
成


作
成
経
験
の
共
有

研
修
の
実
施
方
法

St
ep

 b
y 

St
ep

 研
修
の
目
的
研
修
を
通
じて


M

Sの
基
本
を
学
ぶ


M

S文
書
体
系
の
構
築

モ
デ
ル
文
書
→
カ
ス
タ
マ
イズ


効
率
的
な
放
射
線
防
護

M
Sの

開
発

そ
の
上
で
、


導
入
支
援
の
実
施

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
（

M
S）

導
入
の
課
題

1. 
安
全
衛
生
担
当
者
の

M
Sに

対
す
る
理
解
不
足

2.
 文
書
体
系
構
築
の
負
担
大

3.
 放
射
線
被
ば
くリ
ス
ク
へ
の

対
応
方
法
の
理
解
不
足
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皆
さん

の
施
設
の
状
況
は
い
か
が
で
しょ
う？


実
効
線
量
分
類
別
人
数


事
業
場
の
放
射
線
業
務
従
事
者
数
別
の
実
効
線
量
が

20
m

Sv
超

又
は
把
握
して
い
な
い
労
働
者
が
い
る
と
回
答
した
事
業
場
の
割
合

人
数
（
人
）

割
合
（
%
）

検
出
限
界
未
満

51
,44

7
69

.2
検
出
限
界
以
上
～
年
20
m
Sv
被
ば
く

22
,49

0
30

.3
年
20
m
Sv
超
～
年
50
m
Sv
被
ば
く

10
6

0.
1

年
50
m
Sv
超
被
ば
く

1
0

把
握
し
て
い
な
い

28
7

0.
4

74
,33

1
10

0

第
15

4回
放
射
線
審
議
会
総
会

配
布
資
料

15
4-

1-
1号

放
射
線
業
務

従
事
者
数

皆
さん

の
施
設
の
状
況
は
い
か
が
で
しょ
う？


放
射
線
測
定
器
の
適
正
な
装
着
の
た
め
の
対
策
（
複
数
回
答
可
）

ビデ
オ
教
材
や
研
修
会
等
に
よ
り、

放
射
線
防
護
に
係
る
教
育
を
実
施

厚
生
労
働
省
の
リー
フレ
ット
等
を

適
当
な
場
所
に
掲
示

放
射
線
測
定
器
が
適
正
に
装
着

され
て
い
る
か
確
認
す
る
体
制
を
整
備

周
知
等
は
行
って
い
な
い

そ
の
他

特
に
対
策
を
講
じ
て
い
な
い
事
業
場
が

2割
以
上

第
15

4回
放
射
線
審
議
会
総
会

配
布
資
料

15
4-

1-
1号

皆
さん

の
施
設
の
状
況
は
い
か
が
で
しょ
う？


放
射
線
測
定
器
の
配
布
状
況

不
均
等
被
ば
くと
な
る
者
に

放
射
線
測
定
器
を

2個
以
上

配
布
して
い
な
い
事
業
場
が

1/
3

第
15

4回
放
射
線
審
議
会
総
会

配
布
資
料

15
4-

1-
1号

1.
放
射
線
防
護
に
関
す
る
現
状

（
自
主
点
検
結
果
よ
り）
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2.
電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
改
正
と

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム

皆
さん

の
施
設
の
状
況
は
い
か
が
で
しょ
う？


管
理
区
域
一
時
立
入
者
の
線
量
管
理
方
法
（
複
数
回
答
可
）


事
業
場
の
放
射
線
業
務
従
事
者
別
の
管
理
区
域
一
時
立
入
者
の

線
量
を
管
理
して
い
な
い
と
回
答
した
事
業
場
の
割
合

第
15

4回
放
射
線
審
議
会
総
会

配
布
資
料

15
4-

1-
1号

事
業
場
数
（
件
）

割
合
（

%
）

個
人
線
量
測
定
サ
ー
ビ
ス
機
関
を
利
用
し
て

被
ば
く
線
量
を
測
定

74
6

14
.0

電
子
線
量
計
を
装
着
さ
せ
て
被
ば
く
線
量
を

測
定

1,
56

2
29

.4

外
部
被
ば
く
に
よ
る
実
効
線
量
が
計
算
に
よ
り

0.
1m

Sv
を
超
え
な
い
こ
と
を
確
認
等
し
、
測
定
を

行
っ
た
も
の
と
み
な
す

1,
19

3
22

.4

管
理
し
て
い
な
い

81
0

15
.2

そ
の
他

1,
22

7
23

.1
（

n=
5,

32
1）

放
射
線
業
務

従
事
者
数

皆
さん

の
施
設
の
状
況
は
い
か
が
で
しょ
う？


5年

間
の
被
ば
く線

量
の
管
理
方
法
（
左
）
（
複
数
回
答
可
）


新
規
所
属
労
働
者
の
所
属
前
被
ば
く線

量
の
管
理
方
法
（
右
）

（
複
数
回
答
可
）

第
15

4回
放
射
線
審
議
会
総
会

配
布
資
料

15
4-

1-
1号

事
業
場
数
（
件
）

割
合
（
%
）

電
離
放
射
線
健
康
診
断
個
人
票
を

と
り
ま
と
め
て
管
理

3,
60

7
67

.8

線
量
計
メ
ー
カ
ー
か
ら
通
知
さ
れ
た

書
類
を
と
り
ま
と
め
て
管
理

4,
23

5
79

.6

独
自
の
管
理
ツ
ー
ル
等
を
用
い
て

電
子
的
に
管
理

35
5

6.
7

管
理
し
て
い
な
い

28
0.

5
そ
の
他

83
1.

6
（
n=
5,
32
1）

事
業
場
数
（
件
）

割
合
（

%
）

前
所
属
事
業
場
か
ら

通
知
を
受
け
て
把
握

66
6

12
.5

被
ば
く
線
量
測
定
サ
ー
ビ
ス
会
社
か
ら

通
知
を
受
け
て
把
握

1,
45

6
27

.4

当
該
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
に
よ
り

把
握

1,
68

1
31

.6

把
握
し
て
い
な
い

83
5

15
.7

そ
の
他

35
0

6.
6

（
n=

5,
32

1）

皆
さん

の
施
設
の
状
況
は
い
か
が
で
しょ
う？


眼
の
水
晶
体
の
等
価
線
量
分
類
別
人
数


事
業
場
の
放
射
線
業
務
従
事
者
数
別
の
眼
の
水
晶
体
の
等
価
線
量

が
20

m
Sv
超
又
は
把
握
して
い
な
い
労
働
者
が
い
る
と
回
答
した

事
業
場
の
割
合

第
15

4回
放
射
線
審
議
会
総
会

配
布
資
料

15
4-

1-
1号

人
数
（
人
）

割
合
（
%
）

検
出
限
界
未
満

47
,7

25
64

.2
検
出
限
界
以
上
～
年
20
m
Sv
被
ば
く

23
,8

06
32

.0
年
20
m
Sv
超
～
年
50
m
Sv
被
ば
く

47
3

0.
6

年
50
m
Sv
超
被
ば
く

55
0.

1
把
握
し
て
い
な
い

2,
27

2
3.

1
74

,3
31

10
0

放
射
線
業
務

従
事
者
数
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電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
第

56
条

健
康
診
断

放
射
線
業
務
に
常
時
従
事
す
る
労
働
者
で
管
理
区
域
に
立
ち
入
る
も
の
に
対
し実

施
す
る
項
目

1
被
ば
く歴

の
有
無
（
被
ば
く歴

を
有
す
る
者
に
つ
い
て
は
、作

業
の
場
所
、内

容
及
び
期
間
、放

射
線
障

害
の
有
無
、自

覚
症
状
の
有
無
そ
の
他
放
射
線
に
よ
る
被
ば
くに
関
す
る
事
項
）
の
調
査
及
び
そ
の
評
価

2
白
血
球
数
及
び
白
血
球
百
分
率
の
検
査

3
赤
血
球
数
の
検
査
及
び
血
色
素
量
又
は
ヘ
マ
トク
リッ
ト値

の
検
査

4
白
内
障
に
関
す
る
眼
の
検
査

5
皮
膚
の
検
査


雇
入
れ
の
際
、当

該
業
務
に
配
置
換
え
の
際
及
び
そ
の
後
六
月
以
内
ご
と
に

1回
、定

期
に
健
康
診
断
を
行
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。


雇
入
れ
又
は
当
該
業
務
に
配
置
換
え
の
際
の
健
康
診
断

→
使
用
す
る
線
源
の
種
類
等
に
応
じて
白
内
障
に
関
す
る
眼
の
検
査
を
省
略
可


定
期
に
行
う健

康
診
断

→
医
師
が
必
要
で
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、白

血
球
数
及
び
白
血
球
百
分
率
の
検
査
、赤

血
球
数
の
検
査
及
び

血
色
素
量
又
は
ヘ
マ
トク
リッ
ト値

の
検
査
、白

内
障
に
関
す
る
眼
の
検
査
、皮

膚
の
検
査
を
省
略
可

→
健
康
診
断
を
行
お
うと
す
る
日
の
属
す
る
年
の
前
年

1年
間
に
受
け
た
実
効
線
量
が

5m
Sv
を
超
え
ず
、か
つ
、当

該
健
康
診
断
を
行
お
うと
す
る
日
の
属
す
る

1年
間
に
受
け
る
実
効
線
量
が

5m
Sv
を
超
え
る
恐
れ
の
な
い
者
で
は
、

医
師
が
必
要
と
認
め
な
い
と
き
に
は
白
血
球
数
及
び
白
血
球
百
分
率
の
検
査
、赤

血
球
数
の
検
査
及
び
血
色
素
量

又
は
ヘ
マ
トク
リッ
ト値

の
検
査
、白

内
障
に
関
す
る
眼
の
検
査
、皮

膚
の
検
査
を
行
うこ
と
を
要
しな

い
。

電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
第

8条
線
量
の
測
定


３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
外
部
被
ば
くに
よ
る
線
量
の
測
定
は
、次

の
各
号
に
掲
げ
る
部
位
に
放
射
線
測
定
器
を
装

着
させ

て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（

中
略
）


一

男
性
又
は
妊
娠
す
る
可
能
性
が
な
い
と診

断
され

た
女
性
に
あ
つ
て
は
胸
部
、そ
の
他
の
女
性
に
あ
つ
て
は
腹
部


二

頭
・頸
部
、胸

・上
腕
部
及
び
腹
・大
腿
部
の
うち
、最

も
多
く放

射
線
に
さら
され

る
お
そ
れ
の
あ
る
部
位
（
これ

ら
の
部
位
の
うち
最
も
多
く放

射
線
に
さら
され

る
お
そ
れ
の
あ
る
部
位
が
男
性
又
は
妊
娠
す
る
可
能
性
が
な
い
と
診
断
され

た
女
性
に
あ
つ
て
は
胸
部
・上
腕
部
、そ
の
他
の
女
性
に
あ
つ
て
は
腹
・大
腿
部
で
あ
る
場
合
を
除
く。
）


三

最
も
多
く放

射
線
に
さら
され

る
お
そ
れ
の
あ
る
部
位
が
頭
・頸
部
、胸

・上
腕
部
及
び
腹
・大
腿
部
以
外
の
部
位
で

あ
る
と
き
は
、当

該
最
も
多
く放

射
線
に
さら
され

る
お
そ
れ
の
あ
る
部
位
（
中
性
子
線
の
場
合
を
除
く。
）

男
性
又
は
妊
娠
す
る
可
能
性
が
な
い
と

診
断
され

た
女
性

左
記
以
外
の
女
性

①
体
幹
部
均
等
被
ば
く

胸
部

1つ
腹
部

1つ

②
体
幹
部
不
均
等
被
ば
く

（
エ
プ
ロ
ン
型
防
護
衣
着
用
）

防
護
衣
内
側
胸
部

1つ
、

防
護
衣
外
側
頭
・頸
部

1つ
防
護
衣
内
側
腹
部

1つ
、

防
護
衣
外
側
頭
・頸
部

1つ
③

末
端
部
被
ば
く

①
に
加
え
、被

ば
くが
最
大
とな

る
手
指

1つ

④
体
幹
部
不
均
等

＋
末
端
部
被
ば
く

②
に
加
え
、被

ば
くが
最
大
と
な
る
手
指

1つ

⑤
水
晶
体
高
線
量
被
ば
く

①
～
④
の
い
ず
れ
か
に
加
え
、防

護
眼
鏡
内
側

1つ

労
働
安
全
衛
生
法
の
目
的
と

電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
基
本
原
則


労
働
安
全
衛
生
法


（
目
的
）


第

1条
この
法
律
は
、（

中
略
）
職
場
に
お
け
る
労
働
者
の
安
全
と
健
康

を
確
保
す
る
と
と
も
に
、快

適
な
職
場
環
境
の
形
成
を
促
進
す
る
こと
を
目
的

と
す
る
。


電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則


（
放
射
線
障
害
防
止
の
基
本
原
則
）


第

1条
事
業
者
は
、労

働
者
が
電
離
放
射
線
を
受
け
る
こと
を
で
き
る
だ
け

少
な
くす
る
よ
うに
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

医
療
機
関
の
放
射
線
に
係
る
法
令
と
そ
の
主
な
守
備
範
囲

放
射
線
障
害
防
止
法

（
RI
法
）

労
働
安
全
衛
生
法

電
離
放
射
線
障
害

防
止
規
則

医
療
法


職
場
に
お
け
る

労
働
者
の
安
全
と

健
康
の
確
保


医
療
従
事
者
の

被
ば
く管

理


医
療
安
全


患
者
の
被
ば
く管

理

放
射
線
障
害
予
防

規
程


放
射
線
発
生
装
置
・

放
射
性
同
位
元
素

等
の
管
理

医
療
法
施
行
規
則

放
射
線
障
害
防
止
委
員
会
等

医
療
放
射
線
管
理
委
員
会

衛
生
委
員
会
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被
ば
く線

量
の
適
正
管
理
の
た
め
に
求
め
ら
れ
る
こと


管
理
対
象
と
な
る
放
射
線
業
務
従
事
者
を
漏
れ
な
く把

握
す
る


放
射
線
業
務
従
事
者
に
漏
れ
な
く個

人
線
量
計
を
配
布
す
る
、

も
しく
は
代
替
と
な
る
測
定
器
を
配
布
す
る


放
射
線
業
務
従
事
者
に
個
人
線
量
計
等
を

10
0%
装
着
させ

る

測
定
結
果
を
放
射
線
業
務
従
事
者
に
通
知
す
る


施
設
ご
と
に
あ
ら
か
じめ

設
定
して
お
く高

い
線
量
（
線
量
限
度
を
超
え
る

恐
れ
の
あ
る
線
量
）
を
確
認
した
場
合
は
当
該
放
射
線
業
務
従
事
者
に

対
して
有
効
な
手
段
で
介
入
す
る


電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
で
定
め
る
線
量
限
度
を
遵
守
す
る


放
射
線
業
務
従
事
者
の
被
ば
く線

量
を
可
能
な
限
り低

減
す
る

これ
ら
を
トッ
プ
の
リー
ダ
ーシ
ップ
の
も
と
シ
ス
テ
マ
テ
ィッ
ク
に
、担

当
者
が
変
わ
った

と
して
も
確
実
に
、実

行
して
い
くた
め
の
手
法
の
一
つ
が
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム

電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
改
正

（
20

21
年

4月
1日
施
行
）

放
射
線
業
務
従
事
者
の
眼
の
水
晶
体
に
受
け
る
等
価
線
量
の
限
度


1年
間
に
つ
き

15
0m

Sv
か
ら

50
m

Sv
に
引
き
下
げ


5年

間
に
つ
き

10
0m

Sv
の
被
ば
く限

度
の
追
加

注
意
！
経
過
措
置
対
象
医
師
に
対
す
る
経
過
措
置
期
間
が
進
ん
で
い
ま
す

経
過
措
置
対
象
医
師
＝
放
射
線
業
務
従
事
者
の
うち
、


遮
蔽
そ
の
他
の
適
切
な
放
射
防
護
措
置
を
講
じて
も
な
お
眼
の
水
晶
体
に

受
け
る
等
価
線
量
が

5年
間
に
つ
き

10
0m

Sv
を
超
え
る
お
そ
れ
の
あ
る

医
師
で
、


そ
の
行
う診

療
に
高
度
の
専
門
的
な
知
識
経
験
を
必
要
と
し、


そ
の
た
め
に
後
任
者
を
容
易
に
得
る
こと
が
で
き
な
い
も
の

20
21
年

4月
1日
～
令
和

5年
3月

31
日

50
m

Sv
/年

20
23
年

4月
1日
～
令
和

8年
3月

31
日

60
m

Sv
/3
年
、か
つ

50
m

Sv
/年

20
26
年

4月
1日
～

10
0m

Sv
/5
年
、か
つ

50
m

Sv
/年

経
過
措
置

期
間

電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則
の
改
正
と
関
連
事
項

IC
RP

電
離
放
射
線
障
害
防
止
規
則

（
電
離
則
）
の
改
正
関
連

そ
の
他
、関

連
事
項

20
11

IC
RP
ソ
ウ
ル
声
明

職
業
被
ば
くの
眼
の
水
晶
体
の
等
価

線
量
限
度
の
勧
告

20
12

IC
RP

 P
ub

.11
8刊

行
世
界
各
国
で
ソ
ウ
ル
声
明
の
取
入
れ

に
関
す
る
議
論
が
な
され

る
20

20
4月

1日
、改

正
電
離
則
の
公
布

放
射
線
業
務
に
関
す
る
自
主
点
検

20
21

4月
1日
、改

正
電
離
則
の
施
行
、

経
過
措
置
あ
り

電
離
放
射
線
健
康
診
断
対
象
医
療
機
関
に

対
す
る
自
主
点
検

20
22

電
離
放
射
線
健
康
診
断
対
象
医
療
機
関
に

対
す
る
自
主
点
検

20
23

第
14
次
労
働
災
害
防
止
計
画

20
24

20
25

20
26

3月
31
日
、改

正
電
離
則
の
経
過
措

置
期
限

20
27

◆
線
量
限
度
の
引
き
下
げ

◆
職
業
被
ば
くの
適
正
管
理
を

進
め
る
手
段
の
一
つ
と
して
、

放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
の
導
入
推
奨

→
法
令
遵
守
、被

ば
く線

量
低
減

◆
国
内
の
放
射
線
業
務
従
事
者
の

ほ
と
ん
ど
は
水
晶
体
等
価
線
量
が

20
m

Sv
/年
以
下

◆
超
え
る
恐
れ
の
あ
る
放
射
線
業
務

従
事
者
の
大
部
分
は
医
療
分
野

◆
医
師
の
個
人
線
量
計
の
装
着
率
が

低
い
（
評
価
で
き
て
い
な
い
）

◆
医
療
従
事
者
の
被
ば
く管

理
及
び
被
ば
く低

減
対
策
の
取
り組

み
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、被

ば
く

線
量
の
測
定
結
果
の
記
録
等
の
保
存
に
つ
い
て

管
理
を
徹
底
す
る
こと

◆
医
療
機
関
に
対
して
、放

射
線
被
ば
く管

理
に

関
す
る
労
働
安
全
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
導
入

を
支
援
す
る

※
労
働
災
害
防
止
計
画
：
労
働
災
害
を
減
少
させ

る
た
め
に
国
が
重
点
的
に
取
り組

む
事
項
を
定
め
た

5か
年
計
画

一
般
的
な
放
射
線
被
ば
く管

理
の
体
制

＜
組
織
や
部
門
の
基
本
方
針
＞

「放
射
線
障
害
予
防
規
定
に
準
ず
る
文
章
」も
しく
は
「明
確
な
文
章
は
な
い
」

＊
実
効
線
量

1ヶ
月
の
被
ば
く
状
況
が

1.
6 

mS
v*
以
上

放
射
線
業
務
従
事
者
に
介
入

（
ヒ
ア
リ
ン
グ
）

・
適
切
な
装
着
の
有
無

・
検
査
室
内
へ
の
置
き
忘
れ

等
を
確
認

・
防
護
衣
の
不
備

線
量
限
度
を
超
え
な
い

院
長

放
射
線
被
ば
く
管
理
部
門

・
診
療
放
射
線
技
師
長

・
放
射
線
管
理
担
当
者

放
射
線
被
ば
く
管
理
部
門
の
主
な
業
務

•
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
集
計

•
放
射
線
業
務
従
事
者
教
育

放
射
線
業
務
従
事
者

個
人
線
量
計
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

1ヶ
月
の
被
ば
く
状
況
が

0 
〜

1.
5 
mS

v*
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IS
O

45
00

1
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
に
関
す
る
国
際
規
格


IS

O
45

00
1と
は
、国

際
的
な
標
準
規
格
を
発
行
す
る
国
際
標
準
化
機
構

（
IS

O
）
に
よ
り2

01
8年

3月
に
発
行
され

た
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
国
際
規
格


IS

O
45

00
1の
認
証
を
取
得
す
る
メリ
ット
の
一
つ
は
、労

働
安
全
衛
生
管
理

体
制
が
構
築
で
き
る
こと


労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
枠
組
み
を
活
用
す
る
こと
で
分
散
的

・形
骸
的
・属
人
的
に
な
って
い
た
内
部
の
労
働
安
全
衛
生
に
関
す
る
管
理

機
能
を
統
一
的
・効
果
的
な
仕
組
み
に
落
と
し込

む
こと
が
で
き
る


各
事
業
場
の
性
質
に
応
じた

労
働
安
全
衛
生
上
の
問
題
・課
題
を
把
握
し

や
す
くな
り、
迅
速
な
対
処
、効

果
的
な
対
応
策
・防
止
策
の
実
施
が
可
能

と
な
る


ポ
イ
ン
ト：

トッ
プ
主
導
に
よ
る
取
り組

み
、「
働
く人

」の
参
加
、

PD
CA
（

Pl
an

-D
o-

Ch
ec

k-
Ac

t）
サ
イク
ル
を
回
す

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム


放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
は
、労

働
者
で
あ
る
医
療
従
事
者
が

対
象


労
働
安
全
衛
生
分
野
で
既
に
導
入
され

、事
業
場
に
お
け
る
継
続
的
な

安
全
衛
生
水
準
の
向
上
に
役
立
つ
こと
が
示
され

て
い
る
労
働
安
全
衛
生

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
を
応
用
す
る

目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
手
順
、仕

組
み

目
的
の
明
確
化

達
成
の
た
め
の
必
要
事
項

方
法
の
決
定

役
割
分
担

実
行

方
法
の
周
知
・教
育

実
行
状
況
の
確
認

改
善

3.
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
概
要
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IS
O

45
00

1の
章
構
成

4
組
織
の
状
況

4.
1
組
織
及
び
そ
の
状
況
の
理
解

4.
2

働
く人

及
び
そ
の
他
の
利
害
関
係
者
の
ニ
ーズ
及
び
期
待
の
理
解

4.
3

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
適
用
範
囲
の
決
定

4.
4

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム

5
リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
働
く人

の
参
加

5.
1
リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
コミ
ット
メン
ト

5.
2

労
働
安
全
衛
生
方
針

5.
3

組
織
の
役
割
、責

任
及
び
権
限

5.
4

働
く人

の
協
議
及
び
参
加

6
計
画 6.
1
リス
ク
及
び
機
会
へ
の
取
組
み

6.
1.1

一
般

6.
1.2

危
険
源
の
特
定
並
び
に
リス
ク
及
び
機
会
の
評
価

6.
1.2

.1
危
険
源
の
特
定

6.
1.2

.2
労
働
安
全
衛
生
リス
ク
及
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
そ
の
他
の
リス
ク
の
評
価

6.
1.2

.3
労
働
安
全
衛
生
機
会
及
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
そ
の
他
の
機
会
の
評
価

6.
1.3

法
的
要
求
事
項
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
決
定

6.
1.4

取
組
み
の
計
画
策
定

6.
2

労
働
安
全
衛
生
目
標
及
び
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

6.
2.

1
労
働
安
全
衛
生
目
標

6.
2.

2
労
働
安
全
衛
生
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

7
支
援 7.
1
資
源

7.
2

力
量

7.
3

認
識

7.
4

コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
4.

1
一
般

7.
4.

2
内
部
コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
4.

3
外
部
コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
5

文
書
化
した
情
報

7.
5.

1
一
般

7.
5.

2
作
成
及
び
更
新

7.
5.

3
文
書
化
した
情
報
の
管
理

8
運
用 8.
1
運
用
の
計
画
及
び
管
理

8.
1.1

一
般

8.
1.2

危
険
源
の
除
去
及
び
労
働
安
全
衛
生
リス
ク
の
低
減

8.
1.3

変
更
の
管
理

8.
1.4

調
達

8.
1.4

.1
一
般

8.
1.4

.2
請
負
者

8.
1.4

.3
外
部
委
託

8.
2

緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応

9
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

9.
1
モ
ニ
タ
リン
グ
、測

定
、分

析
及
び
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

9.
1.1

一
般

9.
1.2

順
守
評
価

9.
2

内
部
監
査

9.
2.

1
一
般

9.
2.

2
内
部
監
査
プ
ロ
グ
ラム

9.
3

マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ー

10
 改
善 10

.1 
一
般

10
.2

 イ
ン
シ
デ
ン
ト、
不
適
合
及
び
是
正
措
置

10
.3

 継
続
的
改
善

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

体
系
的
な
小
さな

PD
CA
（
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト）

の
束
が

動
くた
め
の
大
き
な

PD
CA
（
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
）

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

体
系
的
な
小
さな

PD
CA
（
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト）

と
大
き
な

PD
CA
（
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
）

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

体
系
的
な
小
さな

PD
CA

＝
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

①
職
場
全
体
の
危
険
有
害
要
因
を

洗
い
出
す

②
洗
い
出
され

た
危
険
有
害
要
因
に

対
して
リス
ク
を
評
価
す
る

③
リス
ク
が
許
容
で
き
な
い
場
合
、

優
先
順
位
の
高
い
も
の
か
ら

PD
CA
を
回
す

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
ポ
イ
ン
ト：

PD
CA
サ
イク
ル


PD

CA
：

Pl
an

-D
o-

Ch
ec

k-
Ac

t

P
LA
N

D
O

C
H
E
C
K

A
C
T

P
LA
N

D
O

C
H
E
C
K

A
C
T

ル
ール
を
決
め
て
す
ぐに
、最

高
レ
ベ
ル
の
こと
が
達
成
され

る
わ
け
で
は
な
い

PD
CA
サ
イ
ク
ル
を
継
続
的
に
回
して
、高

い
レ
ベ
ル
へ
の
到
達
を
目
指
す
仕
組
み
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目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
手
順
、仕

組
み
を

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
用
語
に
置
き
換
え
る

目
的
の
明
確
化

達
成
の
た
め
の
必
要
事
項

方
法
の
決
定

役
割
分
担

実
行

方
法
の
周
知
・教
育

実
行
状
況
の
確
認

改
善

目 的
何 か 達 成 し た い こ と

基
本
方
針

文
書
化

組
織

導
入
教
育

評
価
・監
査

目
標

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

5
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
及
び
働
く
人
の
参
加

5.
2
労
働
安
全
衛
生
方
針

→
文
書
化

5.
3
組
織
の
役
割
、
責
任
及
び
権
限

→
文
書
化

5.
1
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

5.
4
働
く
人
の
協
議
及
び
参
加

協
議
：
4.

2,
 5

.2
, 6

.1
.3

, 6
.2

, 8
.1

.4
, 9

.1
,9

.2
.2

,1
0.

3
参
加

: 6
.1

.1
, 6

.1
.2

, 6
.1

.4
, 7

.2
, 7

.4
, 8

.1
, 8

.1
.3

, 8
.2

, 
10

.3

4
組
織
の
状
況

4.
1
状
況
の
理
解

4.
2
利
害
関
係
者
の

ニ
ー
ズ
及
び
期
待
の
理
解

4.
3
適
用
範
囲

8.
運
用

7.
支
援

7.
1
資
源

7.
2
力
量

→
文
書
化

7.
3
認
識

7.
4
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

7.
4.

1
一
般

→
文
書
化

7.
4.

2
内
部
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

7.
4.

3
外
部
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

7.
5
文
書
化
し
た
情
報

7.
5.

1
一
般

7.
5.

2
作
成
及
び
更
新

7.
5.

3
文
書
化
さ
れ
た
情
報
の
管
理

8.
1
運
用
の
計
画
及
び
管
理

8.
1.

1
一
般

8.
1.
2
危
険
源
の
除
去
及
び
O
H
Sリ
ス
ク
の
低
減

8.
1.
3
変
更
の
管
理

8.
1.
4
調
達

8.
1.

4.
1
一
般

8.
1.

4.
2
請
負
業
者
（
選
定
基
準
）

8.
1.

4.
3
外
部
委
託

8.
2
緊
急
事
態
へ
の
準
備
と
対
応

10
.
改
善

10
.1
一
般

10
.2
イ
ン
シ
デ
ン
ト
、
不
適
合
及
び
是
正
処
置

→
伝
達
、
文
書
化

10
.3
継
続
的
改
善

→
伝
達
、
文
書
化

9
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
評
価

9.
1
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
測
定
、
分
析
及
び
評
価

9.
1.

1
一
般

→
基
準
、
文
書
化

9.
1.
2
順
守
評
価

→
文
書
化

9.
2
内
部
監
査

9.
2.

1
一
般

9.
2.

2
監
査
プ
ロ
グ
ラ
ム

→
報
告

9.
3
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ビ
ュ
ー

→
伝
達
、
文
書
化

Bo
ld
＆

 It
al

ic
プ
レ
セ
ス
の
確
立
が
必
要

組
織
の

状
況

リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
働
く人

の
参
加

計
画

運
用

支
援

パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

改
善

P D C A

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

5
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
及
び
働
く
人
の
参
加

5.
2
労
働
安
全
衛
生
方
針

→
文
書
化

5.
3
組
織
の
役
割
、
責
任
及
び
権
限

→
文
書
化

5.
1
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

5.
4
働
く
人
の
協
議
及
び
参
加

協
議
：
4.

2,
 5

.2
, 6

.1
.3

, 6
.2

, 8
.1

.4
, 9

.1
,9

.2
.2

,1
0.

3
参
加

: 6
.1

.1
, 6

.1
.2

, 6
.1

.4
, 7

.2
, 7

.4
, 8

.1
, 8

.1
.3

, 8
.2

, 
10

.3

4
組
織
の
状
況

4.
1
状
況
の
理
解

4.
2
利
害
関
係
者
の

ニ
ー
ズ
及
び
期
待
の
理
解

4.
3
適
用
範
囲

6
計
画

6.
1
リ
ス
ク
及
び
機
会
へ
の
取
組
み

6.
1.

1
一
般

→
文
書
化

6.
1.

2
危
険
源
の
特
定
並
び
に

リ
ス
ク
及
び
機
会
の
評
価

6.
1.
2.
1
危
険
源
の
特
定

6.
1.
2.
2
O
H
Sリ
ス
ク
、
そ
の
他
の
リ
ス
ク
の
評
価

（
文
書
化
）

6.
1.
2.
3
O
H
S機

会
及
び
そ
の
他
の
機
会
の
評
価

6.
1.
3
法
的
要
求
事
項
及
び

そ
の
他
の
要
求
事
項
の
決
定
（文
書
化
）

6.
1.

4
取
組
み
の
計
画
策
定

6.
2

O
H

S
目
標
及
び
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

6.
2.

1
O

H
S
目
標

6.
2.

2
O

H
S
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

8.
運
用

7.
支
援

7.
1
資
源

7.
2
力
量

→
文
書
化

7.
3
認
識

7.
4
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

7.
4.

1
一
般

→
文
書
化

7.
4.

2
内
部
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

7.
4.

3
外
部
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

7.
5
文
書
化
し
た
情
報

7.
5.

1
一
般

7.
5.

2
作
成
及
び
更
新

7.
5.

3
文
書
化
さ
れ
た
情
報
の
管
理

8.
1
運
用
の
計
画
及
び
管
理

8.
1.

1
一
般

8.
1.
2
危
険
源
の
除
去
及
び
O
H
Sリ
ス
ク
の
低
減

8.
1.
3
変
更
の
管
理

8.
1.
4
調
達

8.
1.

4.
1
一
般

8.
1.

4.
2
請
負
業
者
（
選
定
基
準
）

8.
1.

4.
3
外
部
委
託

8.
2
緊
急
事
態
へ
の
準
備
と
対
応

10
.
改
善

10
.1
一
般

10
.2
イ
ン
シ
デ
ン
ト
、
不
適
合
及
び
是
正
処
置

→
伝
達
、
文
書
化

10
.3
継
続
的
改
善

→
伝
達
、
文
書
化

9
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
評
価

9.
1
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
測
定
、
分
析
及
び
評
価

9.
1.

1
一
般

→
基
準
、
文
書
化

9.
1.
2
順
守
評
価

→
文
書
化

9.
2
内
部
監
査

9.
2.

1
一
般

9.
2.

2
監
査
プ
ロ
グ
ラ
ム

→
報
告

9.
3
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ビ
ュ
ー

→
電
卓
、
文
書
化

Bo
ld
＆

 It
al

ic
プ
レ
セ
ス
の
確
立
が
必
要

IS
O

45
00

1に
お
け
る
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

4
組
織
の
状
況

4.
1
組
織
及
び
そ
の
状
況
の
理
解

4.
2

働
く人

及
び
そ
の
他
の
利
害
関
係
者
の
ニ
ーズ
及
び
期
待
の
理
解

4.
3

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
適
用
範
囲
の
決
定

4.
4

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム

5
リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
働
く人

の
参
加

5.
1
リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
コミ
ット
メン
ト

5.
2

労
働
安
全
衛
生
方
針

5.
3

組
織
の
役
割
、責

任
及
び
権
限

5.
4

働
く人

の
協
議
及
び
参
加

6
計
画 6.
1
リス
ク
及
び
機
会
へ
の
取
組
み

6.
1.1

一
般

6.
1.2

危
険
源
の
特
定
並
び
に
リス
ク
及
び
機
会
の
評
価

6.
1.2

.1
危
険
源
の
特
定

6.
1.2

.2
労
働
安
全
衛
生
リス
ク
及
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
そ
の
他
の
リス
ク
の
評
価

6.
1.2

.3
労
働
安
全
衛
生
機
会
及
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
そ
の
他
の
機
会
の
評
価

6.
1.3

法
的
要
求
事
項
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
決
定

6.
1.4

取
組
み
の
計
画
策
定

6.
2

労
働
安
全
衛
生
目
標
及
び
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

6.
2.

1
労
働
安
全
衛
生
目
標

6.
2.

2
労
働
安
全
衛
生
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

7
支
援 7.
1
資
源

7.
2

力
量

7.
3

認
識

7.
4

コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
4.

1
一
般

7.
4.

2
内
部
コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
4.

3
外
部
コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
5

文
書
化
した
情
報

7.
5.

1
一
般

7.
5.

2
作
成
及
び
更
新

7.
5.

3
文
書
化
した
情
報
の
管
理

8
運
用 8.
1
運
用
の
計
画
及
び
管
理

8.
1.1

一
般

8.
1.2

危
険
源
の
除
去
及
び
労
働
安
全
衛
生
リス
ク
の
低
減

8.
1.3

変
更
の
管
理

8.
1.4

調
達

8.
1.4

.1
一
般

8.
1.4

.2
請
負
者

8.
1.4

.3
外
部
委
託

8.
2

緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応

9
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

9.
1
モ
ニ
タ
リン
グ
、測

定
、分

析
及
び
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

9.
1.1

一
般

9.
1.2

順
守
評
価

9.
2

内
部
監
査

9.
2.

1
一
般

9.
2.

2
内
部
監
査
プ
ロ
グ
ラム

9.
3

マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ー

10
 改
善 10

.1 
一
般

10
.2

 イ
ン
シ
デ
ン
ト、
不
適
合
及
び
是
正
措
置

10
.3

 継
続
的
改
善

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

法
令
遵
守
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一
般
的
な
放
射
線
被
ば
く管

理
の
体
制

＜
組
織
や
部
門
の
基
本
方
針
＞

「放
射
線
障
害
予
防
規
定
に
準
ず
る
文
章
」も
しく
は
「明
確
な
文
章
は
な
い
」

*実
効
線
量

1
ヶ
月
の
被
ば
く
状
況
が

1
.
6
 
m
S
v
*
以
上

放
射
線
業
務
従
事
者
に
介
入

（
ヒ
ア
リ
ン
グ
）

・
適
切
な
装
着
の
有
無

・
検
査
室
内
へ
の
置
き
忘
れ

等
を
確
認

・
防
護
衣
の
不
備

線
量
限
度
を
超
え
な
い

院
長

放
射
線
被
ば
く
管
理
部
門

・
診
療
放
射
線
技
師
長

・
放
射
線
管
理
担
当
者

放
射
線
被
ば
く
管
理
部
門
の
主
な
業
務

•
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
集
計

•
放
射
線
業
務
従
事
者
教
育

放
射
線
業
務
従
事
者

個
人
線
量
計
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

1ヶ
月
の
被
ば
く
状
況
が

0 
〜

1.
5 

mS
v*

IS
O

45
00

1を
基
盤
と
した
モ
デ
ル
文
書
の
章
構
成

4
組
織
の
状
況

4.
1
組
織
及
び
そ
の
状
況
の
理
解

4.
2
働
く人

及
び
そ
の
他
の
利
害
関
係
者
の
ニ
ーズ
及
び
期
待
の
理
解

4.
3
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
適
用
範
囲
の
決
定

4.
4

労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム

5
リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
働
く人

の
参
加

5.
1
リー
ダ
ーシ
ップ
及
び
コミ
ット
メン
ト

5.
2

労
働
安
全
衛
生
方
針

5.
3

組
織
の
役
割
、責

任
及
び
権
限

5.
4

働
く人

の
協
議
及
び
参
加

6
計
画 6.
1
リス
ク
及
び
機
会
へ
の
取
組
み

6.
1.1

一
般

6.
1.2

危
険
源
の
特
定
並
び
に
リス
ク
及
び
機
会
の
評
価

6.
1.2

.1
危
険
源
の
特
定

6.
1.2

.2
労
働
安
全
衛
生
リス
ク
及
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
そ
の
他
の
リス
ク
の
評
価

6.
1.2

.3
労
働
安
全
衛
生
機
会
及
び
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
ト

シ
ス
テ
ム
に
対
す
る
そ
の
他
の
機
会
の
評
価

6.
1.3

法
的
要
求
事
項
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
決
定

6.
1.4

取
組
み
の
計
画
策
定

6.
2

労
働
安
全
衛
生
目
標
及
び
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

6.
2.

1
労
働
安
全
衛
生
目
標

6.
2.

2
労
働
安
全
衛
生
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
策
定

7
支
援 7.
1
資
源

7.
2

力
量

7.
3

認
識

7.
4

コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
4.

1
一
般

7.
4.

2
内
部
コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
4.

3
外
部
コミ
ュニ
ケ
ーシ
ョン

7.
5

文
書
化
した
情
報

7.
5.

1
一
般

7.
5.

2
作
成
及
び
更
新

7.
5.

3
文
書
化
した
情
報
の
管
理

8
運
用 8.
1
運
用
の
計
画
及
び
管
理

8.
1.1

一
般

8.
1.2

危
険
源
の
除
去
及
び
労
働
安
全
衛
生
リス
ク
の
低
減

8.
1.3

変
更
の
管
理

8.
1.4

調
達

8.
1.4

.1
一
般

8.
1.4

.2
請
負
者

8.
1.4

.3
外
部
委
託

8.
2

緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応

9
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

9.
1
モ
ニ
タ
リン
グ
、測

定
、分

析
及
び
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価

9.
1.1

一
般

9.
1.2

順
守
評
価

9.
2

内
部
監
査

9.
2.

1
一
般

9.
2.

2
内
部
監
査
プ
ロ
グ
ラム

9.
3

マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ー

10
 改
善 10

.1 
一
般

10
.2

 イ
ン
シ
デ
ン
ト、
不
適
合
及
び
是
正
措
置

10
.3

 継
続
的
改
善

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

法
令
遵
守

放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
目
的
＝
基
本
方
針

今
回
の
取
組
み
で
不
可
欠
な
要
素

法
定
の
線
量
限
度
の
遵
守

関
連
法
令
の
遵
守

そ
れ
以
外
は
、各

施
設
で
検
討
す
る
！

（
よ
り低

い
被
ば
く線

量
）

A
LA

R
A（

A
s 

Lo
w

 A
s 

R
ea

so
na

bl
y 

A
ch

ie
va

bl
e）
の
原
則

4.
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の

概
要
（
モ
デ
ル
文
書
と
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト）

－146－



A)
放
射
線
照
射
機
器
の
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

遮
蔽

＜
リス
ク

1（
1点
）
＞

放
射
線
照
射
機
器
か
ら照

射
され

る
X線

等
の

照
射
線
量
が
少
な
い
装
置
か
つ

X線
透
視
を

行
わ
な
い
装
置

①
X線

装
置
、移

動
型

X線
装
置

②
骨
密
度
装
置

③
歯
科
用

X線
装
置

④
乳
房
用

X線
装
置

＜
リス
ク

2（
2点

）
＞

放
射
線
照
射
機
器
か
ら照

射
され

る
X線

等
の

照
射
線
量
が
少
な
い
装
置
か
つ

X線
透
視
を

行
う装

置
①
移
動
型
透
視
装
置

②
核
医
学
装
置
（

SP
EC

T装
置

, P
ET

-C
T

装
置

, S
PE

CT
-C

T装
置
）

＜
リス
ク

3（
3点

）
＞

放
射
線
照
射
機
器
か
ら照

射
され

る
X線

等
の

照
射
線
量
が
多
い
装
置

①
設
置
型
透
視
装
置

②
血
管
造
影
装
置

＜
リス
ク

4（
4点

）
＞

放
射
線
照
射
機
器
か
ら照

射
され

る
X線

等
の

照
射
線
量
が
非
常
に
多
い
装
置

①
CT
装
置

②
放
射
線
治
療
装
置

※
機
器
に
工
学
的
対
策
（
防
護
板
、防

護
ク
ロ
ス
等
）
が
な
され

て
い
る
場
合
は
リス
ク
を

1つ
減
ら
す

リス
ク
ア
セ
ス
メン
トの

視
点

A)
放
射
線
照
射
機
器
の
側
面
（
遮
蔽
）

B)
診
療
行
為
の
側
面
（
距
離
）

C)
職
員
（
手
技
時
間
や
手
技
数
）
の
側
面
（
時
間
）

D)
昨
年
の
被
ば
く実

績
（
実
績
）

4つ
の
要
素
に
分
解
し、
検
討
す
る

✓
リス
ク
：
重
篤
度

×可
能
性

危
険
性
・有
害
性
に
よ
って
生
じる
恐
れ
の
あ
る
ケ
ガ
や
疾
病
の
重
篤
度
と

発
生
す
る
可
能
性
の
度
合
い
。


放
射
線
被
ば
くに
お
け
る
重
篤
度
と
可
能
性

医
療
放
射
線
被
ば
くは
、設

備
、手

技
、術

者
、頻

度
等
の
影
響
を
受
け
る

リス
ク
ア
セ
ス
メン
トの

視
点

✓
リス
ク
：
重
篤
度

×可
能
性

危
険
性
・有
害
性
に
よ
って
生
じる
恐
れ
の
あ
る
ケ
ガ
や
疾
病
の
重
篤
度
と

発
生
す
る
可
能
性
の
度
合
い


放
射
線
被
ば
くに
お
け
る
重
篤
度
と
可
能
性

放
射
線
の
健
康
影
響
は
既
に
わ
か
って
い
る

環
境
省

放
射
線
に
よ
る
健
康
影
響
等
に
関
す
る
統
一
的
な
基
礎
資
料

＜
マ
ネ
ジ
メン
ト組

織
の
業
務
＞

•
モ
ニ
タ
リン
グ
結
果
の
集
計

•
放
射
線
業
務
従
事
者
教
育

•
年
間
計
画

•
リス
ク
管
理
計
画

•
年
間
目
標

•
放
射
線
業
務
従
事
者
と
の
協
議
及
び
コミ

ュ二
ケ
ーシ
ョン

•
そ
の
他
の
業
務

放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
導
入
後 専

用
の
線
量
計
で
詳
細
な
測
定

年
間

20
m

Sv
1）
を

超
え
な
い

（
維
持
が
必
要
）

年
間

20
m

Sv
1）
を

超
え
る
可
能
性
有
り

（
被
ば
く低

減
が
必
要
）

個
人
被
ば
く情

報
を

チ
ーム
で
共
有

放
射
線
被
ば
く低

減
防
護
専
門
チ
ーム
の
介
入

想
定
事
象
発
生
時
対
応
要
領

シ
ス
テ
ム

監
査

監
査
結
果

個
人
線
量
計
装
着
状
況
確
認

マ
ネ
ジ
メン
ト

レ
ビュ
ー

＜
基
本
方
針
＞

診
療
に
お
い
て
放
射
線
を
取
扱
う職

員
の
放
射
線
被
ば
くに
つ
い
て
法
定
の
線
量
限
度
を
厳
守
し、
さら
に
は
被
ば
くを
可
能
な
限
り低

減
す
る
こと
を

目
的
と
す
る
。こ
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
、関

連
法
令
を
確
実
に
順
守
す
る
と
と
も
に
、法

令
の
規
定
が
な
い
場
合
で
も
適
正
な
基
準
を
適
用
す
る
。

院
長

マ
ネ
ジ
メン
ト組

織

個
人
線
量
計
で
モ
ニ
タ
リン
グ

年
間

20
m

Sv
1）
を
超
え
な
い
値

（
3ヶ
月
の
合
計
が

5m
Sv

1）
未
満
）

年
間

20
m

Sv
1）
を
超
え
る
値

（
3ヶ
月
の
合
計
が

5m
Sv

1）
以
上
）

放
射
線
業
務
従
事
者
の

「リ
ス
ク
ア
セ
ス
メン
ト」

1）
水
晶
体
等
価
線
量
（
も
しく
は
実
効
線
量
）

業
務
内
容
の

評
価
結
果
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診
療
行
為
の
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト（

IV
R）

リス
ク

2
（

10
0-

20
0c

m
未
満
）

リス
ク

1
（

20
0c

m
以
上
）

診
療
行
為
の
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト（

IV
R） リス

ク
3

（
50

-1
00

cm
未
満
）

リス
ク

3
（

50
-1

00
cm
未
満
）

診
療
行
為
の
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト（

ER
CP
）

リス
ク
４

（
50

cm
未
満
）

リス
ク

3
（

50
-1

00
cm
未
満
）

B)
 診
療
行
為
の
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

距
離

＜
リス
ク

1（
1点
）
＞

距
離
が
遠
い
診
療
行
為

（
20

0c
m
以
上
も
しく
は
管
理
区
域
外
か
ら

操
作
）

例 ・放
射
線
技
師

・外
回
りの
看
護
師

＜
リス
ク

2（
2点

）
＞

距
離
が
や
や
近
い
診
療
行
為

（
10

0～
20

0c
m
）

例 ・記
録
者

・臨
床
工
学
技
士

・見
学
者

＜
リス
ク

3（
3点

）
＞

距
離
が
か
な
り近

い
診
療
行
為

（
50
～

10
0c

m
）

例 ・患
者
の
直
接
的
な
介
助
全
般

・心
臓
カ
テ
ーテ
ル
検
査
を
含
む

IV
R全

般
を

行
う医

師

＜
リス
ク

4（
4点

）
＞

距
離
が
非
常
に
近
い
診
療
行
為

（
50

cm
未
満
）

例 ・透
視
検
査
全
般
を
行
う医

師

－148－



低
い

リス
ク

高
い

総
合
リス
ク
の
評
価


総
合
リス
ク
Ⅰ
：

4点

総
合
リス
ク
Ⅱ
：

5ー
10
点


総
合
リス
ク
Ⅲ
：

11
点
以
上

総
合
リス
ク

= 
 4
要
素
の
合
計
（

A＋
B＋

C＋
D）

A：
放
射
線
照
射
機
器
（
遮
蔽
）
、B
：
診
療
行
為
（
距
離
）
、

C：
職
員
（
時
間
）
、D
：
昨
年
の
被
ば
く実

績
（
実
績
）

次
の
ス
テ
ップ
：
総
合
リス
ク
に
応
じ
て
、リ
ス
ク
低
減
対
策
を
検
討
、実

行
し、

改
善
状
況
を
確
認
す
る

４
要
素
の
ま
と
め

リス
ク

1（
1点
）

リス
ク

2（
2点

）
リス
ク

3（
3点

）
リス
ク

4（
4点

）
A)

 放
射
線
機
器
の

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

（
遮
蔽
）

X線
装
置
（
移
動
型
含
む
）

骨
密
度
装
置

歯
科
用

X線
装
置

乳
房
用

X線
装
置

移
動
型
透
視
装
置

核
医
学
装
置
（

SP
EC

T装
置
、

PE
T-

CT
装
置
、S

PE
CT

-C
T装

置
）

設
置
型
透
視
装
置

血
管
造
影
装
置

CT
装
置

放
射
線
治
療
装
置

B)
 診
療
行
為
の

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

（
距
離
）

20
0c

m
以
上
も
しく
は
管
理
区

域
外
か
ら
作
業

10
0 

-2
00

cm
で
作
業

50
 -

10
0c

m
で
作
業

50
cm
未
満
で
作
業

C)
 職
員
の

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

（
時
間
）

検
査
数
・月

0件
、も
しく
は

1件
あ
た
りの

透
視
時
間
・0
分
に
な

る
事
が
あ
る

検
査
数
・月

20
件
未
満

か
つ
、1
件
あ
た
りの

透
視
時
間
・

10
分
未
満

検
査
数
・月

20
件
以
上
、

か
つ

1件
あ
た
りの

透
視
時
間
・

10
分
未
満

検
査
数
・月

20
件
未
満
、

か
つ

1件
あ
た
りの

透
視
時
間
・

10
分
以
上

検
査
数
・月

20
件
以
上
、

か
つ

1件
あ
た
りの

透
視
時
間
・

10
分
以
上

D)
 昨
年
度
の

被
ば
く実

績
（
実
績
）

前
年
の
被
ば
く（

実
効
線
量
、

組
織
の
等
価
線
量
）
が
無
し

（
最
小
検
出
限
界
値
未
満
）

前
年
の
被
ば
く（

実
効
線
量

, 
組
織
の
等
価
線
量
）
が
有
り

D)
昨
年
度
の
被
ば
く実

績
実
績

＜
リス
ク

1（
1点
）
＞

昨
年
度
の
被
ば
く線

量
（
実
効
線
量
、組

織
の
等
価
線
量
）
が
最
小
検
出
限
界
値
未
満

＜
リス
ク

2（
2点

）
＞

昨
年
度
の
被
ば
く線

量
（
実
効
線
量
、組

織
の
等
価
線
量
）
の
数
値
あ
り

C)
職
員
の
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

時
間

＜
リス
ク

1（
1点
）
＞

検
査
数
も
しく
は
透
視
時
間
が
極
端
に
少
な
い

（
検
査
数
・月

0件
、も
しく
は

1件
当
た
りの

透
視
時
間
・0
分
に
な
る
こと
が
あ
る
）

＜
リス
ク

2（
2点

）
＞

検
査
数
お
よ
び
透
視
時
間
が
と
も
に
少
な
い

（
検
査
数
・月

20
件
未
満
、か
つ

1件
当
た
りの

透
視
時
間
・1

0分
未
満
）

＜
リス
ク

3（
3点

）
＞

検
査
数
は
多
い
が
透
視
時
間
が
短
い

（
検
査
数
・月

20
件
以
上
、か
つ

1件
当
た
りの

透
視
時
間
・1

0分
未
満
）

検
査
数
は
少
な
い
が
透
視
時
間
は
長
い

（
検
査
数
・月

20
件
未
満
、か
つ

1件
当
た
りの

透
視
時
間
・1

0分
以
上
）

＜
リス
ク

4（
4点

）
＞

検
査
数
が
多
く透

視
時
間
も
長
い

（
検
査
数
・月

20
件
以
上
、か
つ

1件
当
た
りの

透
視
時
間

10
分
以
上
）

1 件 当 た り の 透 視 時 間

月
平
均
検
査
数

0
1

20

10 1 0
リス
ク

1

リス
ク

2
リス
ク

3

リス
ク

3
リス
ク

4
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放
射
線
業
務
従
事
者
①

= 
 カ
テ
装
置

+ 
50

cm
未
満

+ 
月

20
回
以
上

+ 
前
年
の
被
ば
く有

り
= 

 2
点

+ 
4点

+ 
3点

+ 
2点

= 
11
点
（
総
合
リス
ク
Ⅲ
）

放
射
線
業
務
従
事
者
②

= 
 カ
テ
装
置

+ 
50
～

10
0c

m
未
満

+ 
月

20
回
以
上

+ 
前
年
の
被
ば
く有

り
= 

 2
点

+ 
3点

+ 
3点

+ 
2点

= 
10
点
（
総
合
リス
ク
Ⅱ
）

放
射
線
業
務
従
事
者
①

放
射
線
業
務
従
事
者
②

リス
ク

A
（
遮
蔽
）

点
数
：

理
由
：

点
数
：

理
由
：

リス
ク

B
（
距
離
）

点
数
：

理
由
：

点
数
：

理
由
：

リス
ク

C
（
時
間
）

点
数
：

理
由
：

点
数
：

理
由
：

リス
ク

D
（
実
績
）

点
数
：

理
由
：

点
数
：

理
由
：

総
合
リス
ク

合
計
点
：

リス
ク
区
分
：

合
計
点
：

リス
ク
区
分
：

放
射
線
業
務
従
事
者
①

放
射
線
業
務
従
事
者
②

50
cm
未
満

50
～

10
0c

m

放
射
線
業
務
従
事
者
①
、②

と
も
に
検
査
数
・月

20
件
以
上
、1
件
当
た
りの

透
視
時
間
・1

0分
未
満
、

昨
年
度
の
被
ば
くあ
り

5.
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
に

お
け
る
リス
ク
ア
セ
ス
メン
トの

実
践
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6.
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の

詳
細

= 
 C

T装
置

+ 
50

cm
未
満

+ 
月
最
高

5回
+ 
前
年
の
被
ば
く有

り
= 

 4
点

+ 
4点

+ 
2点

+ 
2点

= 
12
点
（
総
合
リス
ク
Ⅲ
）

放
射
線
業
務
従
事
者

リス
ク

A
（
遮
蔽
）

点
数
：

理
由
：

リス
ク

B
（
距
離
）

点
数
：

理
由
：

リス
ク

C
（
時
間
）

点
数
：

理
由
：

リス
ク

D
（
実
績
）

点
数
：

理
由
：

総
合
リス
ク

合
計
点
：

リス
ク
区
分
：

放
射
線
業
務
従
事
者

距
離

50
cm
未
満

月
に

1～
5回

程
度
、C

T検
査
時
の
介
助
（
主
に
バ
ッグ
バ
ル
ブ
マ
ス
ク
換
気
、頭

部
固
定
）
あ
り

昨
年
度
の
被
ば
くあ
り

－151－



マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
文
書
体
系

基
本
方
針
：
目
的

シ
ス
テ
ム
マ
ニ
ュア
ル
：
ど
の
よ
うに
管
理
しよ
うと

して
い
る
か
、全

体
像
を
表
した
も
の

要
領
：
ひ
と
つ
ひ
と
つ
の
内
容
に
つ
い
て
の
詳
細
、

具
体
的
な
方
法

基
本
方
針

シ
ス
テ
ム

マ
ニ
ュア
ル

要
領
・記
録
様
式
等

①
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
基
本

①
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
基
本

②
放
射
線
防
護
リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト手

法

③
変
更
の
管
理

④
緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応

⑤
イン
シ
デ
ン
トお
よ
び
不
適
合
へ
の
対
応
と

是
正
処
置

⑥
法
令
お
よ
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
遵
守

⑦
放
射
線
管
理
体
制

⑧
文
書
化
・文
書
体
系

⑨
年
間
目
標
の
策
定

⑩
計
画
の
設
定

⑪
研
修
・資
格
者
育
成
計
画

⑫
内
部
監
査
の
基
本

⑬
内
部
監
査
計
画
の
策
定

⑭
内
部
監
査
の
実
施

/報
告
書
の
作
成

⑮
シ
ス
テ
ム
改
善
計
画

各
研
修
会
各
回
で
取
り上

げ
る
項
目

必
要
に
応
じて
監
査
支
援

①
③

②

②

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
（

M
S）

導
入
・運
営
の
道
の
り

計
画


M

S導
入
方
針
・規
格
の
決
定


M

S開
発
担
当
者
の
任
命


担
当
者
の
育
成


M

S 
開
発
チ
ーム
の
構
築

開
発


M

S関
係
者
の
役
割
の
明
確
化


文
書
体
系
の
作
成


既
存
文
書
と
の
整
合
化

導
入


年
間
目
標
・計
画
の
策
定


M

S 
導
入
計
画
の
策
定


導
入
教
育
の
実
施

運
営


M

S運
用
開
始


年
間
目
標
お
よ
び
計
画
の
進
捗

状
況
の
確
認


内
部
監
査
計
画
の
策
定


内
部
監
査
の
実
施

改
善


マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ーの
実
施

（
評
価
結
果
・監
査
コメ
ン
ト）


M

S改
善
計
画
の
策
定


M

Sの
改
善

－152－



②
放
射
線
防
護
リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト手

法

基
本
方
針
（
目
的
）
・要
求
事
項
・評
価
の
関
係

✓
達
成
状
況
の
評
価

✓
基
本
方
針

✓
達
成
す
べ
き
事
項

✓
具
体
的
な
活
動

•
法
定
の
線
量
限
度
を
厳
守

•
被
ば
く
を
可
能
な
限
り
低
減

•
関
連
法
令
の
確
実
な
順
守

•
適
正
な
基
準
の
適
用

基
本
方
針


1.4

.1
基
本
方
針

〇
〇
病
院
は
、病

院
内
の
す
べ
て
の
働
く人

の
放
射
線
被
ば
くに
つ
い
て
、

法
定
の
線
量
限
度
を
厳
守
し、
さら
に
は
被
ば
くを
可
能
な
限
り低

減
す
る
。

この
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
、関

連
法
令
を
確
実
に
順
守
す
る
と
と
も
に
、

法
令
の
規
定
が
な
い
場
合
で
も
適
正
な
基
準
を
適
用
す
る
。

今
回
の
取
組
み
で
不
可
欠
な
要
素

法
定
の
線
量
限
度
の
遵
守

関
連
法
令
の
遵
守

そ
れ
以
外
は
、各

施
設
で
検
討
す
る
！

A
LA

R
A 

(A
s 

Lo
w

 A
s 

R
ea

so
na

bl
y 

A
ch

ie
ve

d)
の
原
則

基
本
方
針
（
目
的
）
・要
求
事
項
・評
価
の
関
係

✓
達
成
状
況
の
評
価

✓
基
本
方
針

✓
達
成
す
べ
き
事
項

✓
具
体
的
な
活
動
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労
働
衛
生
の

5管
理
と
放
射
線
の
リス
ク
低
減
対
策

労
働
衛
生
の

5管
理

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
確
立
（
総
括
管
理
）

作
業
環
境
管
理

作
業
管
理

健
康
管
理

労
働
衛
生
教
育

優
先
①
危
険
性
又
は
有
害
性
の
除
去
・低
減

→
線
量
の
低
い
機
器
の
使
用
等

優
先
②
工
学
的
対
策

→
防
護
板
の
使
用
等

優
先
③
管
理
的
対
策

→
教
育
、マ
ニ
ュア
ル
整
備
、配

置
転
換
等

優
先
④
個
人
用
保
護
具
の
使
用

→
防
護
眼
鏡
の
使
用
等

被
ば
く管

理
（
線
量
測
定
）
は

ど
の
よ
うに
、関

連
す
る
の
か
？

リス
ク
低
減
対
策
：
労
働
衛
生
の
基
本
的
な
対
策

労
働
衛
生
の

5管
理

労
働
衛
生
管
理
体
制
の
確
立
（
総
括
管
理
）

作
業
環
境
管
理

作
業
管
理

健
康
管
理

労
働
衛
生
教
育

労
働
衛
生
の

3管
理

労
働
衛
生
管
理
の
基
本
は
、

労
働
衛
生
の

3管
理
を
適
切
に

行
うこ
と
が
中
心
と
な
る

作
業
環
境
管
理
：
有
害
要
因
を
取
り除

い
て
良
好
な
作
業
環
境
を
確
保
す
る
も
の

作
業
管
理
：
有
害
要
因
を
適
切
に
管
理
して
労
働
者
へ
の
影
響
を
少
な
くす
る
も
の

健
康
管
理
：
健
康
診
断
お
よ
び
そ
の
結
果
に
基
づ
く事

後
措
置
等

リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト

リ ス ク 特 定

リ ス ク 分 析

リ ス ク 評 価

リス
ク
回
避

リス
ク
低
減

（
リス
ク
軽
減
、リ
ス
ク
分
散
）

リス
ク
移
転

（
リス
ク
共
有
）

リス
ク
受
容

（
リス
ク
保
有
）

リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト

リス
ク
対
応

リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト

W
or

k 
1-

1
以
下
の
事
項
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な

具
体
的
な
活
動
と
は
？


法
定
の
線
量
限
度
を
遵
守


被
ば
くを
可
能
な
限
り低

減
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③
変
更
の
管
理

リス
ク
ア
セ
ス
メン
トの

リス
ク
レ
ベ
ル
に
応
じ
た

防
護
衣
と
被
ば
く管

理
方
法
の
提
案

1）
エ
プ
ロ
ン
タ
イプ
、2
）
エ
プ
ロ
ン
タ
イプ
も
しく
は
コー
トタ
イプ
、3
）
コー
トタ
イプ

リス
ク
Ⅰ
：
防
護
衣

1）
は
使
用
しな

い
 線
量
計
は

1個
・放
射
線
業
務
に
は
た
ま
に
、遠

くか
ら
、短

時
間
しか

従
事
しな

い
者
や
核
医
学
・小
線
源
治
療
等
の
防
護

衣
の
効
果
が
小
さい

た
め
通
常
防
護
衣
を
着
用
しな

い
者
を
想
定

・防
護
衣
を
使
用
す
る
場
合
は
防
護
衣
の
外
側
に
線
量
計
を
つ
け
る

リス
ク
Ⅱ
：
防
護
衣

2）
を
使
用
す
る

 線
量
計
は

2個
（
防
護
衣
の
内
側
と
外
側
）

リス
ク
Ⅲ
：
防
護
衣

3）
お
よ
び
防
護
眼
鏡
を
使
用
す
る

 線
量
計
は

3個
（
防
護
衣
の
内
側
と
外
側
、眼

の
近
傍
）

労
働
衛
生
の

3管
理
に
基
づ
く放

射
線
管
理

20
19
年

3月
20
日

第
３
回

 眼
の
水
晶
体
の
被
ば
く限

度
の
見
直
し等

に
関
す
る
検
討
会

資
料

作
業
管
理
（
防
護
具
の
着
用
）
と
被
ば
く管

理
に
着
目

被
ば
く管

理
（
線
量
測
定
の
結
果
）
と

労
働
衛
生
の

3管
理

作
業
環
境
管
理
：

作
業
環
境
の
良
し悪

しは
、線

量
を
測
定
しな

い
と
わ
か
ら
な
い

対
策
の
効
果
は
線
量
を
測
定
しな

い
と
評
価
で
き
な
い

作
業
管
理
：

放
射
線
が
適
切
に
管
理
され

て
い
る
か
は
、線

量
を
測
定
しな

い
と
わ
か
ら
な
い

対
策
の
効
果
は
線
量
測
定
しな

い
と
評
価
で
き
な
い

健
康
管
理
：

有
所
見
の
場
合
、放

射
線
の
影
響
は
線
量
を
測
定
して
い
な
い
と全

く判
断
で
き
な
い

特
殊
健
康
診
断
の
省
略
の
可
否
判
断
に
は
線
量
情
報
が
必
要
で
あ
る

（
必
要
な
健
診
を
必
要
な
対
象
者
に
実
施
す
る
に
は
線
量
情
報
が
必
要
）

•
3管

理
を
適
切
に
実
施
す
る
に
は
確
実
な
線
量
測
定
が
必
要

•
被
ば
く管

理
（
線
量
測
定
の
結
果
）
は

3管
理
の
い
ず
れ
に
も

用
い
る
こと
が
で
き
る
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緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応

○
○
病
院
は
、放

射
線
被
ば
くに
係
る
緊
急
事
態
へ
の
対
応
計
画
を

策
定
して
、必

要
な
対
応
を
行
う。
緊
急
事
態
に
備
え
る
べ
き
事
項
は
、

2.
1.3

 取
組
み
の
計
画
に
よ
って
計
画
的
に
実
行
す
る
。

①
救
急
処
置
の
用
意
を
含
め
た
緊
急
事
態
へ
の
計
画
的
な
対
応
を

確
立
す
る
。

②
計
画
的
な
対
応
に
関
す
る
教
育
訓
練
を
提
供
す
る
。

③
計
画
的
な
対
応
を
行
うた
め
に
必
要
とさ
れ
る
能
力
に
つ
い
て
、定

期
的
に
テ
ス
ト及

び
訓
練
を
行
う。

④
テ
ス
トの

後
及
び
特
に
緊
急
事
態
発
生
後
を
含
め
て
パ
フォ
ーマ
ン

ス
を
評
価
し、
必
要
に
応
じ
て
計
画
的
な
対
応
を
改
訂
す
る
。

④
緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応

“変
更
の
管
理
”の
手
順

ど
こで
、変

更
前
の
リス
ク
評
価
を
行
うか
？

変 更 の 企 画

変 更 の 発 注

変 更 の 実 施
“発
注
”部
分
に
多
くの
場
合

情
報
が
集
積
す
る
。

専
門
家
（
能
力
を
有
す
る
者
）

に
よ
る
サ
イ
ン
オ
フの

仕
組
み

“変
更
の
管
理
”と
い
う概

念

この
期
間
に
発
生
す
る
各
種
変
更
に
よ
る
リス
ク
変
化
に
対
応
す
る
！

20
XX
年

Y月
20

XX
+1
年

Y月

RA
20

XX
RA

20
XX

+1

⚫
変
更
の
種
類

⚫
新
規
設
備
・機
器
の
導
入

お
よ
び
改
廃

⚫
新
規
の
医
療
行
為
の
導
入

お
よ
び
改
変

⚫
運
用
に
影
響
を
及
ぼ
す

組
織
の
変
更

⚫
評
価
の
タ
イミ
ン
グ

⚫
変
更
前

評
価
者
の
能
力
は
？

“変
更
の
管
理
”の
手
順
は
？
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⑥
法
令
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
遵
守

イン
シ
デ
ン
ト、
不
適
合
及
び
是
正
処
置

原
因
及
び
再
発
防
止
策
の
周
知

再
発
防
止
策
の
決
定
と
実
施

原
因
分
析
及
び
再
発
防
止
策
の
検
討

イ
ン
シ
デ
ン
ト
・
不
適
合
の
発
生

想
定
事
象

①
短
期
間
の
高
線
量
被
ば
く及

び
線

量
限
度
を
超
え
る
被
ば
く

②
特
殊
健
康
診
断
に
よ
る
健
康
障
害

の
発
見
ま
た
は
そ
の
疑
い

③
法
定
要
求
事
項
の
非
順
守

④
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
非
順
守

⑤
そ
の
他
、病

院
長
が
必
要
と
認
め
た

事
態

W
or

k 
1-

2 
想
定
事
象
を
決
定

イン
シ
デ
ン
ト、
不
適
合
及
び
是
正
処
置

原
因
及
び
再
発
防
止
策
の
周
知

再
発
防
止
策
の
決
定
と
実
施

原
因
分
析
及
び
再
発
防
止
策
の
検
討

イ
ン
シ
デ
ン
ト
・
不
適
合
の
発
生

想
定
事
象

⑤
イン
シ
デ
ン
トお

よ
び
不
適
合
へ
の
対
応
と

是
正
処
置
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設
置
が
必
要
な
組
織
お
よ
び
機
能

組
織

①
放
射
線
防
護
検
討
委
員
会


技
術
部
会
か
ら
上
げ
ら
れ
た
事
項
（
本
シ
ス
テ
ム
の
技
術
的
な

事
項
、計

画
お
よ
び
予
算
・目
標
等
）
の
検
討
を
行
う。

②
放
射
線
防
護
検
討
委
員
会
の
技
術
部
会


本
シ
ス
テ
ム
の
技
術
的
な
事
項
に
つ
い
て
検
討
、計

画
お
よ
び
予

算
、目

標
の
原
案
の
作
成
を
行
う。

担
当
者

③
シ
ス
テ
ム
実
施
管
理
者


シ
ス
テ
ム
の
運
営
を
管
理
す
る
。評

価
結
果
や
監
査
結
果
を
レ
ビ

ュー
して
、具

体
的
な
シ
ス
テ
ム
改
善
の
た
め
の
指
示
を
行
う。

安
全
衛
生
委
員
会
と
の
関
係
を

検
討
す
る
。

⑦
放
射
線
管
理
体
制

関
連
法
令
を
確
実
に
遵
守
す
る

-法
令
遵
守
の
た
め
に
必
要
な
こと

①
適
用
され

る
法
令
の
条
文
を
リス
トア
ップ
す
る
。

②
適
用
条
文
を
事
業
場
の
作
業
環
境
や
労
働
条
件
に
適
用
す
る
。

③
安
全
衛
生
計
画
に
盛
り込

み
実
行
す
る
。

④
適
用
条
文
の
リス
トを
用
い
て
、法

令
遵
守
の
状
況
を
定
期
的
に
確
認
す
る
。

⑤
非
遵
守
が
見
つ
か
った
場
合
に
は
、改

善
を
図
る
。

⑥
作
業
工
程
や
作
業
環
境
の
変
更
が
あ
った
場
合
に
は
、法

令
の
適
用
の

必
要
性
を
確
認
す
る
。

⑦
必
要
に
応
じ
て
作
業
工
程
や
作
業
環
境
の
変
更
に
よ
る
法
令
の
適
用
を
行
う。

⑧
法
令
の
制
定
・改
正
の
状
況
を
モ
ニ
タ
ーす
る
。

⑨
法
令
の
制
定
・改
正
が
あ
った
場
合
に
、事

業
場
に
適
用
す
る
と
と
も
に
、

適
用
条
文
の
リス
トを
改
訂
す
る
。

W
or

k 
1-

3
以
下
の
事
項
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な

具
体
的
な
活
動
と
は
？


関
連
法
令
の
確
実
な
順
守


適
正
な
基
準
の
適
用
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W
or

k 
1-

4 
実
施
要
領
・様
式


本
シ
ス
テ
ム
に
は
、ど
の
よ
うな

下
位
文
書
が

あ
る
こと
が
望
ま
しい

か
。

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
文
書
体
系

3.
4 
文
書
管
理

3.
4.

1
実
施
要
領
等
の
作
成
及
び
更
新

3.
4.

2
文
書
体
系

3.
4.

3 
情
報
の
文
書
化
（
記
録
）

3.
4.

3.
1
文
書
化
され

る
情
報

3.
4.

3.
2

文
書
化
され

た
情
報
の
管
理

基
本
方
針

シ
ス
テ
ム

マ
ニ
ュ
ア
ル

要
領
・
記
録
様
式
等

シ
ス
テ
ム
ア
ニ
ュア
ル
の
解
説

⑧
文
書
化
・文
書
体
系

組
織
の
関
わ
り

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
成
功
の
鍵

技
術
部
会
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ど
こ
に
向
か
う
？

◼
方
針
を
宣
言
す
る
。

◼
方
針
を
達
成
す
る
上
で
の
課
題
を
明
確
に

した
うえ
で
、施

策
を
企
画
・実
施
す
る
。

◼
施
策
に
対
す
る
具
体
的
な
評
価
目
標
と

目
標
値
を
企
画
段
階
で
定
め
る
。

◼
施
策
を
評
価
・改
善
す
る
。

「基
本
方
針

-目
標

-評
価
」の
関
係

今
、ど
こに
い
る
？

今
年
、ど
こま
で
登
る
？

マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
骨
格

目
的
（基
本
方
針
）

目
的
の
達
成
に
必
要
な
活
動
事
項

目
的
の
達
成
度
に
関
す
る
目
標

目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画

計
画
の
遂
行
と
進
捗
管
理

目
標
の
達
成
度
の
評
価

シ
ス
テ
ム
と
運
用
の
状
況
に
対
す
る
監
査

目
的
の
達
成
度
改
善
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し

P ＣD A

目
的
の
達
成
に
必
要
な
体
制

ま
と
め

本
シ
ス
テ
ム
の
文
書
類

要
領

基
準

様
式

１
．
基
本
事
項

放
射
線
防
護
検
討
委
員
会
・
技
術
部
会
運
営
要
領
（
要
領
１

-５
-１
）

２
．
計
画

放
射
線
被
ば
く
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
実
施
要
領
（
要
領
２

-１
-１
）

法
令
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
実
施
要
領
（
要
領
２

-１
-２
）

適
用
法
令
リ
ス
ト
（
基
準
２

-１
-１
）

関
係
法
令
遵
守
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
（
様
式
２

-１
-１
）

総
合
リ
ス
ク
防
護
管
理
基
準
（
基

準
２

-１
-２
）

年
間
計
画
表
（
様
式
２

-１
-２
）

リ
ス
ク
等
管
理
計
画
表
（
様
式
２

-１
-３
）

放
射
線
防
護
プ
ロ
グ
ラ
ム
計
画
表
（
様
式
２

-１
-４
）

年
間
目
標
表
（
様
式
２

-２
-１
）

３
．
支
援

有
資
格
者
基
準
（
基
準
３

-２
-１
）

実
施
要
領
等
制
定
・
改
廃
事
務
取
扱
要
領
（
要
領
３

-４
-１
）

管
理
記
録
一
覧
（
様
式
３

-４
-１
）

４
．
運
用

個
人
線
量
計
着
用
状
況
及
び
個
人
保
護
具
着
用
状
況
確
認
実
施

要
領
（
要
領
４

-１
-１
）

変
更
の
管
理
実
施
要
領
（
要
領
４

-２
-１
）

５
．
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
評
価

内
部
監
査
実
施
要
領
（要
領
５

-２
-１
）

シ
ス
テ
ム
監
査
報
告
書
（
様
式
５

-２
-１
）

６
．
改
善

イ
ン
シ
デ
ン
ト
及
び
不
適
合
発
生
時
対
応
要
領
（
要
領
６

-１
-１
）
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第
１
回
の
主
な
宿
題

①
基
本
方
針
案
を
策
定

②
体
制
案
の
策
定

③
文
書
体
系
案
の
策
定
（
テ
ン
プ
レ
ート
を
利
用
）

3回
の
研
修
を
終
え
た
時

計
画


M

S導
入
方
針
・規
格
の
決
定


M

S開
発
担
当
者
の
任
命


担
当
者
の
育
成


M

S 
開
発
チ
ーム
の
構
築

開
発


M

S関
係
者
の
役
割
の
明
確
化


文
書
体
系
の
作
成


既
存
文
書
と
の
整
合
化

導
入


年
間
目
標
・計
画
の
策
定


M

S 
導
入
計
画
の
策
定


導
入
教
育
の
実
施

運
営


M

S運
用
開
始


年
間
目
標
お
よ
び
計
画
の
進
捗

状
況
の
確
認


内
部
監
査
計
画
の
策
定


内
部
監
査
の
実
施

改
善


マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ーの
実
施

（
評
価
結
果
・監
査
コメ
ン
ト）


M

S改
善
計
画
の
策
定


M

Sの
改
善
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年
間
目
標
の
設
定

第
１
回
の
復
習


第
１
回
の
復
習


宿
題
の
検
討

①
基
本
方
針
案
を
策
定

②
体
制
案
の
策
定

③
文
書
体
系
案
の
策
定
（
テ
ン
プ
レ
ート
を
利
用
）


マ
ネ
ジ
メン
トシ

ス
テ
ム
の
基
本


放
射
線
防
護
リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト手

法


変
更
の
管
理


緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応


イン
シ
デ
ン
トお

よ
び
不
適
合
へ
の
対
応
と

是
正
処
置


法
令
お
よ
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
順
守


放
射
線
管
理
体
制


文
書
化
・文
書
体
系


年
間
目
標
の
策
定


計
画
の
設
定


研
修
・資
格
者
育
成
計
画


内
部
監
査
の
基
本


内
部
監
査
計
画
の
策
定


内
部
監
査
の
実
施

/報
告
書
の
作
成


シ
ス
テ
ム
改
善
計
画

内
容

放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
委
託
事
業
「
放
射
線

M
S導

入
支
援
事
業
」

基
礎
研
修
第

2回
提
供
資
料
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目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
過
程
を
明
確
化

例
：
保
健
指
導
プ
ロ
グ
ラム

保 健 指 導 の 実 施

保 健 指 導 プ ロ グ ラ ム の 作 成

対 象 者 の 行 動 の 変 化

体 重 ・ 腹 囲 の 減 少

検 査 値 の 改 善

糖 尿 病 有 病 率 の 減 少

合 併 症 発 症 の 防 止

ス
トラ
ク

チ
ャー

プ
ロ
セ
ス

・ア
ウ
トプ
ット

パ
フォ
ーマ
ン
ス

ア
ウ
トカ
ム

目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
過
程
を
明
確
化

例
：
騒
音
性
難
聴
防
止
プ
ロ
グ
ラム

騒 音 性 難 聴 防 止 プ ロ グ ラ ム

の 作 成

騒 音 性 難 聴 の 減 少

労 働 災 害 の 減 少

ス
トラ
ク

チ
ャー

プ
ロ
セ
ス

・ア
ウ
トプ
ット

パ
フォ
ーマ
ン
ス

ア
ウ
トカ
ム

設 備 改 善

耳 栓 着 用 率 向 上

聴 力 検 査 の 有 所 見 率 低 下

騒 音 レ ベ ル の 低 下

労 働 者 教 育

達
成
状
況
の
評
価
（
目
標
づ
くり
の
ポ
イン
ト）


目
標
達
成
の
成
否
で
評
価
を
して
、改

善
に
結
び
付
け
る
！


目
標
＝
評
価
指
標
＋
目
標
値

ど
こ
に
向
か
う
？

◼
方
針
を
宣
言
す
る
。

◼
方
針
を
達
成
す
る
上
で
の
課
題
を
明
確
に

した
うえ
で
、施

策
を
企
画
・実
施
す
る
。

◼
施
策
に
対
す
る
具
体
的
な
評
価
目
標
と

目
標
値
を
企
画
段
階
で
定
め
る
。

◼
施
策
を
評
価
・改
善
す
る
。

「基
本
方
針

-目
標

-評
価
」の
関
係

今
、ど
こに
い
る
？

今
年
、ど
こま
で
登
る
？
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年
間
目
標
の
例


職
員
の
被
ば
くの
低
減
状
況

案
）

数
値
目
標
：
透
視
時
間
の

5％
低
減
（
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価
）

透
視
検
査
の
透
視
時
間
を
前
年
度
と
比
較
し 5
％
低
減
す
る
。

＊
透
視
時
間
＝
透
視
時
間
の
合
計

/透
視
検
査
数
の
合
計

年
間
目
標
の
例


法
定
の
線
量
限
度
を
厳
守


被
ば
くを
可
能
な
限
り低

減


関
連
法
令
の
確
実
な
順
守


適
正
な
基
準
の
適
用

W
or

k 
2-

1
「被
ば
くを
可
能
な
限
り低

減
す
る
」

の
評
価
指
標
は
？

年
間
目
標
表
 

作
成
日
：
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
作
成
者
：
 

左
欄
の
目
標
が
6ヵ
月
後
に
順
調
に
進
行
し
て
い
る
、
ま
た
は
1
年
後
に
達
成
さ
れ
た
場
合
は
該
当
欄
に
○
を
、
な
さ
れ

て
い
な
い
場
合
は
×
を
記
載
す
る
。
※
 
P：
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
評
価
、
O
：
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
 

年
間
目
標

 
P
/
O
※

 
6
ヶ
月
後

 

進
捗
状
況

 

年
間
総
合

評
価

 

１
、
法
定
の
線
量
限
度
の
順
守
状
況

 

数
値
目
標
：

 

   

 
 

 

２
、
職
員
の
被
ば
く
の
低
減
状
況

 

数
値
目
標
：

 

   

 
 

 

３
、
関
係
法
令
の
順
守
状
況

 

数
値
目
標
：

 

   

 
 

 

４
、
院
内
ル
ー
ル
・
基
準
の
順
守
状
況

 

数
値
目
標
：

 

    

 
 

 

 上
記
、
未
達
成
目
標
に
関
し
て
、
委
員
会
で
討
議
し
た
原
因
及
び
措
置
内
容
を
記
す
。

 

   安
全
衛
生
委
員
長
確
認

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
 
 
 
 
月

 
 
 
 
日

 
 
 
 
 
署
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

達
成
状
況
の
評
価
（
目
標
づ
くり
の
ポ
イン
ト）


目
標
達
成
の
成
否
で
評
価
を
して
、改

善
に
結
び
付
け
る
！


目
標
＝
評
価
指
標
＋
目
標
値


評
価
指
標
の
選
択


ア
ウ
トカ
ム
評
価

ｰｰ
ｰ目
的
の
達
成
そ
の
も
の
の
評
価


パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価
ｰｰ
ｰ目
的
（
ア
ウ
トカ
ム
）
に
繋
が
る

途
中
の
段
階
の
成
果
の
評
価


ア
ウ
トプ
ット
評
価

ｰｰ
ｰ目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
活
動
の
評
価

✓
ア
ウ
トプ
ット
評
価
指
標

✓
パ
フォ
ーマ
ン
ス
評
価
指
標

✓
ア
ウ
トカ
ム
評
価
指
標

✓
法
定
の
線
量
限
度
を
厳
守

✓
被
ば
くを
可
能
な
限
り低

減
✓
関
連
法
令
の
確
実
な
順
守

✓
適
正
な
基
準
の
適
用
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年
間
計
画
表 年

間
計
画
表
 

 

作
成
日
：
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
作
成
者
：
 

項
目
 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
月
）

 
備
考

 

4
 

5
 

6
 

7
 

8
 

9
 

1
0
 
1
1
 
1
2
 
1
 

2
 

3
 

1
 
放
射
線
防
護
検
討
委
員

会
・
技
術
部
会
の
開
催

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

2
 
放
射
線
防
護
教
育
（
訓

練
・
講
習
・
協
議
）

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

3
 
年
間
計
画
お
よ
び
年
間

目
標
の
策
定

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

4
 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
フ
ィ

ー
ド
バ
ッ
ク

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

5
 
特
殊
健
康
診
断

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
 
実
施
要
領
等
の
見
直
し

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

7
 
法
令
お
よ
び
ル
ー
ル
・

基
準
の
順
守
状
況
の
評

価
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

8
 
計
画
の
進
捗
状
況
の
確

認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

9
 
目
標
の
評
価

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
0
 
シ
ス
テ
ム
監
査

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
1
 
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
レ
ビ
ュ

ー
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1
2
 
防
護
具
・
防
護
設
備
購

入
に
関
す
る
予
算

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  安
全
衛
生
委
員
長
確
認

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
 
 
 
 
 
署
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


項
目
ご
と
に
、実

施
予
定
月
に

〇
を
入
れ
て
お
く。


予
定
通
り終

了
した
ら
●
、

遅
れ
て
実
施
した

ら
△
な
ど
を

入
れ
る
。


委
員
会
等
で
進
捗
管
理
を

行
う。

IS
O

45
00

1：
計
画
と
実
施
の
流
れ

法
的

要
求
事
項

そ
の
他
の

要
求
事
項

緊
急
事
態

取
組
む
事
項

取
組
み
の
計
画

計
画
の
実
施

リ
ス
ク
・
機
会

安
全
衛
生
目
標

安
全
衛
生
計
画

外
部
・
内
部

の
課
題

ニ
ー
ズ

期
待

安
全
衛
生
方
針

年
間
計
画

リ
ス
ク
等
管
理
計
画

プ
ロ
グ
ラ
ム
計
画
表

計
画
の
策
定

年
間
目
標
の
例


院
内
ル
ール
・基
準
の
順
守
状
況

案
）

数
値
目
標
：
個
人
保
護
具
の
総
合
リス
ク

3と
4の
ス
タ
ッフ
の

装
着
率

10
0％

（
ア
ウ
トプ
ット
評
価
）

決
め
ら
れ
た
日
に
モ
ニ
タ
リン
グ
した

時
の
装
着
率
を
算
出
す
る
。

＊
装
着
率
＝
決
め
ら
れ
た
個
人
保
護
具
を
装
着
して
い
る
者

/
リス
ク
ア
セ
ス
メン
トが

総
合
リス
ク

3と
4の
者
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研
修
・資
格
者
育
成
計
画

研
修

資
格
者
育
成


研
修
の
タ
イミ
ン
グ


研
修
の
内
容


法
令
上


M

S運
営
上

修
了
者
・資
格
者
の
リ
ス
ト
化

→
計
画
的
な
研
修
・
育
成

研
修
・資
格
者
育
成
計
画

放
射
線
防
護
プ
ロ
グ
ラム
計
画
表

放
射
線
防
護
プ
ロ
グ
ラ
ム
計
画
表
 

作
成
日
：

 
 
 
 
年
 
 
 
月

 
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
作
成
者
：
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

項
目

 
内
容

 

放
射
線
防
護
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
構
造
等
の
具

体
的
な
内
容
を
含
む

実
施
事
項

 

   

 

必
要
な
資
源

 

       

人
員
）

 

 物
品
）

 

 予
算
）

 

 そ
の
他
）

 

進
捗
管
理
と
結
果
の

評
価
方
法

 

     

達
成
期
限
：

 
 

 
 
年

 
 

 
 
月

 
 

 
日

 

安
全
衛
生
目
標
を
達

成
す
る
た
め
の
取
り

組
み
を
組
織
の
事
業

プ
ロ
セ
ス
に
統
合
す

る
方
法

 

 

目
標
達
成
の
責
任
者

 
 

完
了
確
認
日

 
 

 安
全
衛
生
委
員
長
確
認

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
 
 
 
 
月

 
 
 
 
日

 
 
 
 
 
署
名

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 


目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
企
画

に
用
い
る
。


実
施
事
項
の
ほ
か
、人

員
・

物
品
・予
算
、評

価
方
法
、

責
任
者
を
明
確
化
。

リス
ク
等
管
理
計
画
表

リ
ス
ク
等
管
理
計
画
表

 作
成
日
：
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
作
成
者
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項
目
 

内
容
 

契
機
 

    

 

リ
ス
ク
の
内
容
 

    

 

改
善
事
項
原
案
 

    

 

改
善
予
定
・
計
画

 

     

完
了
予
定
日
：
 
 
 
 
年
 
 
 

 
月
 
 
 
日
 

改
善
実
施
結
果
 

    

 

責
任
担
当
者
 

 

完
了
確
認
日
 

 

 安
全
衛
生
委
員
長
確
認

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
 
 
 
 
月
 
 
 
 
日
 
 
 
 
 
署
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


主
に
す
る
、期

限
を
定
め
て
実
施

す
る
特
定
の
項
目
に
対
して
活

用
。


計
画
策
定
の
契
機
、リ
ス
ク
の

内
容
、改

善
事
項
案
、完

了
予
定
日
、責

任
担
当
者
を
計
画

段
階
で
記
載
。


完
了
後
、過

実
施
結
果
と完

了
確
認
日
を
記
載
。

17
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シ
ス
テ
ム
運
用
担
当
者
の
研
修

＜
業
務
内
容
＞

①
シ
ス
テ
ム
実
施
管
理
者
と
と
も
に
評
価
結
果
や
監
査
結
果
を
レ
ビュ
ーし
、具

体
的
な
シ
ス
テ
ム

改
善
の
た
め
の
指
示
を
行
う。
（
ス
ポ
ット
業
務
）

②
本
シ
ス
テ
ム
の
記
録
を
行
う。
（
通
常
業
務
）

③
適
用
法
令
お
よ
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
順
守
状
況
の
確
認
（
ス
ポ
ット
業
務
）

④
計
画
の
実
施
状
況
の
確
認
（
ス
ポ
ット
業
務
）

⑤
目
標
の
達
成
状
況
の
確
認
（
ス
ポ
ット
業
務
）

⑥
マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ーに
関
す
る
資
料
の
作
成
（
ス
ポ
ット
業
務
）

⑦
実
施
要
領
の
制
定
・改
廃
事
務
取
扱
い
に
関
す
る
事
（
ス
ポ
ット
業
務
）

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
全
体
を
把
握
す
る
研
修
が
必
要

→
今
回
の
講
習
会
で
研
修
し
て
い
る
。

技
術
部
会
に
つ
い
て

技
術
部
会

主
任

診
療
放
射
線

技
師

安
全
衛
生
推

進
者

シ
ス
テ
ム

運
用

担
当
者

防
護
専
門

チ
ー
ム

積
極
的
に
取

り
組
む
医
師

病
院
事
務

（
予
算
）

事
務
局

①
シ
ス
テ
ム
運
用
担
当
者
：

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
全
体
を
把
握
し
、
や
る
べ
き
事
を
技
術
部
会

メ
ン
バ
ー
に
指
示
す
る
。

②
安
全
衛
生
推
進
者
：

シ
ス
テ
ム
運
用
担
当
者
の
指
示
を
実
行
す
る
人
の
長
。
（
労
働
安
全
衛
生
法

12
条
2）

研
修
・資
格
者
育
成
計
画

研
修

資
格
者
育
成


研
修
の
タ
イミ
ン
グ


導
入
研
修


新
任
者
研
修


定
期
的
な
研
修


研
修
の
内
容


放
射
線
防
護
に
関
す
る
技
術

的
事
項


M

Sの
運
用
に
関
す
る
事
項


法
令
上

例
：
エ
ック
ス
線
作
業
主
任
者


M

S運
営
上

例
：
内
部
監
査
員

修
了
者
・資
格
者
の
リ
ス
ト
化

→
計
画
的
な
研
修
・
育
成

W
or

k
2-

2

必
要
な
研
修
は
？


必
要
な
資
格
は
？

－167－



放
射
線
業
務
従
事
者
に
必
要
な
導
入
教
育


放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ

ス
テ
ム
の
概
要
教
育


リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト概

要
教
育


個
人
線
量
計
と
個
人
保
護
具
装

着
に
対
す
る
教
育


個
人
線
量
計
の
取
り替

え
と
報

告
書
の
配
布
に
関
す
る
教
育


年
間
目
標
に
関
す
る
教
育

•
放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ

ス
テ
ム
の
概
要
教
育

•
リス
ク
ア
セ
ス
メン
ト概

要
教
育

•
個
人
線
量
計
と
個
人
保
護
具

装
着
に
対
す
る
教
育

•
個
人
線
量
計
の
取
り替

え
と
報

告
書
の
配
布
に
関
す
る
教
育

•
年
間
目
標
に
関
す
る
教
育

•
想
定
事
象
発
生
時
の
対
応
方

法
の
説
明

低
リ
ス
ク
放
射
線
業
務
従
事
者

高
リ
ス
ク
放
射
線
業
務
従
事
者

低
リ
ス
ク
群
と
高
リ
ス
ク
群
に

分
か
れ
て
導
入
教
育
を
お
こ
な
う

導
入
教
育

安
全
衛
生

推
進
者
教
育

等

技
術
部
会
の

メ
ン
バ
ー
教
育

高
リ
ス
ク
放
射
線

業
務
従
事
者
教
育

低
リ
ス
ク
放
射
線

業
務
従
事
者
教
育

情
報
量

少
な
い

多
い

対
象
者
の
数

少
な
い

多
い

W
or

k
2-

3

一
般
の
放
射
線
業
務
従
事
者
に
必
要
な
導
入
教
育

の
項
目
を
列
挙
す
る
。

導
入
教
育
の
ポ
イン
ト


M

Sに
基
づ
く手

順
に
は
、２

種
類
の
も
の
が
あ
る
。


専
門
部
署
・担
当
者
等
が
最
初
の
ア
ク
シ
ョン
を
起
こす
も
の


ス
タ
ッフ
等
が
最
初
の
ア
ク
シ
ョン
を
起
こす
も
の

専
門
部
署
・

担
当
者

ス
タ
ッフ
等

◼
ス
タ
ッフ
等
へ
の
トレ
ーニ
ン
グ
は
、

に
焦
点
を
当
て
て
い
る
。
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シ
ス
テ
ム
評
価
の
視
点

(2
)


シ
ス
テ
ム
の
実
行
可
能
か
、ど
の
よ
うに
評
価
す
る
か
？


実
行
性


シ
ス
テ
ム
の
内
容
は
確
実
に
実
行
され

て
い
る
か
？

実
際
の
活
動
内
容
と
シ
ス
テ
ム
の
間
に
齟
齬
は
な
い
か
？


シ
ス
テ
ム
の
運
用
は
組
織
に
過
度
の
負
担
を
か
け
て
い
な
い
か
？


シ
ス
テ
ム
を
効
果
的
に
実
行
す
る
た
め
の
人
員
が
質
、量

と
も
に

確
保
され

て
い
る
か
？


シ
ス
テ
ム
に
基
づ
き
改
善
が
計
画
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か
？

シ
ス
テ
ム
評
価
の
視
点

(1
)


シ
ス
テ
ム
の
構
成
は
妥
当
か
、ど
の
よ
うに
評
価
す
る
か
？


外
的
妥
当
性


シ
ス
テ
ム
は
、規

格
の
要
求
事
項
を
満
た
して
い
る
か
？


法
令
遵
守
を
確
実
に
行
え
る
仕
組
み
に
な
って
い
る
か
？


法
令
改
正
に
適
切
に
対
応
して
い
る
か
？


内
的
妥
当
性


基
本
方
針
と
シ
ス
テ
ム
は
整
合
性
が
取
れ
て
い
る
か
？


社
内
基
準
を
確
実
に
実
行
で
き
る
仕
組
み
に
な
って
い
る
か
？


シ
ス
テ
ム
は
、存

在
す
る
リス
ク
や
規
模
、そ
の
他
事
業
所
の
実
状

と
整
合
性
が
取
れ
て
い
る
か
？


社
内
組
織
の
実
態
と
シ
ス
テ
ム
内
で
の
役
割
に
整
合
性
が
取
れ
て

い
る
か
？

監
査
の
視
点


シ
ス
テ
ム
の
妥
当
性


シ
ス
テ
ム
の
実
行
性


シ
ス
テ
ム
の
有
効
性
の
評
価

経
営
層
の
見
直
し

活
動
及
び
関
連
結
果
が
計
画
され

た
仕
組
み
に
適
合
して
い
る
か

否
か
、及

び
これ

ら
の
仕
組
み
が
効
果
的
に
実
施
され

、組
織

(事
業
所

)の
方
針
と
目
標
を
達
成
す
る
の
に
適
した

も
の
で
あ
る
か
否
か

を
決
定
す
る
た
め
の
体
系
的
な
検
証

内
部
監
査
の
基
本
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第
2回

の
主
な
宿
題

①
基
本
方
針
の
完
成

②
前
回
宿
題
の
文
書
類
の
完
成

③
目
標
の
作
成

④
年
間
計
画
書
の
作
成

⑤
追
加
文
書
類
の
作
成
（
テ
ン
プ
レ
ート
を
利
用
）

監
査
当
日
の
流
れ


文
書
類
の
確
認


イン
タ
ビュ
ー、
フィ
ール
ドチ
ェッ
ク


監
査
チ
ーム
の
会
議


担
当
者
と
の
事
実
関
係

の
確
認


報
告
書
案
の
確
認


責
任
者
へ
の
説
明


報
告
書
の
完
成


責
任
者
の
了
解


監
査
方
法
、基

準
の
確
認

シ
ス
テ
ム
評
価
の
視
点

(3
)


シ
ス
テ
ム
は
目
的
の
達
成
に
繋
が
る
か
、ど
の
よ
うに
評
価
す
る
か
？


有
効
性


シ
ス
テ
ム
で
運
用
され

る
プ
ロ
グ
ラム
は
科
学
的
に
妥
当
か
？


シ
ス
テ
ム
の
運
用
に
よ
って
、成

果
が
上
が
って
い
る
か
？


さら
に
高
い
成
果
を
上
げ
る
た
め
に
シ
ス
テ
ム
や
プ
ロ
グ
ラム
が
検
討
さ

れ
、改

善
され

て
い
る
か
？


シ
ス
テ
ム
運
用
に
対
す
る
従
業
員
の
意
識
や
能
力
は
向
上
して
い
る

か
？
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内
部
監
査
計
画
の
策
定

第
2回

の
復
習


第

2回
の
復
習


宿
題
の
検
討


第
１
回
検
討
分
の
完
成
度
の
確
認


第
２
回
分
の
宿
題
の
検
討

③
目
標
の
作
成

④
年
間
計
画
書
の
作
成

⑤
追
加
文
書
類
の
作
成
（
テ
ン
プ
レ
ート
を
利
用
）


マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
基
本


放
射
線
防
護
リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト手

法


変
更
の
管
理


緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応


イン
シ
デ
ン
トお
よ
び
不
適
合
へ
の
対
応
と

是
正
処
置


法
令
お
よ
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
順
守


放
射
線
管
理
体
制


文
書
化
・文
書
体
系


年
間
目
標
の
策
定


計
画
の
設
定


研
修
・資
格
者
育
成
計
画


内
部
監
査
の
基
本


内
部
監
査
計
画
の
策
定


内
部
監
査
の
実
施

/報
告
書
の
作
成


シ
ス
テ
ム
改
善
計
画

内
容

放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
委
託
事
業
「
放
射
線

M
S導

入
支
援
事
業
」

基
礎
研
修
第

3回
提
供
資
料
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内
部
監
査
の
実
施

/報
告
書
の
作
成

内
部
監
査
チ
ェッ
ク
項
目
例

W
or

k 
3-

1
シ
ス
テ
ム
を
評
価
す
る
た
め
に
必
要
な
チ
ェッ
ク
項
目

シ
ス
テ
ム
の
妥
当
性
、実

行
性
、

有
効
性
を
評
価
す
る
た
め
の

チ
ェッ
ク
リス
トを
作
って
み
よ
う！

内
部
監
査
計
画

監
査
チ
ーム


放
射
線
防
護
検
討
委
員
会
か
ら選

出
され

た
以
下
の
メン
バ
ーに
加
え
、大

学
等
安
全

衛
生
組
織
以
外
の
組
織
か
ら、
産
業
医
、衛

生
管
理
者
等
の
構
成
員
の
参
加
を
得
る
。

ま
た
、安

全
衛
生
委
員
会
メン
バ
ー以

外
の
能
力
を
有
す
る
学
内
（
例
え
ば
他
の
委
員

会
の
産
業
医
等
）
も
しく
は
学
外
の
参
加
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
。


放
射
線
防
護
に
関
す
る
専
門
家

１
名
～
２
名


マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
専
門
家

１
名
～
２
名


シ
ス
テ
ム
実
施
管
理
者

１
名


シ
ス
テ
ム
運
用
担
当
者

１
名

実
施
方
法

a.
 実
施
手
順

(1
)
監
査
に
当
た
り、
監
査
チ
ーム
は
訪
問
先
等
と
の
ス
ケ
ジ
ュー
ル
調
整
、閲

覧
予
定
の
シ

ス
テ
ム
に
係
る
文
書
お
よ
び
記
録
等
の
実
施
計
画
に
つ
い
て
、必

要
に
応
じて
事
前
に
打
ち

合
わ
せ
の
会
議
を
開
催
し、
確
認
し準

備
を
行
う。

(2
)
監
査
は
、シ
ス
テ
ム
に
関
わ
る
文
書
お
よ
び
記
録
の
閲
覧
、担

当
者
か
ら
の
ヒヤ
リン
グ

、事
業
場
内
の
視
察
等
を
通
して
監
査
が
実
施
され

る
。
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内
部
監
査
報
告
書

内
部
監
査
報
告
書

 

対
象
組
織
：
 

対
象
期
間
：
 

 
年

 
 
月

 
 
日
～

 
 
年

 
 
月

 
 
日

 

監
査
実
施
日
：
 

監
査
チ
ー
ム
：
 

 

評
価
点
：
 

 
導
入
状
況
【
o
r
組
織
成
熟
度
】
 
（
 

 
 
）
 

 
有
効
性
【
o
r
個
人
成
熟
度
】
 
（
 

 
 
）
 

特
記
す
べ
き
観
察
事
項

 

   他
組
織
で
参
考
に
な
る
良
好
な
事
項

 

  改
善
を
検
討
す
べ
き
事
項

 

    内
部
監
査
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
発
行

 
 

 
 

 
 

 
 

 
年

 
 

 
月

 
 

 
日

 

署
名

 

病
院
長
確
認

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
年

 
 

 
月

 
 

 
日

 

署
名

 

１
）
観
察
事
項
（

O
）

監
査
で
観
察
され

た
も
の
の

うち
で
、記

録
に
残
した
方

が
い
い
と
判
断
され

た
も
の

２
）
優
良
事
項
（

G.
P.
）

他
部
署
に
も
推
奨
す
べ
き

優
良
な
取
り組

み
３
）
改
善
事
項
（

C）
改
善
が
必
要
な
事
項

４
）
推
奨
事
項
（

R）
改
善
が
必
要
か
ど
うか
を
被

監
査
組
織
で
判
断
して
も
よ

い
改
善
提
案

イン
タ
ビュ
ーの
実
施

時
間
厳
守

自
己
紹
介

時
間
確
認

職
務
と
責
任
に

関
す
る
概
要
説

明
の
要
求

重
要
項
目
に
つ

て
の
質
問

総
論
か
ら
各
論

へ
移
行

不
足
の
課
題
や

情
報
を
収
集

あ
ら
ゆ
る
F/
U
活

動
へ
の
同
意

積
極
的
な
総
括
と

相
手
へ
の
感
謝

を
忘
れ
な
い

11

文
書
の
確
認


組
織
チ
ャー
ト


方
針
・目
標


マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
文
書


適
用
範
囲
と
レ
イア
ウ
ト


安
全
衛
生
活
動
実
績


事
故
報
告
書


手
順
の
リス
ト


前
回
の
監
査
結
果
の

報
告
書
と
改
善
計
画

お
よ
び
進
捗
状
況

10

可
能
な
限
り事

前
に
確
認
して
お
くの
が
望
ま
しい

監
査
当
日
の
流
れ


文
書
類
の
確
認


イ
ン
タ
ビュ
ー、
フィ
ール
ドチ
ェッ
ク


監
査
チ
ーム
の
会
議


担
当
者
と
の
事
実
関
係

の
確
認


報
告
書
案
の
確
認


責
任
者
へ
の
説
明


報
告
書
の
完
成


責
任
者
の
了
解


監
査
方
法
、基

準
の
確
認
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事
例
の
説
明

3/
3


放
射
線
被
曝
防
護
の
意
識
は
、放

射
線
科
内
で
は
比
較
的
高
い
も
の
の
、診

療
に
携
わ

る
医
師
と看

護
師
の
間
で
は
、低

く課
題
と
な
って
い
る
。今

年
度
は
、R

PM
Sの
活
動
を

院
内
の
関
係
者
に
知
って
も
ら
うこ
とを
目
標
と
して
お
り、
放
射
線
の
被
ば
く線

量
の
評
価

対
象
と
な
る
職
員
向
け
の
啓
発
と
フィ
ル
ム
バ
ッチ
の
適
切
な
利
用
、保

護
具
の
正
しい

使
用
状
況
の
把
握
な
ど
を
行
う予

定
。ま
た
、2

02
2年

1月
に
は
昨
年
行
った
、リ
ス
ク
ア
セ
ス

メン
トを
該
当
と
な
る
部
署
で
実
施
予
定
とし
て
い
る
が
、具

体
的
に
誰
が
ど
の
よ
うに
行
う

か
な
ど
は
現
時
点
で
決
ま
って
い
な
い
。


今
後
は
、衛

生
委
員
会
の
中
で
話
題
を
出
しつ
つ
、R

PM
Sの
存
在
を
院
内
の
関
係
者
に

知
って
も
ら
うこ
と
や
フィ
ル
ム
バ
ッジ

の
適
切
な
装
着
率
の
向
上
、保

護
具
、保

護
シ
ール

ドな
ど
の
有
効
活
用
、リ
ス
ク
ア
セ
ス
メン
トの

浸
透
、関

係
者
へ
の
定
期
的
な
研
修
、

目
標
と
して
い
る
被
ば
く線

量
以
下
で
の
管
理
状
況
の
確
認
な
ど
を
、院

長
と放

射
線
科

部
長
の
リー
ダ
ーシ
ップ
の
も
と
で
進
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。


今
日
（

10
月

4日
）
は
、年

間
計
画
で
予
定
して
い
た
内
部
監
査
を
行
う日

で
あ
る
。こ

れ
ま
で
内
部
監
査
の
経
験
者
が
院
内
に
い
な
い
事
か
ら、
近
隣
の
産
業
医
科
大
学
病
院

で
O

H
SM

Sの
内
部
監
査
を
担
当
して
い
た
梶
木
医
師
（
産
業
医
）
に
協
力
を
仰
ぎ
、

第
1回
の
内
部
監
査
を
行
うこ
と
と
な
った
。



事
例
の
説
明

2/
3

＜
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
導
入
・運
用
状
況
＞


20

20
年
度
か
ら
放
射
線
防
護
の
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム

(R
PM

S)
導
入
の
準
備
を
始
め
、

研
究
班
か
ら
提
供
され

た
シ
ス
テ
ム
文
書
を
自
分
の
病
院
用
に
修
正
し、

20
21
年

1月
か
ら

試
験
的
に
運
用
を
開
始
した
。放

射
線
被
曝
防
護
の
た
め
の
方
針
を
設
定
し、
病
院
の
衛

生
委
員
会
で
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を
伝
達
した
（
病
院
長
よ
り）

。R
PM

Sに
基
づ
く活

動
が

定
着
す
る
ま
で
は
、毎

月
、関

係
者
で
の
定
例
会
議
を
開
い
て
い
る
。


20

21
年

3月
ま
で
に
、病

院
内
の
関
係
者
に
は
周
知
を
行
な
って
お
り、
同
時
期
に
産
業

医
大
の
中
上
先
生
か
ら
紹
介
され

た
リス
ク
ア
セ
ス
メン
トも
一
旦
は
実
施
して
い
る
が
、

結
果
の
取
りま
と
め
は
人
手
不
足
も
あ
りで
き
て
い
な
い
。職

員
向
け
の
導
入
研
修
は
、

20
20
年
度
の
導
入
支
援
事
業
の
際
に
提
供
され

た
資
料
を
用
い
て
、シ
ス
テ
ム
管
理
担

当
者
（
放
射
線
科
技
師
長
）
が
講
師
と
な
って
、放

射
線
を
扱
う関

係
者
に
は
行
な
った

（
30
分
程
度
）
。


20

21
年

4月
か
ら

RP
M

Sの
本
格
実
施
を
開
始
し、
毎
月
の
衛
生
委
員
会
で
年
間
計
画

を
作
成
して
進
捗
を
報
告
して
い
る
。年

間
計
画
で
は
、5
月
の
新
人
研
修
で

RP
M

Sの
紹

介
を
行
い
（

15
分
程
度
）
、該

当
者
に
配
布
して
い
る
フィ
ル
ム
バ
ッジ

の
回
収
状
況
と
被

ば
く線

量
の
結
果
を
報
告
して
い
る
。

事
例
の
説
明

1/
3

病
床
数

40
0床

規
模
の
中
規
模
病
院
で
、放

射
線
業
務
従
事
者
は

20
0名

程
度
で
あ
る
。診

療
科
は

内
科
外
科
と
も
揃
って
い
る
が
、特

に
循
環
器
内
科
、整

形
外
科
、脳

神
経
外
科
の
患
者
が
多
い
。

心
臓
カ
テ
ーテ
ル
を
年
間

10
00
件
以
上
、整

形
の
手
術
は
年
間

50
0件

、脳
卒
中
カ
テ
ーテ
ル
は
年
間

40
0件

を
行
う。
放
射
線
治
療
は
行
わ
な
い
。O

H
SM

Sは
導
入
して
い
な
い
。医

療
安
全
や
感
染
対

策
に
つ
い
て
は
、積

極
的
に
活
動
して
い
る
。

＜
詳
細
情
報
＞

⚫
病
院
の
経
営
状
況
は
良
い
。患

者
も
多
い
。

⚫
20

20
年
は
コロ
ナ
の
影
響
で
患
者
が
減
り、
売
り上

げ
が

30
％
ダ
ウ
ン
した
が
、2

02
1年
は
少
し回

復
した
。し
か
しコ
ロ
ナ
前
ま
で
の
レ
ベ
ル
に
は
戻
って
い
な
い
。

⚫
放
射
線
機
器
は
、一

般
撮
影
装
置
、透

視
装
置
、血

管
造
影
装
置
（
カ
テ
装
置
）
、C

T装
置
、

M
RI
装
置
、核

医
学
装
置
、手

術
用
透
視
装
置
が
設
置
され

て
い
る
。

⚫
放
射
線
被
ば
く状

況
は
、実

効
線
量
と
水
晶
体
等
価
線
量
限
度
を
超
え
る
従
事
者
が
い
な
い
。

⚫
個
人
線
量
計
を
医
師
と
看
護
師
は
装
着
して
い
な
い
。装

着
して
い
る
の
は
、放

射
線
技
師
の
み
。

⚫
放
射
線
被
ば
くに
対
す
る
取
り組

み
は
、こ
れ
ま
で
全
くし
て
こな

か
った
。

⚫
技
師
長
は
、被

ば
く管

理
を
しっ
か
り行

い
た
い
と
考
え
昨
年
度
の
「厚
生
労
働
省
事
業
・放
射
線

被
ば
く管

理
に
関
す
る
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
導
入
支
援
事
業
」に
参
加
した
。

監
査
シ
ミュ
レ
ーシ
ョン

－174－



改
善
策

(計
画

)の
検
討


周
知
努
力


文
書
類
の
作
成
（
ル
ール
制
定
）
・

改
定


設
備
、備

品
の
整
備


担
当
者
の
明
確
化
、任

命

教
育
の
実
施


計
画
に
盛
り込

み
確
実
に
実
施


そ
の
他


年
間
計
画


リス
ク
等
管
理
計
画


プ
ロ
グ
ラム
計
画

シ
ス
テ
ム
改
善
の
流
れ

改
善
の
実
施

シ
ス
テ
ム
改
善
計
画

ア
ウ
トプ
ット
情
報

マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ー

イン
プ
ット
情
報

目
標
の
達
成
状
況

内
部
監
査
結
果

そ
の
他
の
情
報

シ
ス
テ
ム
改
善
計
画

内
部
監
査
の
様
子
を
供
覧

院
長
（
マ
ネ
ジ
メン
ト）

～
担
当
者
～

RP
M

S事
務
局
～
総
括

17
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M
S導

入
・運
営
の
道
の
り：

3回
の
研
修
を
終
え
て

計
画


M

S導
入
方
針
・規
格
の
決
定


M

S開
発
担
当
者
の
任
命


担
当
者
の
育
成


M

S 
開
発
チ
ーム
の
構
築

開
発


M

S関
係
者
の
役
割
の
明
確
化


文
書
体
系
の
作
成


既
存
文
書
と
の
整
合
化

導
入


年
間
目
標
・計
画
の
策
定


M

S 
導
入
計
画
の
策
定


導
入
教
育
の
実
施

運
営


M

S運
用
開
始


年
間
目
標
お
よ
び
計
画
の
進
捗

状
況
の
確
認


内
部
監
査
計
画
の
策
定


内
部
監
査
の
実
施

改
善


マ
ネ
ジ
メン
トレ
ビュ
ーの
実
施

（
評
価
結
果
・監
査
コメ
ン
ト）


M

S改
善
計
画
の
策
定


M

Sの
改
善

全
３
回
の
成
果


マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
理
解
度


効
果
的
・効
率
的
な
放
射
線
防
護
対
策
の
理
解
度


放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
文
書
体
系
の
完
成
度


放
射
線
防
護
マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
導
入
の
準
備
度


マ
ネ
ジ
メン
トシ
ス
テ
ム
の
基
本


放
射
線
防
護
リス
ク
マ
ネ
ジ
メン
ト手

法


変
更
の
管
理


緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応


イン
シ
デ
ン
トお
よ
び
不
適
合
へ
の
対
応
と

是
正
処
置


法
令
お
よ
び
そ
の
他
の
要
求
事
項
の
順
守


放
射
線
管
理
体
制


文
書
化
・文
書
体
系


年
間
目
標
の
策
定


計
画
の
設
定


研
修
・資
格
者
育
成
計
画


内
部
監
査
の
基
本


内
部
監
査
計
画
の
策
定


内
部
監
査
の
実
施

/報
告
書
の
作
成


シ
ス
テ
ム
改
善
計
画

研
修
の
再
確
認

W
or

k
3-

2
改
善
計
画
の
策
定

事
例
を
も
と
に
、改

善
事
項
と

活
用
計
画
を
策
定
して
み
よ
う。
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必
要
な
作
業

１
．
文
書
類
の
用
意


シ
ス
テ
ム
マ
ニ
ュア
ル
（
要
領
記
載
な
し版

）

実
施
要
領
（
第
１
回
目
）


シ
ス
テ
ム
マ
ニ
ュア
ル
＋
実
施
要
領
の
セ
ット

２
．
ワ
ーク
準
備


ス
ライ
ド作

成
（
主
に
回
答
）


ワ
ーク
シ
ート
の
作
成
（
監
査
等
）


監
査
シ
ミュ
レ
ーシ
ョン
シ
ナ
リオ

プ
ロ
グ
ラム
全
体
の
評
価


R

P
M

S
の
導
入
状
況


自
己
評
価
独
立
評
価
者
に
よ
る
評
価


放
射
線
防
御
管
理
の
実
施
状
況


放
射
線
被
ば
く線

量
限
度
の
順
守
状
況

／
被
ば
くレ
ベ
ル
の
改
善
状
況
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監
査
実
施
の
ポ
イ
ン
ト

1.
 予
告
に
よ
る
監
査
が
効
果
的
で
あ
る
。

•効
率
よ
く
実
施
で
き
る

2.
 内
部
の
者
に
よ
る
監
査
が
有
効
的
で
あ
る
。

3.
 第
３
者
審
査
の
た
め
の
も
の
で
は
な
い
。

監
査
の
ポ
イ
ン
ト

目
次

•監
査
の
ポ
イ
ン
ト

•チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成

•監
査
の
実
施

内
部
監
査
に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
委
託
事
業
「
放
射
線

M
S導
入
支
援
事
業
」

専
門
研
修

提
供
資
料
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監
査
実
施
前
の
打
ち
合
わ
せ
と
教
育

監
査
事
務
局
が
監
査
員
全
員
を
対
象
に
実
施
し
、
監
査
員
の
レ
ベ
ル
を

合
わ
せ
る

1.
 監
査
目
的

2.
 労
働
災
害
発
生
状
況

3.
 法
令
や
指
針
等
の
改
正

4.
 事
業
場
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
最
新
の
仕
組
み

5.
 チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
読
み
合
わ
せ

監
査
計
画
の
策
定
（

IS
O1

90
11
よ
り
）

監
査
計
画
の
策
定
は
次
項
に
対
処
す
る

1.
 監
査
目
的

2.
 監
査
範
囲

3.
 監
査
基
準

4.
 監
査
の
場
所
、
日
程
、
予
定
時
間

5.
 監
査
方
法
（
十
分
な
監
査
証
拠
を
得
る
）

6.
 監
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
役
割
や
責
任

•監
査
計
画
の
策
定
は
、
監
査
活
動
の
進
行
に
伴
い
必
要
と
な
り
う
る
変
更

を
許
容
す
る
十
分
な
柔
軟
性
を
持
つ

監
査
計
画
策
定
の
注
意
点
（

IS
O1

90
11
よ
り
）

監
査
計
画
の
策
定
に
当
た
り
監
査
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
は
次
項
を
考
慮
す
る

1.
 監
査
チ
ー
ム
の
構
成
と
全
体
の
力
量

2.
 適
切
な
サ
ン
プ
リ
ン
グ
技
法

3.
 監
査
の
有
効
性
や
監
査
の
効
率
を
改
善
す
る
機
会

4.
 有
効
で
な
い
監
査
計
画
に
よ
り
生
じ
る
監
査
目
的
の
達
成
に
対
す
る
リ
ス
ク

5.
 被
監
査
者
の
リ
ス
ク

内
部
の
者
が
行
う
監
査
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

メ
リ
ッ
ト

1.
 内
部
の
事
情
を
熟
知
し
て
い
る
た
め
、

実
態
に
合
っ
た
評
価
が
で
き
る

2.
 規
定
類
に
精
通
し
て
い
る
た
め
、

き
め
細
か
な
評
価
が
で
き
る

3.
 監
査
テ
ー
マ
の
特
定
が
可
能
で
あ
る

4.
 施
設
の
課
題
に
応
じ
て
計
画
し
実
施

で
き
る

5.
 具
体
的
な
ア
ド
バ
イ
ス
が
可
能
と
な
る

デ
メ
リ
ッ
ト

1.
 画
一
的
な
見
方
に
な
り
が
ち

2.
 馴
れ
合
い
や
遠
慮
が
出
て
く
る

3.
 改
善
の
不
履
行

4.
 不
慣
れ
な
監
査
員
が
実
施
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チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
使
っ
た
確
認
の
方
法
や
手
段

➢
聞
き
取
り
（
管
理
者
、
監
督
者
、
作
業
者
な
ど
）

➢
文
書
や
記
録
等
の
確
認
（
ど
の
文
書
で
確
認
す
る
か
）

➢
現
物
（
掲
示
、
改
善
の
状
況
）

➢
実
作
業
や
実
活
動
の
状
況
把
握

•チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
は
、
確
認
方
法
を
記
載
す
る
こ
と
が
重
要

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

メ
リ
ッ
ト

1.
 標
準
化

（
監
査
員
に
よ
る
偏
り
を
な
く
す
）

2.
 効
率
化

3.
 見
落
と
し
防
止

4.
 記
録
や
証
拠
と
し
て
の
活
用

デ
メ
リ
ッ
ト

1.
 内
容
を
理
解
し
な
い
で
棒
読
み

2.
 チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
以
外
の
質
問
を

   
   

   
  

し
な
い

3.
 好
事
例
の
見
落
と
し

4.
 見
直
し
を
し
な
い
と
監
査
が
形
骸
化

•
監
査
レ
ベ
ル
を
向
上
さ
せ
る
に
は
、
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
見
直
し
す
る
こ
と
が

必
要
で
あ
る

•
監
査
レ
ベ
ル
の
向
上
は
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
に
つ
な
が
る

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
作
成

監
査
内
容

1.
 適
合
性

・
決
め
た
仕
組
み
を
守
っ
て
い
る
か

2.
 有
効
性

・
意
図
し
た
成
果
を
達
成
し
て
い
る
か

3.
 前
回
の
監
査
結
果
の
フ
ォ
ロ
ー

•重
点
テ
ー
マ
を
設
置
す
る

•マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
状
況
に
よ
り
重
点
テ
ー
マ
を
変
更
す
る
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監
査
の
実
施

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
見
直
し

➢
監
査
テ
ー
マ
に
よ
り
チ
ェ
ッ
ク
項
目
は
変
化
す
る

➢
判
定
基
準
と
確
認
方
法
は
、
毎
年
検
討
す
る

➢
監
査
員
や
現
場
の
意
見
を
考
慮
す
る

具
体
的
な
見
直
し
方
法

1.
 チ
ェ
ッ
ク
項
目
の
追
加
と
削
除

・
追
加
す
る
項
目
：
諸
活
動
に
関
す
る
項
目
の
細
分
化

・
削
除
す
る
項
目
：
既
に
達
成
さ
れ
た
項
目

2.
 判
定
基
準
の
明
確
化
や
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

3.
 確
認
方
法
の
変
更
（
判
定
基
準
の
変
更
に
合
わ
せ
て
）

監
査
で
確
認
す
べ
き
事
項

事
前
に
確
認
で
き
る
項
目

1.
 マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
文
書
類
や
記
録
が
あ
る
か

2.
 そ
れ
ら
は
改
善
の
サ
イ
ク
ル
を
促
し
て
い
る
か

監
査
当
日
に
確
認
す
る
項
目

1.
 手
順
や
規
定
類
が
あ
り
、
そ
れ
を
順
守
し
て
い
る
か

2.
 各
活
動
は
成
果
を
上
げ
て
い
る
か

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
判
定
方
法

➢
◯
と

×
の
基
準
を
明
確
に

➢
判
定
結
果
に
個
人
差
が
な
い
よ
う
に
す
る

➢
場
合
に
よ
っ
て
は
、
「
△
」
の
基
準
も
設
置
す
る

•チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
は
判
定
基
準
を
記
載
す
る
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監
査
活
動
当
日
の
流
れ
（

IS
O1

90
11
よ
り
）

1.
初
回
会
議

2.
情
報
収
集
・
検
証

3.
監
査
所
見
の
作
成

4.
監
査
結
論
の
決
定

5.
最
終
会
議
の
準
備

6.
最
終
会
議

監
査
の
準
備
３
（

IS
O1

90
11
よ
り
）

監
査
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
は
、
監
査
チ
ー
ム
と
協
議
し
メ
ン
バ
ー
の
役
割
を

割
り
当
て
る
。

•監
査
中
に
分
担
の
変
更
も
可

•役
割
の
例

・
リ
ー
ダ
ー

・
聞
き
取
り
役

・
メ
モ
取
り
役

・
技
術
の
専
門
家

等

監
査
の
準
備
２
（

IS
O1

90
11
よ
り
）

文
書
化
し
た
情
報
の
レ
ビ
ュ
ー
の
実
施

•レ
ビ
ュ
ー
で
は
、
被
監
査
者
の
組
織
の
規
模
、
関
連
す
る
リ
ス
ク
及
び

機
会
、
監
査
範
囲
、
監
査
基
準
、
監
査
目
的
を
考
慮
す
る
。

•文
書
化
し
た
情
報
の
例
：
文
書
体
系
・
記
録
・
前
回
ま
で
の
監
査
報
告
書

監
査
の
た
め
の
文
書
化
し
た
情
報
の
作
成

•チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
、
監
査
サ
ン
プ
リ
ン
グ
、
視
聴
情
報

監
査
の
準
備
１
（

IS
O1

90
11
よ
り
）

被
監
査
者
へ
の
主
な
連
絡
事
項

1.
 監
査
の
目
的
、
範
囲
及
び
基
準
、
チ
ー
ム
構
成
等
の
伝
達

2.
 ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
含
め
た
監
査
の
た
め
の
手
配

3.
 被
監
査
者
に
対
す
る
利
害
、
懸
念
事
項
、
リ
ス
ク
の
決
定
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情
報
の
収
集
・
検
証
時
の
注
意
点

1.
 非
監
査
者
の
職
位
に
応
じ
た
質
問

2.
 話
の
途
中
で
割
り
込
ま
な
い

3.
 不
透
明
な
点
は
、
言
葉
を
変
え
て
再
度
質
問

4.
 不
適
合
は
根
拠
を
再
確
認

5.
 記
録
類
は
１
例
で
は
な
く
数
例
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る

6.
 帳
票
名
、
記
録
番
号
等
も
メ
モ

7.
 職
位
は
記
録
す
る
が
、
個
人
名
は
記
録
し
な
い

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
使
用
時
の
ポ
イ
ン
ト

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
は
、
確
認
す
べ
き
項
目
を
列
挙
し
た
も
の

1.
 項
目
一
つ
ひ
と
つ
を
読
み
上
げ
質
問
し
な
い

2.
 活
動
の
内
容
を
話
し
て
も
ら
う

3.
 話
を
聞
き
な
が
ら
◯
や

×
を
つ
け
て
い
く

•相
手
に
話
し
て
も
ら
う
こ
と
を
意
識
す
る
こ
と
が
重
要

2.
 情
報
の
収
集
・
検
証

情
報
を
収
集
す
る
方
法
の
例

1.
 文
書
化
し
た
情
報
の
レ
ビ
ュ
ー

・
規
定
、
手
順
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
議
事
録
、
報
告
書
等

2.
 イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
聞
き
取
り
）

3.
 現
場
の
観
察

•事
実
を
掴
む
こ
と
が
最
大
の
目
的

1.
 初
回
会
議

監
査
員
と
被
監
査
者
で
会
議
を
行
う

1.
 監
査
計
画
に
対
す
る
参
加
者
の
合
意

2.
 監
査
チ
ー
ム
の
役
割
紹
介

3.
 監
査
の
目
的
、
範
囲
、
基
準

4.
 監
査
を
打
ち
切
っ
て
良
い
条
件

（
前
回
指
摘
し
た
事
項
の
改
善
が
見
ら
れ
な
い
場
合
）

5.
 被
監
査
者
か
ら
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
方
法
、
苦
情
、
異
議
申
し
立
て
を
含
む
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5.
 最
終
会
議
の
準
備

監
査
チ
ー
ム
内
の
打
ち
合
わ
せ

1.
 監
査
所
見
の
レ
ビ
ュ
ー

2.
 監
査
結
論
に
つ
い
て
合
意

3.
 必
要
に
応
じ
、
提
言
を
作
成

4.
 フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

4.
 監
査
結
論
の
決
定

監
査
結
論
は
次
の
課
題
に
対
処
す
る

1.
 監
査
基
準
と
の
適
合
の
程
度

2.
 マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
有
効
性

3.
 被
ば
く
低
減
対
策
の
有
効
性

4.
 マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
有
効
な
実
施
、
維
持
、
改
善

5.
 監
査
の
目
的
の
達
成
、
監
査
範
囲
の
網
羅
、
監
査
基
準
を
満
た
す
こ
と

3.
 監
査
所
見
の
作
成

監
査
基
準
と
比
較
し
「
適
合
」
ま
た
は
「
不
適
合
」
を
示
す

•不
適
合
の
場
合

1.
 監
査
証
拠
を
記
録
す
る

2.
 「
重
大
」
「
軽
微
」
等
の
ラ
ン
ク
分
け

3.
 被
監
査
者
と
の
確
認

•好
事
例
、
改
善
の
機
会
、
被
監
査
者
へ
の
提
言
等
も
含
め
る

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
の
心
構
え

や
る
こ
と

・
対
話
を
心
が
け
、
温
か
い
気
持
ち
で

向
か
い
合
う

・
助
言
、
情
報
共
有
を
心
が
け
る

・
好
事
例
の
情
報
収
集
を
心
が
け
る

や
ら
な
い
こ
と

・
個
人
的
な
意
見
を
強
要
し
な
い

・
説
教
は
し
な
い

（
あ
く
ま
で
対
等
の
立
場
）

・
指
示
命
令
し
な
い

（
監
査
員
に
そ
の
権
限
は
な
い
）

ア
イ
コ
ン
タ
ク
ト
、
う
な
づ
き
、
あ
い
づ
ち
、
メ
モ
取
り

話
を
よ
く
聞
く
：
被
監
査
者
が
７
割
話
す
イ
メ
ー
ジ
で
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6.
 最
終
会
議

説
明
事
項
の
例

・
入
手
可
能
な
情
報
に
お
け
る
監
査
で
あ
る
こ
と

（
プ
ロ
セ
ス
全
体
の
有
効
性
で
は
な
い
）

・
好
事
例
の
紹
介

・
監
査
所
見
へ
の
対
処
方
法

・
監
査
所
見
に
対
処
し
な
い
場
合
に
生
じ
る
結
果

・
監
査
所
見
、
監
査
結
論
の
提
示

・
是
正
処
置
の
実
施
及
び
レ
ビ
ュ
ー
、
苦
情
、
異
議
申
し
立
て

•被
監
査
者

-監
査
員
間
に
意
見
の
相
違
が
あ
れ
ば
協
議
す
る
こ
と
が
重
要
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